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本研究では以下の5 ①点を目的とした。 医療法人に非営利性が必要である理由及び医療法人

②において存在する剰余金が持分に応じて出資者に帰属する事象の問題点を考察する。 医療法

人のわが国「保健医療システム」上の位置づけを考察し、そのうえで医療法人の収益の源泉を

③示し、医療法人の剰余金の源泉を明らかにする。 医療法人の経営の実態を明らかにすること

を試みる。そのうえで剰余金の蓄積について、診療内容の種類などの診療報酬などの制度上に

④理由が存在する可能性を検証する。 医療法人のステークホルダーを明らかにした上で、医療

法人がだれのた ⑤ ① ④めに経営されるべきか検討する。 ～ によって示された知見から、医療法

人に関して存在する問題点を明確にする。それを踏まえて医療法人制度構築の今後の方向性を

示すとともに改善方策について検討を行う。

方法として、まず、著書、論文、各種政府刊行物などを精査し、医業経営の公益性に関する

議論と非営利性に関する議論を整理し、わが国における医療法人の位置づけを公益性の観点と

非営利性の観点から整理した。次に医療法人の事業報告書を収集し、宮城県の医科の診療所、

病院を経営するすべての医療法人を対象として一年あたりの剰余金蓄積額に差異が生じてい

るか、独自の指標を作成し検討した。さらに剰余金の蓄積の要因を考察した。

続いて医療法人はだれのために経営されるべきかという議論を明確にするべく、医療法人の

ステークホルダーを制度上の位置づけ及び医療法人の収益の源泉を検討することにより示し

た。その上で、現在のわが国の医療法人における経営の実態とあるべき方向性の乖離の存在を

考察した。

結果として、わが国において医療は国家が提供するべき公益なものとしてとして位置づけら

れていることを示した。宮城県の医療法人において、剰余金の総額、1年あたりの剰余金の蓄
積には差異が存在し、資金面での継続性は均一ではない実態が示された。剰余金の蓄積の差異

に診療報酬制度から生じた理由が存在する可能性を示した。

次に、医療法人は制度上の位置づけ及び収益の源泉の多くを診療報酬制度や公費負担医療制

度から得ており、公的な「保健医療システム」の一部と捉えられることを示した。従って、医

療法人の利益を考慮すべき主たるステークホルダーは、患者と共に納税者と社会医療保険の被

保険者であることを提示した。さらに、医療法人において出資者が出資により得る利益は、患

者の利益とは対立しないが、納税者や社会医療保険の被保険者の利益とは相反することを指摘

した。従って、わが国において医療法人は公的な「 保健医療システム」の一員として、非営利

で経営されることが妥当であり、剰余金が出資者という私人に帰属することは解消すべき課題

であることを明らかにした。

本研究により、今後の診療報酬改定などの医療提供に関わる政策において納税者及び社会医

療保険の被保険者などの利益のためという視点をもたらし、実態に則したわが国医療制度の構

築に資する可能性があるといえる。
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第1章. はじめに

1.1.研究背景

医療法人1は、医療法が開設の根拠法であり、民間による資本で開設、運営さ

れる法人である。 法人の目的は非営利であり、 医療法第 54 条に剰余金の配当
の禁止規定があるため、 非営利法人に分類されることが多い。 しかしながら、

松原（ 2004） 2 のようにわが国の医療法人は非営利性の要件を満たしていない

という指摘がある。 医療法人は現在、 出資による持分の有るものと、 出資によ

る持分の無いものに分類されるが、 持分の有る医療法人においては所有者が存

在すること、 毎期の利益配分は認められていないが、 解散時の残余財産の配当

が認められているという点において、 非営利組織の定義と反するという指摘で

ある（ 松原ら（ 2004） 345頁）。
医療機関の経営に関しては世界的に様々な制度・ 手法が用いられており、 営

利企業、 非営利組織、 その経営主体が多様である。 例えばアメ リカでは民間営

利、民間非営利、公立の病院がある（ 松原（ 2004） 460頁）。 また杉岡（ 2010）
5は、アメ リカの公的医療保険が受給資格の対象が狭いこと、ニュージーランド

の「 民営化による営利株式会社の医療経営など米国型に近づいている」 と述べ

ている。 このように医療の位置づけも国家によって様々である。

わが国における医療は、 特徴的かつ、 世界において高評価である国民皆保険

制度に代表されるように国家として公益なものとして位置づけられている。 ま

た医療法第 54 条から、 原則として非営利の組織のみが開設できる。 しかし現
状として、 出資持分のある医療法人が現在も存在している。

また情報開示に関する制度改正として、2008年から事業報告書の閲覧が可能
となる制度、2015年には医療法人会計基準が制定された。この情報開示におい
て医療法人のステークホルダーは厳格に定義されていない。 つまり医療法人が

経営情報を開示する目的が曖昧なままである。 例えば株式会社であれば、 株主

の利益及びその利益からの配当のために経営することが求められる。 そして情

1 本研究は医科の医療法人の持分に着目した研究を行っている。 本研究におい

ては、 数ある医療法人の類型の中で、 現在は経過措置型医療法人として存在す

る、 持分のある社団として開設され、 定款により残余財産の帰属が出資者と定

めがあり、 医科の診療所及び病院を経営する医療法人を医療法人と表記する。
2 松原由美（ 2004）「 非営利性の浸食が想定される現象および局面について」 厚
生労働省資料
3 松原由美,田中滋（ 2004）「 医療法人のガバナンスについて」 厚生労働省資料
4 松原由美（ 2004）「 非営利性の浸食が想定される現象および局面について」 厚
生労働省資料
5 杉岡洋一（ 2010）「 医療崩壊を前に、 いま、 我々は何をなすべきか」『 社会的
共通資本としての医療』」
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報開示の目的は株主や債権者の利益の保護のためである。

それに対して、 医療法人は医療法において剰余金の配当が禁止されている。

ただし持分の存在する医療法人が数多く 存在するため、 解散時及び退社時に出

資者が剰余金から利益を得ることができる。 医療法人の剰余金の帰属先に曖昧

な実情があることから、 医療法人の出資者の利益をどう考えるべきかについて

明瞭となっていないといえる。 すなわち医療法人は、 だれの利益のために情報

開示されるかという情報開示の目的が曖昧なままであると指摘できる。

また、医療機関経営における収益性の議論は、これまでは、収益が上がらず、

その結果、 事業継続できなく なる可能性について指摘されることが主流であっ

た。 その根拠として、 医療法第１条にある医療法の目的である「 医療を受ける

者の利益の保護及び良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図り、

もつて国民の健康の保持に寄与することを目的とする。」 という点がある。医療

法から医療機関の優先すべきステークホルダーは「 医療を受ける者」つまり「 患

者」 であるという解釈ができる。

わが国の医療は日本国憲法第 25 条における「 すべて国民は、 健康で文化的
な最低限度の生活を営む権利を有する。」「 国は、 すべての生活部面について、

社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」と

いう規定に基づき国家が保障、 提供するものとして位置づけられている。 そし

てその下に国民皆保険制度として、 社会医療保険の被保険者が医療の料金を負

担する「 保健医療システム」 6が存在している。

「 保健医療システム」 とは、WHOの“ The WORLD HEALTH REPORT 2000”
に用いられている Heal t h Syst em を訳した語句であり、この Heal t h Syst em 
の含む範囲を WHO “は al l  t he act i vi t i es whose pr i mar y pur pose i s t o pr omot e, 
r est or e or  mai nt ai n heal t h ” 7と定義している。 そしてわが国の「 保健医療シ

ステム」 において税金による国庫支出、 社会医療保険制度の被保険者による負

担が含まれている。

このような、 わが国の「 保健医療システム」 におけるステークホルダーは患

者のみならずその負担を負う納税者や社会医療保険の被保険者であると解釈で

きる。 しかしこれまでの研究においては、 医療は患者のためという視点の下に

留まっているといえる。特に医療法人は開設時の出資者が個人であり、解散時、

6 本研究においては、 国家の健康のための医療の提供及び費用負担の仕組みを

示す語として「 保健医療システム」 を用いる。「 保健医療システム」 は近年は厚

生労働省資料などでも用いられるようになってきた語句である。 佐藤敏彦

（ 2003）「 特別企画「 快適医療システムの創成」 ： 保健医療システム評価に関す
る最近の考え方」 においては「 具体的には、 政策、 医療制度、 行政機関、 行政

担当者、 医療機関、 医療スタッフ、 そこで行われる医療行為等、 を含むシステ

ム全体を指すものであると言えよう 」 と解釈している。
7 W H O(2000)「 T he W ORL D H EA LT H REPORT 2000」 p5
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退社時にその持分に応じた利益を得ることが可能である。 そのことから、 出資

者には医療法人との利害関係が当然に発生するが、 出資者の利益を優先できる

ことについての議論があまり行われていない。

医療法人は医療法で非営利を求められている。 しかし実態として出資者が解

散配当や退社時の配当を受けられるため、 利害が発生するという事実がある。

加えて、 法人税法や相続税法において株式会社等の出資持分と医療法人の出資

持分がほぼ同様に扱われている。 医療法人の出資持分をどう解釈すべきか、 医

療法人の位置づけが曖昧となっていることが医療法人の剰余金のあるべき状態

を明確にすることができない理由として考えられる。 また、 医療法人の持分に

ついては昭和３ ２ 年１ ２ 月の第４ ３ 号茨城県衛生部長宛厚生省医務局総務課長

回答により、「 退社社員に対する持分の払戻は、退社当時当該医療法人が有する

財産の総額を基準として、 当該社員の出資額に応ずる金額でなしても差し支え

ないものと解する」 と通知したことをはじめ、 2007年の医療法改正まで、厚生
労働省（ 旧厚生省） の社団医療法人の定款例には退社時の持分に応じた財産請

求権を認める規定と、 解散時の残余財産が出資者に帰属する規定があった。 つ

まり、 医療法人の持分は医療の安定供給の為、 国家が推奨して作られてきたも

のであるといえる。 そして現在、 医療法人はわが国の医療の提供において重要

な役割を担っている。

しかしわが国の医療全体を見渡せば、 現在、 国民医療費の高騰、 それに伴う

社会保険診療制度の採算面に関する危惧といった、 資金面における継続性の問

題が生じている部分がある。 またそのような資金面の継続性の問題は高齢化の

進行するわが国において拡大することが予測される。

わが国の医療制度においては、 このような社会状況から、 再構築が必要とな

っていると考えられる。そしてこれまでのように、医療提供の継続のみならず、

医療全体の資金面における効率、 医療全体の継続を考慮する必要があるといえ

る。

しかしこれまでの医療法人の収益性に関する議論は個々の医療法人の継続に

着目して行われてきた。 医療法人の非営利性に関する問題の指摘も事業承継に

おける相続税や退社時の残余財産に応じた請求権による医療法人の継続性に関

する問題の指摘8が主であった。

近年の公益法人や医療法人に関する制度改革の議論においては、 過大な剰余

金に関する問題の指摘がある。 厚生労働省（ 2005） 9は「 公益的事業を適切か

8 川原丈貴（ 2013）「「 持分なし医療法人」 への移行の実際」『 病院 72巻２号』
など。 また厚生労働省（ 2009）「 平成 22 年度税制改正要望事項」 においても相
続時に相続人が「 出資持分の払戻しを請求する等により 」「 医業の継続に支障を

きたすことがないよう 」 という理由で医療法人に関する特例措置の設立を要望

している。
9 厚生労働省（ 2005） 『 医療法人の剰余金の使途の明確化について』
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つ継続的に行うため、 一定の内部留保は必要であるが、 積極的に不特定多数の

者の利益の実現を目的とする活動であれば、 本来単年度の収支において大幅な

黒字を生ずるものでないと考えられる。」 また「 こう した収支余剰の累積等に伴

い、 本来公益的な事業に使われるべき資金が、 使われず法人内部に蓄積させる

のは望ましく ない。」 と指摘している。さらに「 適正な法人活動を制約しない範

囲で、 将来の公益的事業の実施に必要な範囲を超えて過大な資金等が留保され

ることがないよう 、 法人の実態等も踏まえつつ、 適切な規律を設けることが適

当である。」 と指摘している。

しかし「 具体的な規律のあり方としては、 現行指導監督基準等による『 いわ

ゆる内部留保』 の考え方について、 例えば、 正味財産との関係にも留意しつつ

必要な見直しを行い、 できるだけ恣意性を排除した客観的な規律とすることが

望ましい。」 というようなものである。このように「 公益的」 や医療法の剰余金

の配当の禁止からの抽象的な議論に留まり、 本来だれのためにどのように経営

されるべきかの提示はいまだに不明瞭であるといえる。

わが国の医療機関の中で、 医療法人は社会保険診療を行う医療機関の中で、

出資に応じた持分が存在する唯一の医療機関である。 持分によって、 残余財産

は出資者に私的財産として帰属する。 また剰余金は利益の蓄積であり、 出資者

が出資したことから得る増加した財産という こととなる。

現在、 わが国の医療においては、 財務的な継続性の問題が存在している。 社

会保険の保険料負担や財政状態は医療費の増加と共に危機感を増している 。そ

のような状況の中、 2003年から社会医療保険の被保険者の本人の負担割合が 2
割から 3割に上昇し、 また 70～74 歳の高齢者の医療費の自己負担割合も 2014
年から 1割から 2 割以上となり、 国民皆保険制度の継続のためにわが国の「 保
健医療システム」 は変革の最中にある。

そのような状況において、 医療法人は私的な存在か、 公的な存在かの位置づ

けが曖昧となっている。 税法上は普通法人と同様に位置づけられ、 医療法から

は非営利、 公益であることが求められている。

これまで、 医療法人はわが国の医療の提供に寄与し、 大きな役割を担ってき

た。 また出資に応じた持分を認めることについても厚生労働省が推奨していた

事実がある。 持分とそれに応じた財産権があることにより、 医療法人が数多く

開設されることが非常にわが国の医療供給に貢献してきたといえよう 。 それゆ

えに、 医療法人の公益性、 非営利性については議論されてきているが、 医療法

人の持分に関する厚生労働省の見解はあく まで、 医療法 54 条の規定に違反し
ているかについては明言せず、「 医療の永続性・ 継続性」 のための、あく までも

そのような疑念が生じないために「 非営利性の徹底」 を目指すものとして、 持

分のない医療法人への移行を進めている。 しかし未だに持分のある医療法人が

経過措置型医療法人として、 全数の 8割以上を占めている。
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また、 これまで、 わが国における医療機関に関する研究は、 病院などに着目

した施設ごとで行われることが多く 、 医療法人という開設主体に着目した研究

は数少ない。医療法人会計基準（ 2014） や医療法人の事業報告書の開示（ 2008）
といった開設主体である医療法人を対象とした制度改正も近年になってのこと

である。 それまではわが国の医療機関という枠組みの中で研究や制度構築が行

われてきたといえる。しかし、医療法人は現在も持分が存在するものが数多く 、

残余財産が出資者に帰属する特殊な法人である。 従って、 医療法人という開設

主体に着目して、 他の医療機関と区別をして研究を行うことは意義があるとい

えよう 。

医療法人の持分や剰余金は剰余金の配当を禁じている医療法の精神とは異な

るものといえる。しかし、医療の永続性を確保するために、 1950年に医療法人
が成立した時点においては社会情勢から持分を認容することが必要であったと

推測される。 それから 50 年以上が経過し、 当時とは社会背景が変容した現在
において、 医療法人に持分が存在することは問題点として認識されつつある。

今後の医療制度構築においては、 現在の社会情勢に応じた改正が必要となると

考えられた。ここで筆者は、資金面での継続性に危惧が生じているわが国の「 保

健医療システム」 において、 医療法人の剰余金は医療の発展・ 継続に活用する

ことの可否を検討する必要があるのではないかという問題意識を持つに至った。

しかしこれまで、 政府は医療法人の持分の問題について、 医療法第 54 条の
剰余金の配当の禁止に違反しているかの判断を明確にしていない。 また、 現在

も持分に応じた退社時や解散時の財産請求権は存在している。 そして医療法人

の剰余金の実態を示した研究や資料はこれまでに見当たらない。 まず、 医療法

人の持分について、 現在の位置づけを明確にし、 実態を明らかにしたうえで今

後の方向性を検討する必要があると考えられた。 現在のように医療法人が私的

な存在か公的な存在かの位置づけが曖昧な状況では、 今後の方向性を検討する

ことも困難であるといえる。

このような背景から、 医療法人の実態の一端を明らかにし、 わが国の保険医

療システム全体の観点から行った本研究は意義があるといえよう 。

1.2.本研究の問題意識

本研究で 1.1.に示した研究背景から筆者が抱く に至った問題意識は下記のと
おりである。

① 医療の継続的提供のための資金、資金の蓄積をもたらす収益性は偏りがない

ことが望ましい。 また、 偏りは解消していく べきである。

公的に提供すべきものとして位置づけられているわが国の医療において、 提
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供のために、 病院や診療所を継続して経営していく ために、 必要な継続性は確

保されるべきである。 収益性に過度な高低が生じているならば、 調整されるべ

きである。

つまり、 採算が合わず、 継続性の危惧が生じている医療の継続のために、 保

険料や患者負担の増加や公的な支援が検討されたり行われたりしているが、 収

益性が高い医療はほとんど議論されていない。 診療報酬改定により価格調整は

なされているが、 現状として診療科や診療内容による収益性の差異の存在は実

証されていない。 ここで収益性に高低が生じていてもそれが公的な「 保健医療

システム」 に還流する仕組みが構築されていれば、 結果的に生じた余剰な資金

は再び公的な「 保健医療システム」 に活用されることとなる。

しかし医療法人は持分が存在し、 残余財産が出資者に医療法人に生じた利益

とその蓄積は個人の財産となる。 従って「 保健医療システム」 に還流すること

はない。 筆者は、 その問題点を検討する必要があると考えた。 またこの観点か

ら医療法人に非営利であるべき理由について、明確にするべきであると考えた。

② 医療法人の捉え方の明確化が必要である。

医療法人は税法上、 株式会社などの普通法人とほぼ同様に位置づけられてい

る。 例えば株式会社で収益性が高いという こと、 つまり株主が多く の利益を得

ることは法人の目的に則し、 目指すものである。 しかし医療法人において出資

者の得る利益が増えることが望ましいだろうか。 この点について、 医療法人を

株式会社と同様に捉えることが相応しいかどうかを検討する必要があると考え

た。 そのためわが国の医療の位置づけ、 医療法上の医療法人に求められる要件

および医療法人の捉え方を明確にする必要があると考えた。

③ 医療法人の経営の実態を明らかにする必要がある。収益性の差異の実態を明

らかにし、 その理由を考察する必要がある。

医療法人の経営の実態はこれまでほとんど示されていない。 医療法人の財務

諸表などは 2008年まで、公表する義務がなかった。そのため、医療法人の剰余
金の問題などについて、厚生労働省で 2005 年まで行われた公益法人や医療法人
に関する制度改革の議論10においては実態からの検討は行われていない。 医療

法人の剰余金がどれだけ蓄積しているかの現状を示し、 その上で医療法人の問

題について検討する必要があると考えた。

また収益性が高い医療と低い医療があれば、 例えば、 儲かるから診療科を選

択する、 儲からないから診療科を選ばないといった、 医師に医療の提供のため

ではない理由が生じる可能性がある。 この理由が、 他の分野よりも国民が必要

10「 これからの医業経営の在り方に関する検討会」（ 2003）、「 医業経営の非営利
性等に関する検討会」（ 2005） など
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とする医療であれば問題はないといえよう 。 また、 収益性の差異が個々の医療

機関の経営努力などによりもたらされているならば、 その能力に相応しい対価

であるとも捉えられる。 しかし例えば、 特定の診療科を経営している医療機関

の収益性が高い場合、 特定の診療内容を行っている医療機関の収益性が他の医

療機関よりも高い場合には「 保健医療システム上の理由」 11とでもいうべき、

制度的な、 もしく は医療提供の仕組み上の全く 個々の医療機関とは関連しない

理由が存在する可能性があるといえる。

④ 医療法人がだれのために経営されるべきかを示す必要がある。

これまで、 個人の財産権である出資に応じた持分が存在する唯一の医療機関

である医療法人について、 医療法人がだれのために経営されるべきかを論じた

研究は少ない。 わが国の医療機関という大きな括りで、 医療法の目的である患

者の利益の為という観点から論じられることが主流である。 株式会社のような

普通法人であれば、 出資者の利益のために経営されることは何の問題もない。

また、 患者の利益のみを考慮するならば、 出資者が利益を得ても、 支払う金額

は診療報酬制度で決まっており、 特に問題とはならないと考えられる。

公益性、 非営利性が医療法人に必要である理由を明確にするために、 多角的

な観点から医療法人のステークホルダーを検討する必要があると考えた。

1.3.本研究の目的

医療の提供の仕組み、「 保健医療システム」は社会状況によって変化するもの

である。 現在の状況に適応した「 保健医療システム」 構築には現状の問題点を

明確にする必要がある。 そしてわが国の「 保健医療システム」 は変革の途上で

あり、 1950年から存在する医療法人制度も変革の必要があるといえよう 。その
ためには、 実態の把握と問題点の明確化が必要になるといえよう 。

そこで本研究では 1.2.に示した筆者の問題意識から、 下記の 5点について、
明らかにすることを目的とした。

① 医療法人に非営利性が必要である理由及び医療法人において存在する剰余

金が持分に応じて出資者に帰属する事象の問題点を考察する。

11 1 ①年当りの剰余金（ つまり利益） の蓄積額が大きく なる理由には 「 経営効

率化の努力」のような個々の医療機関の経営努力に起因するものが考えられる。

②一方で 「 特定の診療科経営」「 特定の診療内容」 などの診療報酬制度上や診療

②報酬制度の仕組み上生じた要因があるといえる。 その要因が のように「 保健

医療システム」 に起因するものであると考えられる場合、 本研究では「 保健医

療システム上の理由」 と表現する。
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② 医療法人のわが国「 保健医療システム」 上の位置づけを考察し、そのうえで

医療法人の収益の源泉を示し、 医療法人の剰余金の源泉を明らかにする。

③ 医療法人の経営の実態を明らかにすることを試みる。そのうえで剰余金の蓄

積について、診療内容の種類などの診療報酬などの制度上に理由が存在する

可能性を検証する。

④ 医療法人のステークホルダーを明らかにした上で、医療法人がだれのために

経営されるべきか検討する。

⑤ ① ④～ によって示された知見から、医療法人に関して存在する問題点を明確

にする。それを踏まえて医療法人制度構築の今後の方向性を示すとともに改

善方策について検討を行う 。

1.4.本研究の方法
上記目的を達成するための方法として、はじめに第 2章において著書、論文、
各種政府刊行物などを精査し、 医業経営の公益性に関する議論と非営利性に関

する議論を整理し、 わが国における医療法人の位置づけについて公益性の観点

と非営利性の観点から整理した。

次に第 3章において医療法人の収益性に差異が存在しているかどうかの実証
を試みた。 また医療法人の収益性の差異の要因に関する検討を試みた。 これま

で、 利益率の高い診療に関しては実証されていない。

医療法人の経営情報は 2006 年の医療法改正までは公開されておらず、 入手
が困難であった。 従って、 これまでに複数の医療法人の経営情報の比較はあま

り行われていない。 これまでに行われた研究は登記簿の純資産のデータを用い

て病院を経営する医療法人を対象として行われた藤森（ 2013） 12、 医療法人の

事業報告書を用いたケアミ ックスなど経営多角化に着眼した経営分析として行

われた大野（ 2010）に留まっている。現在は事業報告書が、管轄の都道府県庁、
広域医療法人であれば厚生労働省に赴いての閲覧が可能である。 しかし電子デ

ータとして提供を受けることができるわけではない。 従って、 事業報告書の複

写を入手することはできるが、 未だわが国の医療法人の経営情報を入手し比較

することは困難といえる。

本研究においては、 まず手はじめに宮城県における医療法人の事業報告書を

用い、 宮城県において医科の診療所、 病院を経営するすべての医療法人を対象

とした剰余金の蓄積、 一年あたりの蓄積額に差異が生じているかについて、 指

標を作成し検討した。

12藤森敏雄（ 2013）『 全国調査からみた医療法人の経営戦略』 創成社



16 

次に、 これまで実証されてはいなかったが、 世説として高収益であるといわ

れていた「 透析」 に着目し、 対象の医療法人を① 診療科、 ② 「 透析」 を行って
いる医療法人をはじめ、 数種類に類型化し、 比較検討を行うことにより剰余金

の蓄積に「 保健医療システム上の理由」 が生じているかを検証した。

続いて第 4章において医療法人はだれのために経営されるべきかという議論
を明確にするべく 、 医療法人のステークホルダーを「 保健医療システム」 上の

位置づけから示した。 その上で、 現在のわが国の医療法人における経営の実態

とあるべき方向性の乖離の存在を考察した。

そして第 5章において、本研究で明確となった医療法人の問題に関する改善
方策を検討した。

現在、 企業経営において CSV（ Cr eat i ng Shar ed Val ue:共有価値の創造） と
いう考え方が提唱され、広がりつつある。名和（ 2015） 13によれば、 CSV はビ
ジネス収益と社会利益の同時達成を目指す概念である。本研究では、CSV の理
論から、 医療法人においてステークホルダーの利益となる情報開示のための方

策を検討した。 そして医療法人の剰余金の問題に関して解消方策として留保金

課税導入の可否について検討した。

第 6章において本研究の結論を述べた。

13 名和高司（ 2015）『 CSV 経営戦略～本業での高収益と、 社会の課題を同時に
解決する』 東洋経済新報社
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第2章 医療法人の位置づけ

2.1.はじめに

日本において、 政策上、 医療は公益なものとして位置づけられている。 医療

の公益性は前提として論じられることが多く 、 医療は当然に公益性を有するも

のとして扱われてきた。 しかし日本においては公益・ 非営利であることが、 諸

外国においても当然に非営利であるわけではない。

また厚生労働省による公益法人制度改革における議論において、 医療に関し

ては公益・ 非営利と位置付けている。 また医療法第 7 条 5 項において、「 営利
を目的として、病院、診療所又は助産所を開設しよう とする者に対しては」「 許

可を与えないことができる。」 という記述から、医療においては営利を目的とす

る株式会社などの組織は参入ができない。 医療経営を行うことの可能な民間の

組織として医療法人がある。 医療法人は医療法を設立の根拠法とする法人であ

り、「 営利を目的としない」 ものである。

しかし近年、 医療法人制度改革などにおいて医療法人はその非営利性に関し

て問題視されている。この医療法人制度改革において「 民間非営利」 と表現さ

れる医療法人は、 日本における医療機関の大きな割合を担っている。 医療は日

本において政策上「 公益」に位置づけられる重要な社会保障である。その中で、

医療法人に問題が指摘されている状況は適切ではないといえる。

そこで本研究では、 わが国の医療法人に着目した。 公益と非営利の議論に関

しては、「 日本では、長い間公益・ 非公益と営利・ 非営利の軸を混在させてきた」

14という指摘があるが、 医療においても公益・ 非営利は一対として扱われるこ

とが多い。 しかしながら、 医療法人において問題視されている点はその非営利

性に関してである。

本研究においては、 医療法人の公益性及び非営利性を検討するに当り、 その

求められる公益性、 非営利性の根拠に特に着目した。 つまり、 求められる公益

性、 非営利性は医療という事業に求められるか、 医療法人という運営主体に求

められるものか現状から整理を試みた。 医療法人は基本的に民間の資本により

開設されるものであるが、 その得られた利益は誰に帰属するべきか、 また現状

として誰に帰属するかに関して考察を試みた。 その資本と利益が誰に帰属する

ものか考慮する上で、 検討する対象は残余財産と利益剰余金が適当であると考

える。

そこで本章では、 2.2.において医療という事業そのものに求められる公益性
と非営利性に関して整理し、 2.3.及び 2.4.においては医療法人の公益性及び非

14高木武夫（ 2004）「 企業経営の公益性評価に関する一考察： N GO による企業
市民評価の調査から」
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営利性に関して整理した。 その上で医療法人の得る利益が公的な仕組みの中か

ら得られるものならば、 その利益は誰に帰属するものかに関して 2.5.に剰余金
に関して検討した。 その上で 2.6.に剰余金に関する現状を示した。 そして医療
法人の剰余金のあるべき姿と現状に関する考察した。 その上で今後の日本の医

療の発展のための一方策を示し、 今後の日本の医療の発展に資することを目的

とした。

2.2.公益の定義

日本において、「 公益」 を明確に定義している法はない15。ただし労働関係調

整法 8条には、 労働関係調整法上の公益事業の定義がなされている。 しかしこ
れは、 政策上、 国民の生活に支障があると国家が定めたものであり、 ここに定

められているもの以外に公益性がないという ことではない。 また、 他の法規に

おいては公益の認定に関する枠組みが異なるものが存在する。 つまり日本にお

いて公益性を有する事業、経営主体、職務に関して枠組みに曖昧さが存在する。

例えば、 特定非営利活動促進法においては、 特定非営利活動として医療の増進

を含んだ不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与することを目的とするものを

認めることとなっている。 一般に「 公益」 とは不特定もしく は第三者の利益と

なることとされる。 日本において、 民間による資本で開設したうえで認められ

る事業は特定非営利活動促進法にある事業だといえるだろう 。

2008年の新公益法人法により旧来のものとなった民法16においては、「 学術、

技芸、 慈善、 祭祀、 宗教その他の公益に関する」 ものとされていた。

医療に関連する法規として、 医療法の目的は「 医療を受ける者の利益の保護

及び良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図り、 もつて国民の

健康の保持に寄与すること」 である。 健康保険法の目的は「 国民の生活の安定

と福祉の向上に寄与すること」 である。 日本における医療の公益性は、 それを

行う公益性を有する組織が行う場合にそれを認定するという位置づけではない。

しかしそれは医療を公益ではないと位置づけているわけではなく 、 むしろ特定

非営利活動法などで公益性を有する場合を認定する必要のある他の事業と区別

し、 現状として、 医療は例外なく 公益と位置付けているといえる。 つまり医療

は医療そのものを公益と前提し、 国家が行う国民の健康を保証するため提供す

る医療システムの中で事業を行う組織は当然に公益性を求められるという位置

づけと考えられる。

15内閣官房行政改革推進事務局行政委託型公益法人等改革推進室（ 2002）「 公益
法人制度の抜本的改革に向けて（ 論点整理）」
16 旧民法第 34 条
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2.3.医療の公益性に関する議論

番匠谷（ 2013） 17によれば、 日本の医療を含めた社会保障は、 戦時下におけ

る「 健兵健民」 などのその時点における「 国家の事情により成立」 したもので

あり、この状況は「 現在まで」「 のちの時代の変化により疲弊するという特質を

持つ」 という指摘がある。 この指摘は日本における医療法人制度にも当てはま

るといえる。 医療法人制度は、 制定時においては安定した医療供給のための仕

組みとして確立された医療法人制度であるが、 前述したように現在においては

その課題が指摘されている状況にある。

医療をはじめとした、わが国の社会保障は憲法第 25条を最高規範として体系
立てられている。 この「 健康的で文化的生活」 を「 営む権利」 の解釈として、

1950年の社会保障制度審議会の勧告による「 社会保障制度」 とは「 国家扶助」
によって「 最低限度の生活を保障」 するものであり、「 疾病、負傷、分娩、廃疾」

すなわち医療は「 公の負担」 において解消すべき「 困窮」 の一つと位置付けら

れている。

そのような社会政策上の位置づけのもとに診療報酬制度や国民皆保険制度が

存在する。このために医療法人制度は国民の憲法第 25条に基づいた「 最低限度
の生活」、すなわち医療の確保、継続のための医療供給体制として存在する制度

であると言える。

ただし国民の健康をどこまで国家が保証するかは明確となっておらず、「 最低

限度」 が示すラインが明確ではない。 また他国においては、 国によって国家が

保障すべき医療の最低限のラインが異なる。 例えばアメリカにおいては、 医療

の市場化から生じる問題が従来から指摘されている。 田村（ 1993） 18において

はアメ リカ方式を「 医の民営化」 と称しており、 日本などの国家が医療を保障

する方式を「 医の社会主義化」 と称している。

近年、 わが国においても医療経営に関して株式会社参入などが議論されてい

るが、 医療法人制度が成立して現在まで、 わが国の医療は公的に保障されてい

る社会保障の中に存在している。

わが国において医療は、 政策上公益として位置づけられ、 公益性すなわち不

特定多数の国民の利益となる事業であるという ことは前提であると捉えること

ができよう 。 ただし、 わが国においては株式会社が行う公益と位置付けられる

事業が存在する。 株式会社は当然営利、 つまり配当を目的としている。 つまり

わが国において公益営利な事業も存在する。 非営利性を求められる根拠は公益

17 番匠谷光晴（ 2013）「 わが国の医療保障形成過程に関する一考察」『 四天王寺
大学大学院研究論集（ 8）』
18 田村貞雄（ 1993）「 医療サービスの自由化と市場化の相違」『 早稲田社会学研
究第 46 号』
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であることではない。

2.4.医療に求められる非営利性

わが国の医療制度において、 医療法人がどのような源泉から収益を得ている

かを整理する。

わが国の医療において、 その収益の大きなものとして保険診療がある。 この

保険診療の総額である、 国民医療費は厚生労働省（ 2014）「 国民医療費の概況」
によれば、 2012 年度には 38 兆 5,850 億円となっている。 国民医療費の増大は
従来からわが国の課題として指摘され続けている。

わが国の保険診療は厚生労働省「 我が国の医療保険について」によれば、2011
年度の国民医療費の負担構造、つまり保険診療における負担の割合は 12.3％が
患者負担、 38.4％が国や自治体などの公費、 48.6％が被保険者とその事業所の
負担である。 医療保険制度を公的つまり社会の共有の仕組みとするならば、 保

険診療からの収益の 87％は公的な仕組みから得られる収益という ことになる。
また次に医療法人が経営する医療機関の収益における公的な仕組みから得ら

れる収益の状況を示す。厚生労働省（ 2014）「 第１ ９ 回医療経済実態調査」 によ
れば、 2012 年度の対象施設 740 の一施設当たりの医業収益は 15 億 1,281 万円
である。 このうち、 保険診療と公費による診療以外の収益は、 特別の療養環境

収益 1,644 万円（ 1.0％）、 入院に関する医業収益のうち、 保険診療に対してそ
の他の診療収益 1,988 万円（ 1.2％）、 外来診療の保険診療に対してその他の医
業収益 1,014万円（ 0.6％）、 その他の医業収益 4,970万円（ 3.1％） である。
同様に医療法人が経営する、 医科診療所では、 施設数 862 の一施設当たりの
医業収益は 1 億 6,083 万円であり、 そのうち保険診療と公費診療に対してその
他の医業収益は一施設当たり 2,257万円（ 14.0％） である。
つまりこれを除いた部分は公的な仕組みから得た収益であり、 さらにその約

87％は公的に国民から徴収された税金もしく は国民健康保険税、 医療保険料か
ら医療法人は収入を得ていることになる。

諸外国において、 医療は必ずしも非営利性が求められるものではない。 例え

ばアメ リカなどでは、 営利法人、 つまり利益の分配を目的とした株式会社など

による開設が認められている。 しかしながら、 そのような国においては医療の

料金体系も公的な仕組みが主ではない。 医療保険制度も日本の国民皆保険制度

のように公的なサービスではなく 、 民間の営利法人によるものが主である。

わが国の医療は公益に位置づけられ、 国民皆保険制度や公費負担制度など、

そのシステムの中に国家の予算や国民から集められた資金や公費からの支出が

含まれている。 これは国民に対して適切な医療の提供が公益として国家が保障

するものということから、その提供の継続、確保まで国家が公共に取り組む『 保
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健医療システム』 の一部であるからといえよう 。

これを医療機関の経営に当てはめると、 医療を安定的に提供するための継続

性、 すなわち経営に安定的な内部留保は適切といえるが、 過剰に蓄積する内部

留保はこの国が安定して供給しよう とする『 保健医療システム』 に発生したエ

ラーであると捉えることができる。

医療に非営利性が求められる理由は、 この収益の源泉が公的な仕組みである

ことが一つとして考えられる。

2.5.医療法人に求められる非営利性

日本において医療法人は開設主体が民間である。 しかし日本における医療は

国家が提供すべき国民の健康のための公益という位置づけである。 近年、 わが

国の医療においては高騰する国民医療費、 保険医療の財源不足、 公的病院の赤

字などコスト 面での問題を有している。 わが国の「 保健医療システム」 におい

ては、全体の継続性を保ちつつ効率的な医療の提供が求められているといえる。

このような状況下で、 医療法人に関しても継続性を損なう ことなく 、 かつ効

率的な資金の運用が必要であるといえよう 。 つまり余分な資金の過剰な蓄積は

望ましく ない。 よって、 医療法人には日本における公的に提供される医療とい

う事業の一端であること、 またその収益をそのような公的な仕組みから得てい

ることから、 非営利性が求められるといえる。 つまりその収益によって増加し

た剰余金を配当することは相応しいとはいえない。

また不必要に蓄積された部分が存在するならば、 医療という公的な仕組みか

ら発生した利益すなわち医療法人における剰余金は公的な仕組みの中に回収さ

れることが望ましいと考えられる。 方策として、 寄付か留保金課税などが考え

られる。

2.6.医療法人の剰余金

医療法人の剰余金には二つの性質があるといえる。 経営努力によって生じた

医師の報酬という性質、『 保健医療システム』のエラーによって不適切に高い収

益性によって蓄積した内部留保という性質である。 医療法人は医療法第 54 条
の規定により、「 剰余金の配当」 ができない。しかし 2007年の第 5次医療法改
正まで、 解散時の残余財産の分配、 社員の退社の際にその出資持分に相当する

資産の払い戻しの権利を有するということが行われていた。 出資に応じた持分

が存在し、 かつその後資本金が増加すれば出資持分に応じた払い戻しが行われ

る。 このことが事実上の剰余金の配当に当たるのではないかという 指摘から

2007年の医療法改正による剰余金の配当の禁止の厳格化となった。
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これによって従来の持分の定めのある医療法人は開設できないこととなった。

しかし従来の持分の定めのある医療法人が消滅したわけではない。 従来の持分

の定めのある医療法人は経過措置型医療法人として、 現在の医療法人の大半を

占める。 この経過措置型医療法人は、 従来と同じく 、 残余財産が出資者に帰属

すると考えられ、 残余財産の分配、 社員の退社の際の分配は可能であると考え

られる。

この持分は事業承継の際に相続税が多額に発生し、 事業の継続性に関して問

題であるという指摘もある 19。 しかし蓄積した収益が個人に帰属する従来の仕

組みでは、 所得税もしく は相続税という形以外で公費を含む剰余金の回収は困

難であるといえる。

また従来の医療法人に関しては所得税回避のための法人成りが設立の理由で

ある場合がある。

2.7.医療法人の剰余金の現状

厚生労働省（ 2014）「 種類別医療法人数の推移」 によれば、 現在の日本の医
療法人の中で、持分の有るの医療法人は 4万法人を超えている。 持分の無いの
医療法人は特定医療法人、 社会医療法人など、 出資持分の無い医療法人は合計

しても 5千に満たない。
現在、 医療法人の剰余金の状況を示した研究として藤森（ 2013） 20の 2006
～2008年の登記簿による病院を経営する医療法人の純資産額の研究がある。こ
れによれば、対象の 5,809法人の資本金と剰余金の合計である純資産額は 3兆
5,788 億円であり、 一法人平均では 6 億円程度になる。 また宮城県における医
科を経営する医療法人の剰余金の状況の研究として大内ら（ 2011）21があるが、

それによれば 2010年決算時点の 559法人の剰余金の合計は 782億円であり、
一法人当り 1億円超の剰余金があることが示されている。
藤森（ 2013） の研究においては病院を経営する比較的大規模な医療法人が対
象であり、大内ら（ 2011） では宮城県の診療所まで含めた医療法人が対象であ
るという違いはある。 また資本金と剰余金額は区別されている。 しかし従来の

医療法人であれば、 この剰余金も含めた純資産が出資持分として社員個人に帰

属する。

19川原丈貴（ 2013）「「 持分なし医療法人」 への移行の実際」『 病院 72 巻２号』
20藤森敏雄（ 2013）『 全国調査からみた医療法人の経営戦略』
21大内健太郎・ 坂本眞一郎（ 2011）「 利益剰余金に着目した医療法人経営に関す
る研究： 宮城県における人工透析の収益性」
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2.8.現在の日本の医療法人制度の公益性、 非営利性に関する問題点

日本の医療制度は国民の「 健康で文化的生活」 を国家が保障するため、 すな

わち公益のために、公的な仕組みとして成立している。ここで医療法人という 、

民間の資本により開設され、 経営されている主体でも、 その収益の大半が公的

な診療報酬制度から得ている現状から、 例外ではないといえよう 。

国民に継続的に水準の高い医療を提供するためには、 医療を提供する機関の

確保、 人材の確保が必要であり、 わが国において医療法人はその役目において

重要な役割を果たしているといえる。 また医師という役務に相応する対価を得

ることも医療の継続及び発展のために、 医療における人材の確保のためにも必

要であろう 。 また役務の対価として、 得た報酬には所得税という形式で国家に

循環し、 再び公益のための源泉となる。

2007年以降に開設された医療法人に関しては、個人の持分に応じた残余財産
の帰属は認められず、 公益性の高いものとなっているといえる。 しかし、 現在

も数多く 存在する旧来の個人の持分を認める経過措置型医療法人に関しては、

残余財産、 つまりその法人が得る利益の蓄積が出資時の持分に応じて個人に帰

属するものであり、 個人が役務の対価として得る財ではない。

また医療法人が得る利益には税金や医療保険制度により広く 集められた公的

な資金が含まれている。 公的に集められた医療のための資金が、 個人の財とし

て、 蓄積する仕組みである経過措置型医療法人の公益性に関して問題が存在し

ているといえよう 。 また経過措置型医療法人では、 得た利益を出資者に還元す

ることが可能で、 非営利性も確保されていないと考えられる。

経過措置型医療法人において、 利益が発生した場合、 国や地方自治体に循環

する方式として、 法人税がある。 また医師がその高度な職能に対する対価とし

て得た報酬であれば、 所得税という形式で循環することとなる。 しかし、 累積

利益剰余金に関しては、 解散時の残余財産として持分があれば出資者に帰属す

ることができる。 加えて、 累積利益剰余金は収益性の高い医療であれば蓄積し

続けることとなる。 またその利益剰余金は設備投資などとして医療の確保や向

上に使用することも考えられる。 しかし蓄積し続け、 医療法人が決定もしく は

解散しない限り、医療法人の外部に還流することなく 、内部に蓄積され続ける。

持分のない医療法人では他の医療機関に対する寄付もしく は、 国や地方公共

団体に帰属することが定められている。 しかし従来の医療法人である経過措置

型医療法人では、 純資産がその持分に応じた出資者に帰属する。 よって持分の

ある経過措置型医療法人の剰余金は個人の資産と解することができる。 このた

め、 その持分の相続時に相続税として循環することもある。 これに関しては、

医療法人の財産が必ずしも流動資産として存在するわけではないことから、 相

続時の事業継承、 医療の継続的提供に関して問題点がこれまでに指摘されてい
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る。 しかし現行制度下での役務の対価とは別に個人の財が増加し、 またそれが

医療法人内部に蓄積することが問題であり、 この点、 医療法人の財が出資者に

帰属しなければ問題は生じない。

2.9.考察

従来の医療法人の剰余金には国家予算や公費が源泉として含まれる。 また国

家が医療の安定的な供給を図ると、 医療機関に黒字が生じるように医療システ

ムを構築する必要があり、 剰余金は蓄積し続けることになるといえる。 その結

果、 剰余金からの配当が行う ことができない医療法人では純資産が増大するこ

ととなる。 そして従来の医療法人においてはその帰属が出資者となる。

日本において、 その純資産が出資者に帰属する出資持分が有る医療法人が現

状においても大半を占めており、 公的な「 保健医療システム」 から収益を得る

存在として、 その公益性に関して十分に発揮されているとは言い難い。

また法人の配当という観点からは、 出資者に帰属する財が純資産の増加に伴

って増加する点で同様である。

現在も数多く 存在する従来の医療法人、 経過措置型医療法人に利益剰余金に

関しては、 もし仮にこれが法人化せずに個人名義で得た所得であるならば、 所

得税として国や地方自治体に還流したはずの割合が存在する。 また医療法人が

継続する限り、 高収益の医療法人には毎年、 剰余金が増加し、 内部に留保され

続けることとなる。 この資金が医療法人の外部に流出する場合としては、 医療

法人の決定により、 設備投資などの費用として、 もしく は寄付したとき、 また

は解散時ということになる。

わが国の憲法第 25 条に基づき、 国民の健康で文化的な生活のための医療の
供給において、 医療法人は大きな役割を担っている。 しかし現状は、 経過措置

型医療法人に関して、 税金や健康保険料といった公的に収集された、 公的な資

金が、 その収益性の水準により個人の財として蓄積され、 また累積することが

可能な仕組みとして残存しているといえる。

わが国の医療の収益性は一定ではなく 、 公的病院の赤字や不採算医療といっ

た、 収益性の低さが課題となっている部門もある。 わが国において、 公的な仕

組として存在する医療において、 公的な仕組を源泉としながら、 私的な財が増

大し、 かつそれが社会に還流しない状況が存在する不都合さは課題である。

課税や寄付を制度化し、 個人に帰属する財として蓄積されたものを医療の供

給の循環の中で回収することの検討も問題解消のための一つの方策となり得る

と考えられる。
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2.10.小括

本研究においては、 近年その公益性及び非営利性に問題が指摘されている、

民間非営利と位置付けられている医療法人に着目し、 その公益性、 非営利性を

日本の医療提供の現状から考察した。 結果として、 従来の純資産が出資者に帰

属する医療法人である経過措置型医療法人が現在も大半を占める日本の医療法

人に関して、 その純資産が私人に帰属すること、 本来所得税として回収される

べきものが剰余金に留保されている部分があることから、 その公益性や非営利

性が十分とはいえないという結論に至った。 今後、 日本の医療システムの継続

と発展のためにはこの点に関して検討を行う余地があると考えられた。
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第3章 宮城県管轄の医療法人における

収益性の差異の検討
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第3章 宮城県管轄の医療法人における収益性の差異の検討

3.1.はじめに

わが国の医療では「 財務的」 22な観点から、 その採算が合わず事業の継続に

不安が生じる「 継続性」 23の問題、 逆に利益が過剰に生じて公益にそぐわない

と指摘されている「 公益性」 24の問題とが存在している。 この「 継続性」 に係

る問題として、 保険診療の財政が危機的状況にあること、 経営が破綻状態にあ

る医療機関が存在すること、 医療費が国の財政を圧迫する要因となっているこ

と、 さらに国民医療費は年々増加していること、 不採算医療が存在することが

挙げられている。「 公益性」 に関して、民間非営利で「 公益性」 を有する医療法

人における「 利益剰余金」 の問題が指摘されている。

わが国の医療の現状として、 その「 継続性」 が危ぶまれているものがある一

方で、 その収益性の高さから「 公益性」 と「 非営利」 に関する議論がなされて

いるのが現状である。 医療全体の「 継続性」 から鑑みると不採算となっている

分野に対して、 高収益となっている分野があることは好ましく ないといえる。

わが国の病院と医科診療所の経営主体として、 医療法人はいずれも大きな割

合を占めている。

わが国の医療の問題点に関して、厚生労働省（ 2005）「 医療法人の剰余金の使
途の明確化について」 では「 医療法人の利益剰余金」 の計上には「 公益性」 の

観点から、 次のような問題が指摘されている。

a.「 収益的事業の利益は原則的に公益的に使用されるべきである」 こと。
b.「 非営利、 公益の観点から、 本来単年度の収支で大幅な黒字を生ずるもので
ない」 こと。

c.「 公益的な事業に使われるべき資金が、 法人内部に過大に蓄積されるのは好
ましく ない」 こと。

以上三点のうち、「 a」 については 2007 年度に施行された医療法の改正によっ
て、 医療法人の残余財産の帰属先が制限された。 しかし「 b」、「 c」 に関しては
同医療法改正において、 事業報告書等を一般に公開し透明性を高めるという事

業報告書の作成の義務付けに留まった。

現在、 医療の「 継続性」 に関する問題は拡大している。「 公益性」、 そして医

療法人の「 非営利」 と 「 収益性」 に関する議論が始められたところである。 こ

の議論の主題の一つとなっている「 医療法人における利益剰余金」 はその使途

22本研究では「 財務的」 を「 採算や利益の状況等の財務全般」 と定義する。
23本研究では「 継続性」 を「 採算がとれており、 現状のままの事業継続が可能

であるかということ」 と定義する。
24本研究では「 公益性」 を「 不特定多数の第三者の利益を目的とする性質」 と

定義する。
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が制限されている。 主として設備投資や経営安定のための積み立てと推測され

るが、これに対して法人税法第 34 条により役員報酬は損金（ 費用） への算入が
認められている。 つまり法人内部に過大に蓄積されている利益剰余金は、 事業

に必要な費用（ 役員報酬や人件費を含んだ）の支出後に蓄積されたものである。

そして現状として医療法人には「 利益剰余金」 が多額に内部留保されているも

のが存在する。

わが国の医療において、高収益で剰余金が蓄積していく ものと、低収益で「 継

続性」 に不安が生じるものが存在する不均衡は、 国の医療政策により是正され

るべきである。前述した 2007 年の医療法改正により、医療法人の残余財産の帰
属先が制限された。 しかし現行の規定では、 残余財産を用いて他の医療法人を

立ち上げることが可能であり、 それまでの「 利益剰余金」 を留保し続けること

が可能となる。厚生労働省（ 2005）「 医療法人の剰余金の使途の明確化について」
で問題視されている点は「 本来公益的な事業に使われるべき資金が、 法人内部

に過大に蓄積されるのは好ましく ない」 との指摘がある。 これは使われずに蓄

積すること、 内部留保が続く ことが問題視されていると考えられる。 上記の問

題を踏まえると、 医療法人の利益剰余金の蓄積とその使途は、 内部留保を継続

することへの抑制が強く ない現状の制度であっても「 公益」 の観点から問題が

あるといえよう 。

そこで本研究ではこのような状況にある医療法人の「 利益剰余金」 に着目し

た。 医療法人における「 利益剰余金」 には法人の「 継続性」 に関して、 将来に

おける設備投資等への引当という意義とともに、 医療法人の過去の利益が累積

された結果という側面がある。 本研究においては「 過去の利益が累積されたも

の」 という側面を主題とした。

「 利益剰余金」 が大きく 内部留保されている場合、 1年当りで大幅な黒字が
生じており、 またそれが他の法人と比して大きい場合には診療科目や診療内容

に収益性の差異が存在する可能性がある。 つまり高収益の医療と不採算の医療

が存在することは「 財務的」 に余裕がある医療と「 継続性」 に問題を抱える医

療が存在していることとなる。

この点に関して、 高収益医療における収益性もしく は内部留保された剰余金

を調整することが問題の解消となるといえる。そこで医療法人の「 利益剰余金」

の現状を整理し、 その「 継続性」 の状況を明らかとすることが必要であると考

えた。 この点、 医療の収益性を診療内容によって集計し、 考察した先行研究は

これまでほとんど見当たらない。

わが国の医療は公的に保障されるものとして、 診療報酬制度によりその収益

の大部分が法定されている。 わが国の医療においては従来から、 収益を増やす

検討ではなく 、 経営効率化の必要性が数多く 指摘されてきた。 このような現状

において、 診療内容及び診療科といった提供する医療の種類による収益性の差
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異が存在することは好ましく ない。

先行研究においては同じ医療機関内での経営効率化のための研究は多いが、

比較により、複数の医療機関同士の収益性の差異の現状を示した研究は少ない。

これまでの研究は自治体病院等の公的病院において開示された財務諸表の数値

を用いたものであった。

本研究で対象とした医療法人の事業報告書は 2007 年の医療法改正により管
轄行政機関による開示が義務付けられ、 初めて閲覧することによりデータ収集

が可能となったものである。 管轄行政庁の全数を扱った研究はまだない。 また

宮城県の県管轄の医療法人を複数扱った研究はこれまでにない。

①そこで本研究では、 宮城県の医療法人の事業報告書から宮城県の県管轄の

②医療法人経営の現状を示す。 その医療法人のデータを基に診療科及び診療内

容による類型化を行い、その診療科や診療内容の類型を比較することによって、

③診療科及び診療内容による収益性の差異の存在を明らかとする。 また独自の

④指標を作成し、 その診療内容の収益性の測定を試みる。 さらに収益性の差異

が確認された場合、 その差異を解消するための方策を検討することを目的とし

た。

高収益である可能性が推測される診療内容として、 本研究では「 透析」 25に

着目している。 これまでに収益性の高い医療については経営実態から比較検証

を研究として行われたものはない。 ただし、 これまでにも診療報酬制度の点数

を用いた計算によって利益率を推計した研究はある。 例えば「 透析」 は 1990
年代までは時間や実施検査等が出来高で請求可能であったことから、 工藤

（ 2006） 26は当時の透析医療には「 利益率が驚く ほど高かった」 という指摘を

している。 ただし工藤（ 2006） は近年の診療報酬引き下げにより、 現在は「 透
析」 が利益率の高い医療ではないという ことを論じている。

また、 利益率の高い医療に関する言説は、 研究としてではなく 、 個人の経験

則などから世説としてインターネッ ト 記事や週刊誌などにおいて儲かる医療な

どが指摘されている。

しかし診療報酬制度の点数計算上に利益率が高い診療が必ずしも利益につな

がるわけではない。 患者数が少ない診療であれば患者一人当たりの利益が大き

く ても設備投資の費用の方が大きく なる可能性がある。 また世説として儲かっ

ているといわれている診療内容や医療機関が実際に多額の純資産を有している

かは不明である。 従って患者一人当たりの利益ではなく 、 行っている医療機関

25日本透析医学会の定款第 2章第 4条から引用すれば、 透析医療とは、 「 血液
浄化法（ 血液透析法、 腹膜透析法、 血液濾過法、 血液吸着法、 血漿交換法等）」

のことである。 一般に「 透析」 、「 人工透析」 と表現されるが、 本研究では「 透

析」 と記す。
26 工藤高（ 2007）「 2006 年診療報酬改定後の透析施設シミ ュレーショ ン」『 日本
透析医会雑誌 22(1)』
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の財務状況がどうなっているかを検証する必要があるといえる。

尚、 本研究は宮城県の県管轄の医療法人が研究対象であり、 結果、 考察およ

び結論に関しては宮城県に限定したものである。

3.2.医療法人の「 利益剰余金」

3.2.1.医療法人の「利益剰余金」と「残余財産」
医療法人の剰余金のうちで、「 利益剰余金」 をはじめとする財務諸表の記載上

の表記は、 厚生労働省医政局「 病院会計準則」 や「 社会医療法人債を発行する

社会医療法人の財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（ 平成十九年

三月三十日厚生労働省令第三十八号） において定められている。 これは医療法

施行規則（ 昭和二十三年厚生省令第五十号）第三十三条第二項の規定に基づき、

社会医療法人債を発行する社会医療法人の財務諸表の用語、 様式及び作成方法

に関する規則を定めたものである。

また医療法人の「 利益剰余金」 に関しては、 医療法第54条の「 剰余金の配当
をしてはならない」 という規定に基づき、「 利益剰余金」 及び「 資本剰余金」 の

配当が禁じられている。 加えて医療法第44条第5項において、「 残余財産の帰属
すべき者に関する規定を設ける場合には、 その者は、国若しく は地方公共団体

又は医療法人その他の医療を提供する者であつて厚生労働省令で定めるものの

うちから選定されるようにしなければならない。」 と 2006年の医療法改正によっ
て定められた。

3.2.2.わが国の医療法人の「利益剰余金」における問題点の指摘と医療法人の位置
づけ

厚生労働省（ 2004）「 公益法人制度改革に関する有識者会議報告書」において、
公益性を有する法人の営利を目的とする法人と区別する相違点として、「 出資義

務を負わない」 、 「 利益（ 剰余金） 分配請求権を有しない」 、 「 残余財産分配

請求権を有しない」 、 「 法人財産に対する持分を有しない」 ことが挙げられて

いる。 また公益法人にふさわしい公益性を有する要件として、 「 内部留保が過

大でないこと」 、 「 株式保有等を制限すること」 が指摘されている。

医療法人は制度上27の公益法人28には位置付けられてはいない。医療法人は医

27 医療法 39条、 「 病院、 医師若しく は歯科医師が常時勤務する診療所又は介
護老人保健施設を開設しよう とする社団又は財団は、 この法律の規定により、

これを法人とすることができる。 」 、 また「 前項の規定による法人は、 医療法

人と称する。 」 とも記されている。
28 現在「 公益法人」 とは、 平成 18 年「 公益社団法人及び公益財団法人の認定
等に関する法律」 に定められた公益社団及び公益財団法人を指す。 医療法人は

医療法に定められているため、 公益法人には含まれない。
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療法39条「 病院、 医師若しく は歯科医師が常時勤務する診療所又は介護老人保
健施設を開設しよう とする社団又は財団は、 この法律の規定により、 これを法

人とすることができる。 」 という規定により制度化されている。 それに対して

公益法人は、 2006年に「 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」
によって定められた。 現在の公益法人は2006年「 一般社団法人及び一般財団法
人に関する法律」 に基づいて設立された、 一般社団法人、 一般財団法人のうち

で、 公益目的事業であることの認定を受けたものである。

よってわが国において、 医療法人は狭義の公益法人には含まれない。 しかし

ながら、 医療の位置づけはわが国においては公益に位置づけられ、 例えば厚生

労働省（ 2004）「 公益法人制度改革に関する有識者会議報告書」 には医療法人の
行う事業を「 公益的事業」 とした表記もみられる。医療は医療法1条にある医療
法の目的が、「 医療を受ける者による医療に関する適切な選択を支援するために

必要な事項、 医療の安全を確保するために必要な事項、 病院、 診療所及び助産

所の開設及び管理に関し必要な事項並びにこれらの施設の整備並びに医療提供

施設相互間の機能の分担及び業務の連携を推進するために必要な事項を定める

こと等により、 医療を受ける者の利益の保護及び良質かつ適切な医療を効率的

に提供する体制の確保を図り、 もつて国民の健康の保持に寄与することを目的

とする。」 とあるように、医療は国民の生命・ 健康のために国家が保障するもの

である。 よって医療法人は、 わが国において公益性を有する非営利法人として

位置付けられている。

医療法人の利益余剰金に関しては、厚生労働省（ 2005）「 医療法人の剰余金の
使途の明確化について」 では「 公益的事業を適切かつ継続的に行うため、 一定

の内部留保は必要であるが、 積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とす

る活動であれば、 本来単年度の収支において大幅な黒字を生ずるものでないと

考えられる。 」 また「 こう した収支余剰の累積等に伴い、 本来公益的な事業に

使われるべき資金が、 使われず法人内部に蓄積させるのは望ましく ない。 」 と

指摘されている。 加えて「 適正な法人活動を制約しない範囲で、 将来の公益的

事業の実施に必要な範囲を超えて過大な資金等が留保されることがないよう 、

法人の実態等も踏まえつつ、 適切な規律を設けることが適当である。 」 と指摘

されている。 しかし「 具体的な規律のあり方としては、 現行指導監督基準等に

よる『 いわゆる内部留保』 の考え方について、 例えば、 正味財産との関係にも

留意しつつ必要な見直しを行い、 できるだけ恣意性を排除した客観的な規律と

することが望ましい。 」 とされ、 適正な水準に関して具体的には言及されてい

ない。

3.2.3.不採算医療
わが国において「 不採算医療」 の定義は曖昧である。 ただし、 一般に医療に
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おいて採算性が低いとされる分野を「 不採算医療」 という場合がある。 厚生労

働省（ 2005） 「 医業経営の非営利性等に関する検討会報告書」 において、「 公益
性の高い医療に関する考え方」 及び「 現時点で考えられる公益性の高い医療」

の枠組みの提示がある。「 公益性の高い医療の考え方」 は「 通常提供される医療

（ 活動） と比較して、 継続的な医療（ 活動） の提供に困難を伴う ものであるに

もかかわらず、地域住民にとってなく てはならない医療（ 活動） 」 であり、「 救

命救急のために常時医療を提供するものであること」 、 「 居住地域や病態の程

度にかかわらず等しく 医療を提供するものであること」 、 「 医療従事者に危害

が及ぶ可能性が高いにも関わらず提供することが必要な医療であること」 、「 患

者や地域の医療機関に対し無償で相談助言や普及啓発を行う ものであること」 、

「 高度な医療技術などの研究開発や質の高い医療従事者の養成であって科学技

術の進歩に貢献するものであること」 などである。

また「 現時点で考えられる公益性の高い医療」 とは「 休日診療、 夜間診療等

の救急医療」 、「 周産期医療を含む小児救急医療」 、「 へき地医療・ 離島医療」 、

「 重症難病患者に対する継続的な医療」 、 「 すべての感染症に係る患者を診療

する医療」 、 「 筋萎縮性側索硬化症（ Ａ Ｌ Ｓ ） など継続的な在宅療養を必要と

する患者に対する医療や当該患者の療養環境の向上を図る活動」 、 「 災害など

緊急時に対応する医療（ 災害医療） 」 、 「 精神救急医療」 、 「 心神喪失等の状

態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律に基づく 指定医

療機関が行う医療」 、 「 患者を早期に社会復帰に結びつける医療連携に関する

活動」 、 「 医療安全及び疾病予防に関する先進的な活動であって、 患者や地域

の医療機関に対し無償で相談助言や普及啓発を行う活動」 、 「 質の高い医療従

事者の確保・ 養成に関する活動」 、 「 高度な医療技術を利用した研究開発であ

って、患者や地域の医療機関に対し当該研究結果情報を無償で提供する活動」、

「 治療との有機的な連携による治験（ 活動） 」 とされている。 これらの公益性

が高いとされる医療は、 現在、 採算性が低く 、 不採算医療といわれることがあ

るものである。

不採算医療に関する研究としては、 小児科を不採算医療として問題視した研

究として、吉田ら (2002)、上嶋ら (2011)、帆立(2010)、加藤(2006)、浜田(2005)、
田中ら (2004)、 田中(2004)、 堀ら (2004)、 田中(2004)、 髙橋(2004)、 福重( 2003)、
鴨下(2003)、 土田(2003)、 田中(2003)、 高瀬(2002)、 小田島(2001)、 藤村( 2001)、
石松(2000)、 杭ノ瀬(1999)、 柳沢(2001)、 小崎(1999)、 山内(1999)がある。
小児救急に着目した研究では、 田中ら (2011)、 田中(2006)、 市川(2006)、 深谷
ら (2006)、 田中(2006)、 田中(2005)、 田中ら (2005)、 五十嵐(2003)、 市川( 2003)、
舟本(2003)、阪井ら (2003)、市川(2002)、飯倉(2003)、市川(2003)、舟本ら (2003)、
市川(2002)、 高砂子(2002)、 工藤(2002)、 太田(2002)、 田中(2002)、 田中( 2002)、
田中(2001)、市川ら (2001)、井戸(2001)、髙橋ら (2001)、田中ら (2001)、谷口(2000)、
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大野(1999)、 田中ら (1999)、 山田ら (1998)、 田中(1998)、 市川ら (1998)がある。
また不採算医療として、 発達障害の診療に関するものとして早川(2010)、 放
射線医療に関するものとして池田(2010)、 結核治療に関するものとして工藤
(2010)、 稲垣(2010)、 加藤ら (2010)、 四元(2009)、 森(2009)がある。 救命救急医
療に関するもの定光(2010)、 山田ら (2008)、手束(2001)がある。緊急入院に関す
るものとして瀬地山(2010)がある。僻地医療に関するものとして中島(2008)があ
る。精神医療に関するものとして山角(2007)、藤原(2007)、川崎病に関するもの
清沢(2006)がある。輸血医療に関するものとして巽(2005)がある。病理検査に関
するものとして飯田(2004)、水口(2004)がある。B 型肝炎におけるワクチン接種
に関するものとして藤沢(2004)、 藤沢ら (2001)がある。
本研究の主題たる「 透析」 は従来収益性の高さが一般的に指摘されることも

あり、 不採算医療にこれを含めた論文及び行政資料は見当たらない。

3.3.先行研究

「 透析」の治療法そのものに関する研究としては、中本（ 2009）、川口（ 2008）、
椎貝ら（ 2011）、 山縣（ 2009）、 白髪ら（ 1999） および稲田（ 2010） がある。「 透
析」の治療法の変遷から、今後の治療法のスタンダード を考察したものであり、

経営に関しては触れていない。 また山崎（ 2010） による「 透析」 の診療報酬の
変遷に関する研究があるが、 こちらは診療報酬体系の提案の必要性を示したも

のである。 また「 透析」 のコスト に関する研究として、 治療法の側面からは、

土田ら（ 2004）、星（ 2002）、Pel l et i er  EM ら（ 2009）、Russel l , Cynthi a L .ら（ 2011）、
D av i d A . West（ 2003） および K etchum PW（ 2005） があり 、 薬剤のコスト の側
面からは、黒田ら（ 2004）、柿原（ 1994）、 B ernadette A .M .ら（ 2011）、 L ef ebv re P
ら（ 2007） および M oyneur  E ら（ 2008） がある。 これらは「 透析」 の治療法の
収益性に関して薬剤の変更等による向上を検討したものである。 米国において

は日本のように医療の大半が公的医療保障制度ではなく 、 自由診療が認められ

ている 29。 そのため、 診療そのもののコスト に関する研究はあるが、 他の診療

内容と比較検討したものはない。 本研究は日本の診療報酬制度下における診療

内容による収益性の差異の存在を検討し、 その測定を試みたものである。

また人員管理の側面からは、 黒田ら（ 2009） および中条ら（ 2003） がある。
これらの研究は、「 透析」 を行う上でのコスト 削減に関して、 1 施設におけるそ
れぞれの側面からの比較研究である。 また「 医療法人経営」 における経営戦略

に関する研究として、大野ら（ 2009）、真野（ 2008）、赤瀬（ 2008）、三谷（ 2006）、
山下（ 2006）、 佐田（ 2002）、 森永ら（ 2006）、 渡辺ら（ 2003）、 荒井ら（ 2003）、
川淵ら（ 2002） および石橋（ 2002） があるが、 これらは 1 病院における戦略策

29 厚生労働省保健局企画課監修（ 1997）「 欧米諸国の医療保障」
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定について、 例えばＢＳＣ導入などを背景に書かれたものであり、 この中に複

数の施設の財務諸表を用いた分析はない。 本研究では宮城県の宮城県管轄の医

療法人のほぼ全数の財務諸表を用いた検討を行っている。

1診療所における経営戦略に関する研究としては、 綾部（ 2001） がある。 ま
た、「 医療法人経営」 における病院の取り組みに関する紹介記事として、 堀内

（ 2006）、 西平（ 2006）、小笠原（ 1999）、加藤ら（ 1997） および中（ 2006） があ
り、 病院建築に関する紹介記事として小北（ 2010） がある。 これらは 1施設を
事例として挙げ、 自身の経験や取り組み、 建築物としての独自性等を紹介した

ものである。

「 医療法人経営」 について財務データを用いて、 採算性や収益性の論点で書

かれた研究としては、 中村（ 2008） が藤川ら（ 1987） あるが、 これらも 1 施設
の事例によるものである。

病院・ 診療所における資金調達に関する解説記事として、得能（ 2007）、武田
（ 2001）、京極（ 2001）、松原（ 2001）、小笠原（ 2001）、石井（ 2001）、高橋（ 2001）
および神保（ 2000） がある。「 医療法人経営」 における経営管理に関するものと
して、 安川（ 2002）、 野村（ 2003）、 足立（ 2001）、 増川（ 2000）、 石井（ 2000）、
弘島（ 1998）、小山（ 1998）、鎌田ら（ 1997） および塩谷（ 1997） がある。「 医療
法人経営」 における意思決定に関する研究として、坂梨ら（ 2004）、米本（ 2005）
根岸（ 1999） および河野（ 1999） がある。これらは医療法人が対象ではあるが、
財務に関する研究ではない。

「 自治体病院経営」 に関する解説記事として、 塩谷（ 2005）、 小林（ 2003）、
斎藤（ 2003）、 根岸（ 2001）、 崎原（ 2007）、 岩堀（ 1998） および余語（ 1997） が
ある。 これらは自治体病院経営における問題点を概説したものである。

「 自治体病院経営」 の改善に関する研究として、 1 事例を根拠としたものは阿
曽沼（ 2009）、 長友（ 2008）、 長（ 2008） がある。 これらは自治体病院経営の現
状について 1 事例の分析から考察し、 その改善策について論じている。 またこ
れらに類する研究として、自治体病院経営と民間病院経営の事例の比較から「 自

治体病院経営」 における問題に対する改善策を提案した小山（ 2006） がある。
また地方公営企業法適用の自治体病院の財務データを用いた病院経営の分析の

研究として、 地方公営企業法の一部適用の病院と全部適用を選択した病院との

比較から「 自治体病院経営」 の採算面を分析した佐藤（ 2005）、がある。他にも
自治体病院の財務諸表を用いた分析は上林(2009)、 木下ら (2008)、 佐藤( 2007)、
衣笠(2007)、 佐藤(2005)、 谷口ら (2004)、 藤本ら (2002)がある。
自治体病院以外を対象として財務諸表を用いて行われた「 医療機関経営」 に

関する研究で、複数施設の財務データを用いたものは衣笠（ 2007）（ 国立病院機
構に属する 157件） および谷口ら（ 2004） があり、 1施設内で行ったものは遠
藤（ 2001）、 松浦（ 2011） がある。「 医療機関経営」 に関して筆者自身の経験か
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ら提言を行っているものとして、 毛利（ 2007）、 影山（ 2007）、 塩谷（ 2007） が
ある。 その対象は自治体病院である。 また、 企業内診療について筆者自身の経

験から概説したものとして荒井（ 2008） がある。「 医療機関経営」 における人的
資源管理に関して、 先行研究の内容分析を行い、 分類化を行っているものとし

て、 濱井（ 2009） がある。「 診療所経営」 に関する戦略を紹介した記事として、
岩佐（ 2003） 神野（ 2005） および日経 B P社（ 2001） がある。「 診療所経営」 に
関して、 複数の診療所に対するアンケート 調査したものとして、 日経 B P社
（ 2011）、伊藤（ 2010）、日経 B P社（ 2003）、長崎ら（ 2007） および薮内ら（ 2001）
がある。「 診療所経営」 に関して、 1事例から検討したものとして、 日経 B P社
（ 2010）、石井（ 2010）、柳原（ 2002）、杉本ら（ 2004）、森部（ 2002）、久保（ 2009）
および尼崎ら（ 2010） がある。
「 診療所経営」 に関して、 財務データを用いた分析を行った研究として、 樽

本ら（ 2011） があるが、 これらは 1 事例における財務データを用いて費用分析
をおこなったものである。 また、 複数の医療機関の財務データを用いた財務分

析を行っている研究として、 大友（ 2005） があるが、 その対象は医療生活協同
組合である。

医療機関の経営に関する先行研究では、 筆者自身の経験や 1施設の事例を根
拠として行われたものが多く 、 1施設の経営効率化を論点としたものが多い。
また複数の財務諸表を用いて比較分析した研究は自治体病院等の公的病院を対

象としたものが多い。 この理由として、 従来入手が可能な、 医療機関の財務デ

ータは自治体病院もしく は公的医療機関の財務諸表のみであったためであるこ

とが考えられる。 しかし 2006 年に改正された医療法第 51条によって医療法人
の事業報告書等が、 管轄の都道府県や、 広域医療法人であれば厚生労働省によ

って閲覧が可能となった。 これによって医療法人の事業報告書を用いた財務に

関する比較が可能となった。これを行っているのは大野（ 2010）「 医療法人の経
営多角化と黒字経営に関する研究」 のみである。 大野（ 2010） は埼玉県で多角
経営を行っている医療法人の相互比較を行っている。 また病院に加えて何の施

設を経営しているかによって類型化しているため、 診療所に主眼を置いて行っ

た分析ではない。 また大野（ 2010） は黒字と赤字という観点によって分析を行
っている。

本研究においては、 宮城県管轄のほぼ全数の医療法人の事業報告書から分析

を行い、 宮城県の医療法人 559 を対象とした。 その経営する医療施設数は病院
64、 診療所数は 554 である。 本研究のように医療法人経営の都道府県単位の状
況に関して、 ほぼ全数を用いて行った研究は現時点において稀である。

また本研究では収益性の高い診療内容に関して、 その経営におけるその診療

の占める割合を独自に推計した。 この点に関しても意義があると考える。

さらに単年度収支ではなく 、「 事業年数全体の収益性」 を示す指標として「 利
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益剰余金」 に着目し、 また今までに着目されたことのない「 事業年度 1年当り
の利益剰余金」 に着目して算出することにより、 当該医療機関の「 収益性」 の

一端を明らかにした。 医療法人経営で「 利益剰余金」 に着目した研究は稀であ

り、 また「 事業年数」 30により事業年数全体の俯瞰を試みた研究は見当たらな

い。 医療法人は 1950 年に医療法によって成立した制度であり、 古く は 2010年
までに 60年間医療法人として事業を行っている法人、それに対して近年に認可
された新しい法人が存在する。 単年度収支では事業年度 1 年当りの収益性を測
りきれないと考える。 本研究では事業年度 1 年当りの収益性を分析することを
試みており、 この点に関して独自性が高いと考える。

尚、 医療機関の収益性に影響を及ぼす可能性があるものとして、「 D PC
（ D i agnosi s Procedure Combi nat i on）（ 診断群分類包括評価）」 による収益の差異
がある。 しかし本研究で対象とした「 宮城県の宮城県管轄の医療法人」 におい

て D PC 対象病院は 2 法人のみであり、また透析を行っている医療法人において
はまだない。したがって本研究では D PC による収益性の差異に関する議論は行
っていない。 また他にも収益性に影響を与える可能性のある事象は多数ある。

例えば立地や地域性等が考えられるが、 本研究においては診療内容による利益

剰余金の蓄積に差異があるかを検証するものであり、 それらの他の事象に関し

ては考慮していない。

また医療法人の利益剰余金に関して「 将来における設備投資等のための資金」

といった「 継続性」 のために適正な利益剰余金の規模は、 これまでに示されて

いない。 本研究においても、 その医療機関が継続するために必要な利益剰余金

の適正規模に関して議論を行っていない。 本研究で論じるのは現状の残余財産

の帰属先に関する規定はあり、 使途に関する制限は存在するが、 内部留保し、

蓄積し続けることに関しては制限がない「 医療法人の利益剰余金」 に関して、

宮城県における現状を示したこと、 またその蓄積に診療内容の差異が存在する

ことを示したことに意義があると考える。

3.4.調査方法

本研究においては、「 宮城県において医療施設を経営する医療法人」を対象と

した。 宮城県の病院の総数は 147、 医科に分類される診療科を有する診療所の
総数は 1,621 である 31。 本研究において対象とした病院数は 64、 医科に分類さ
れる診療科を有する一般診療所数は 554 である。宮城県管轄で 2010 年度に決算
報告した医療法人は 688法人であり、 各医療法人の事業報告書等の数値を用い
て分析した。

30「 事業年数」 は設立登記から 2010 年までの事業を継続した年数である。
31宮城県医療整備課（ 2010）「 宮城県医療機関名簿」 2010 年 10 月時点
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本研究においては、 これらの医療法人のうち、 医科に分類される医療施設を

経営する法人を対象とし、歯科のみを経営する 88法人、老健施設のみを経営す
る 10法人を対象から除外した。尚22法人は何らかの欠損値が存在しているか、
もしく は医業収益か費用が 0 で実質的に事業がおこなわれていないと判断し、
対象から除外した。また 2009 年に登記された 9法人は事業の期間が１年に満た
ないため除外した。 最終的に本研究で対象とした医療法人数は 559 である。
本研究においては、 医科に分類される施設を経営する宮城県の医療法人の

2010年度決算時点の経営状態を示した。 その数値は 2010 年度の各医療法人の
「 事業報告書等」 に記載してある数値を用いている。 はじめに現在の経営状況

を「 類型化」 し、 その類型による収益性の状況に関する考察を試みた。

「 類型化」 に関しては、 まず複数の施設を経営する多角経営型の「 医療法人

群」 と、 単一の施設を経営する「 医療法人群」 に分類した。

続いて、 複数の施設を経営する「 医療法人群」 についてはその経営施設の種

類ごとに「 類型化」 を行い、 単一の施設を経営する医療法人に関しては経営施

設の種類、 続いて診療内容によって「 類型化」 を試みた。

それぞれの病院群ごとにその収益性を比較し、 その中で高収益となっている

医療法人経営の類型に関する考察した。

その際、「 医療法人の収益性」を示す指標として、「 利益剰余金」に着目した。

さらに本研究においては「 1 事業年度当りの利益剰余金」 に着目し、 これを算
出し指標として用いた。

次にその中で収益性が高い可能性が予想された「 透析」に関して、実際に「 透

析の収益性」 が他と比して高い場合に、「 透析」 の事業における割合を推計し、

分析を行うための指標を作成した。 それらを用いて「 透析の収益性」 に関して

さらに詳細な分析、考察した。結果において示された関係性は相関分析を行い、

またその相関が認められた場合には両側検定によって有意性の検定を行った。

また平均値に差が認められた場合には t 検定を行い、 その母集団に有意差が存
在することの検定を行った。 尚、 本研究において相関係数とは PEA RSON の積
率相関係数を指す。またデータの集計・分析には M I CROSOFT  EX CEL、I B M  SPSS 
V ersi on 19 を用いた。
本研究は宮城県の宮城県管轄の医療法人を対象とした研究であり、 研究に示

された結果は宮城県に限定したものである。 よって本研究のデータの母集団は

宮城県の宮城県管轄の医療法人である。

3.4.1.指標の作成
3.4.1.1.わが国における「透析」の概況
わが国の慢性透析患者数は社団法人日本透析医学会（ 2014）「 わが国の慢性透
析療法の現況」 によれば、 年々増加をたどり、 2001 年には 22 万人弱であった
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患者数が 2013年には 31万人を超えている。
このような状況にあって、近年の診療報酬の改定では、「 透析」 に関する診療

報酬は引き下げの傾向である。 しかし 2000 年以降、「 透析」 に係る診療報酬は
引き下げられている。 従来の高収益構造に対して、 そのような「 透析」 に対す

る診療報酬の引き下げにより、 透析病院の経営の悪化、 さらには「 透析」 の医

療としての質の低下を危惧する指摘もある。例えば、厚生労働省（ 2007）「 透析
医療に係る改定の影響調査の報告書」において、「 夜間や休日の透析を見直した

施設の存在等の影響」 32を懸念した意見もある。

「 透析」 にかかる費用に関しては、 当然個々の症例による差異もあるため、

全患者の費用が均一ではない。 しかし例えば、 社団法人全国腎臓病協議会 H P
（ ht tp: / /w w w.zj k .j p/suppor t /、 2011 年 7 月 20 日アクセス） にて、「 血液透析で月
に約 40 万円、 腹膜透析では約 70 万円」 かかるとされている。 ただし「 透析」
は高額医療費制度により患者負担は月に最高で 2万円が上限となる。 残りの部
分は行政から支出される制度となっている。

3.4.1.2.わが国の国民医療費と「透析」
わが国の国民医療費の増大は以前より問題視され、2000 年には介護保険制度
の導入により、 それまでの医療費の一部が介護保険に移行したことによって、

減少はあったがそれ以降も増加の傾向にあり、 2009 年には 35 兆円を超えてい
ることがあげられる（ 図 1）。
その中でもように、 わが国における「 透析」 に関する医療費は増大し、 かつ

高額となっている。「 透析」 の医療費は、2001 年度は 5,000 億円だったものが、
年々増加を続け、 2009 年度には 1 兆 2,000億円と推計されている（ 図 2）。また
同資料では国民医療費の増大に関して、「 透析」の費用の増加は薬剤費の増加と

ともに、 主要な要因として位置づけられている。

「 透析」 にかかる医療費が増大している理由として、 診療報酬改定では「 透

析」 に関する点数は引き下げられたが、「 透析」 を必要とする患者数は年々増加

していることが挙げられる（ 図 3）。

3.4.1.3.「透析」の診療報酬の変遷
「 透析」 の診療報酬点数は、 1990 年代までは、技術料や外来医学管理料の点
数も現在に比べて高く 、 また透析液や生食水、 抗凝固剤も使用量で請求可能で

あり、利益率が高かったといえる（ 表 1）。 しかし 1990 年代後半から 2000 年代
になると、 2002年に透析液、生食水、抗凝固剤の時間区分が廃止される等診療
報酬が引き下げの傾向となった（ 表 2）。2008 年には再び時間区分が導入された

32 診療報酬のマイナス改定により、医療施設が採算性が低く なったことにより、

夜間や休日の透析を辞めることによる患者への影響が懸念されている。
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が、その額が引き下げられている。また夜間、休日加算も 2006 年に引き下げら
れている。 外来医学管理料は毎回引き下げられ続けている。

厚生労働省（ 2007）「 透析医療に係る改定の影響調査の報告書」 の調査による
「 透析」 の制度改定の影響として、 透析液、 生食水、 抗凝固剤の時間区分の廃

止による、 患者に必要な時間の「 透析」 を行うことに関する医療機関の損失、

夜間や休日加算の引き下げによる夜間や休日の「 透析」 を行う ことの損失の懸

念があり、それを受けてか時間区分が再び設けられた。しかし工藤（ 2006） 33の

指摘の通り、 以前と比較して近年の「 透析」 の診療報酬は低く なっているとい

える。

3.4.1.4.宮城県の「透析」の現状
2009 年 12 月末時点の宮城県には「 透析」 を行っている医療機関が 52 ある。
宮城県内における透析用のベッド数は 2009 年末時点に 1,729 である（ 表 3）。
宮城県内にある医療機関で「 透析」 を行っている患者数は 2009 年末時点で、
4,825 人である。この数は全国における状況と同じく 、増加の傾向にある（ 図 4）。
宮城県の医療機関における「 透析」 を行っている機関の状況は、 2009年末の時
点で病院が 21、 診療所は 31 である。 それらの医療機関にある透析用のベッド
数の総計は、病院が 618、診療所では 1,111 である。そこで「 透析」 を行ってい
る患者数の総計は病院が 1,708人、 診療所が 3,117 人である。
宮城県において、病院における「 透析」 は、診療所よりも透析用のベッド数、

「 透析」 を行っている患者数ともに少ない。 また経営主体別にみると、 宮城県

においては医療法人が経営する医療機関で「 透析」を行っているのは 29施設で
ある（ 表 4）。 その透析用のベッド数の総計が 1,076、 患者数総計が 3,104人で
ある。国公立や個人といったその他の経営主体の医療機関は 23 施設である。宮
城県では病院よりも診療所の方が総数も 1施設当りの透析用ベッド数の平均値
が多い。 この理由として、 病院において「 透析」 は複数ある部門の一つに過ぎ

ないこと、 また病院によっては他の事由によって入院する患者が「 透析」 を必

要とする場合のために透析設備があるに過ぎず、 主たる診療内容ではない場合

があることが考えられる。逆に透析用のベッドを多数有し、「 透析」 がその病院

の主たる治療内容であると推測される病院もある。 しかし 1施設当りの透析用
ベッド数が、 病院と比較した場合、 一般的に事業規模が小さい診療所の方が多

いことから、 宮城県においてそのような病院が主流とはいえない。 病院と診療

所という枠で分類した場合、 宮城県における透析施設は診療所が主たるもので

あるといえる。 また経営主体別にみると、 宮城県の経営主体別の透析用ベッド

数では医療法人の経営する透析施設が最も数多く 、 また患者数も最も多い。

33工藤高（ 2007）「 2006 年診療報酬改定後の透析施設シミ ュレーショ ン」『 日本
透析医会雑誌 22(1)』



41 

3.4.1.5.わが国における「透析」の種類と現状
日本透析医学会（ 2010）「 わが国の慢性透析療法の現況」 の中にある「 2009
年末の慢性透析患者に関する基礎集計」 に記載されている、 わが国の慢性透析

療法の現状は以下のとおりである。（ 2009 年末時点）
慢性透析療法を行っている患者総数、 290,675人
血液透析を行っている患者数、 280,590 人
在宅で血液透析を行っている患者数、 229 人
腹膜透析を行っている患者数、 9,856 人

財団法人宮城県腎臓協会、（ 2010）「 宮城県の人工透析患者実態調査報告」 に
よれば宮城県における慢性透析療法の現状は以下のとおりである。（ 2009 年末
時点）

慢性透析療法を行っている患者総数、 4,825 人
血液透析を行っている患者数、 4,649 人
腹膜透析を行っている患者数、 69 人

在宅血液透析、 腹膜透析は在宅で行う 「 透析」 である。 しかし現状として、

わが国の「 透析」 の中で主たるものとはいえない。 また宮城県においても主た

るものとはいえない。 近年の診療報酬改定において在宅血液透析の指導管理料

は高く 評価されており、 また腹膜透析における在宅腹膜管理料の評価も高い。

腹膜透析と血液透析は残腎機能や患者の状況等によって選択される。 またその

費用はそれぞれ患者個人の状況によって異なる。 よって在宅透析の診療報酬が

医療施設内で行う血液透析の患者と差異が存在すること、「 透析」の病状によっ

て診療報酬、 すなわち医療機関の収益が異なることが予測される。

しかし本研究の観点は、 患者個人ごとの医療費の差異が与える影響を測るも

のではなく 、「 透析」を行っているか否かによる医療法人の収益に対する影響を

推計するものである。 よって本研究では、 透析患者一人当りの医療費はあく ま

でわが国における透析医療費を全国の透析患者数で割った平均値であり、 患者

個人の病状の差異による収益性にまで踏み込んだ議論は行っていない。

3.4.1.6.本研究で用いた指標
① 「 1 年当り利益剰余金」（ 単位： 千円） ＝2010 年度末利益剰余金／（ 2010－登
記年度）

医療法人の事業における「 透析」 の実施規模は、 病院もしく は診療所の事業規

模と必ずしも一致しない。 そこでその医療法人の事業における「 透析」 の比重

を推計して指標とした。

医療法人は「 事業年数」 が個々の法人によって異なる。 したがって「 利益剰

余金」 の総額は当該医療法人の収益性を示す指標とはいえない。 本研究では独
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自に医療法人の収益性を示す指標として、 事業年数に応じた「 単年度当りの利

剰金情報」 に着目した。

② 「 1 ベッド当り患者数」（ 単位： 人） ＝透析患者数／透析施設の透析用ベッド
数34

「 透析」 の主たるものである血液透析は、1 回 4時間程度、 1日置きが通常とい
われており、 1施設で透析を行える人数には上限がある。 また「 透析」 は継続
的に治療が行われ、 また腎移植を受けるか死亡するか以外で継続して「 透析」

を受け続けなければならない。 よってその医療機関の患者はほぼ 1 年間継続的
に定期的な透析治療を受けていると推測される。 本研究では、 1 ベッド当りの
患者数を算出し、その状況が医療法人の経営に影響を与えているかを確認した。

ここでいう患者数はその医療機関にかかっている透析患者の数である。

③ 「 推計透析収益割合」（ 単位： ％） ＝（ 透析患者数×4,128 千円） 35／事業収益

×100
本研究においては、 高収益の可能性が予測された「 透析の収益性」 をさらに

検証するため、 個々の「 透析」 を行っている医療法人の経営状態の比較と分析

を行った。 さらに分析に際して、 医療法人経営においてどの程度影響を与えて

いるかを検証するための指標を独自に作成し用いた。

ここでいう患者数はその医療機関にかかっている透析患者の数であり、 当該

患者が 1年間その施設で「 透析」 を受け続けていると仮定してその収益の割合
を試算している。

3.4.2.類型化
宮城県における多角経営の形として、「 複数の病院を経営している法人」、「 病

院と医科診療所を経営している法人」、「 病院と老健施設を経営している法人」、

「 医科診療所を複数経営している法人」、「 医科診療所と老健施設を経営してい

る法人」、「 医科診療所と歯科診療所を経営している法人」、がある。次にこれら

の医療法人の経営状況を集計した。

34 財団法人宮城県腎臓協会（ 2010）『 宮城県の人工透析患者実態調査報告』 に
掲載されている各施設の 2010 年の患者数、 透析用ベッド数を用いた。

35 この指標に用いた数値、 4,128千円は厚生労働省資料「 2009 年国民医療費の
概況」 にある 2009 年度入院外透析医療費の全国総額 1.20 兆円を、 日本透析学
会調査の 2009年 12月末時点の慢性透析患者数 290、675 人で割った透析患者の
2009年の年間の透析患者 1 人当りの医療費の推計である。なお、この中に透析
患者の薬剤費や指導料、 入院での透析医療費は含まれない。
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3.4.2.1.類型化（施設経営）
本研究で行った複数の施設経営の形に着目した類型化の内容は、 以下の通り

である。

・ 病院・ 診療所・ 老健施設複合経営型

・ 病院・ 診療所複合経営型

・ 病院・ 老健施設複合経営型

・ 診療所・ 老健施設複合経営型

・ 複数診療所経営型

・ 病院もしく は診療所・ 歯科診療所複合経営型

3.4.2.2. 類型化（診療内容）
さらに宮城県において単一の診療所のみを経営する医療法人を「 透析」 を行

っている医療法人と、「 透析」を行っていない単一の診療所を経営する医療法人

に分類した。 その上で「 透析」 を行っていない医療法人をその経営する診療所

が標榜する 36診療科37によって類型化した。

・ 病院

・ 透析・ 診療所

・ 内科・ 診療所

・ 小児科・ 診療所

・ 眼科・ 診療所

・ 胃腸科

・ 消化器科

・ 呼吸器科

・ アレルギー科

・ 産婦人科

・ 耳鼻咽喉科

36 2008年の「 医療法施行令の一部を改正する政令」（ 平成20 年政令第36 号） 、
「 医療法施行規則の一部を改正する省令（ 平成20 年厚生労働省令第13 号） 」
によって、 診療科名を包括的に標榜することが求められるようになり （ 経過措

置により、従来の表記をしている診療所も存在する）、内科か外科を標榜する必

要となった診療科が存在する。 内科と外科という表記は現状として、 包括的に

示していることが多い。 従来の診療科で、 例えば「 こう門科」 は「 単科」 とし

ての表記は認められず、 その場合包括的に示す「 内科」 や「 外科」 を併記する

必要がある。

37 標榜する診療所を経営する法人数が 10 に満たない診療科は「 その他の診療
科」 と分類した。
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・ 循環器科

・ 神経科

・ 整形外科

・ 皮膚科

・ リウマチ科

・ その他の診療科

類型化の手順は次のとおりである。

① 単科の場合はその診療科による分類。 ② 複数の診療科を標榜する場合は第一
番目に標榜する診療科による分類。 ③ 内科及び外科を第一番目に標榜し、 かつ
複数の診療科を標榜する診療所の場合は第二番目に標榜する診療科による分類、

その場合に第二番目も内科及び外科の場合は第三番目に標榜する診療科による

分類。 ④ 第一番目に内科及び外科を標榜し、 第二番目に標榜する診療科が内科
及び外科であり、 標榜する診療科が二つのみである場合は第一番目に標榜する

診療科による分類。

本研究では包括的な分類ではなく 、 部位や症状等のその診療所が対象とする診

療内容による類型化を行っている。

3.5.結果

3.5.1.宮城県の医療法人全体の状況
本研究で対象とした 559法人の 2010 年決算の状況は、黒字収支の法人が 380
法人であり、 全体の 68.0％を占めている。（ 表 5） 赤字を計上した医療法人は
179法人であり、 32.0％となっている。 この時点で「 利益剰余金」 がマイナス
となっていない法人は 497 であり、 88.9％である。「 利益剰余金」 がマイナスと
なっている法人は 62 であり、 11.1％という結果が得られた。
表 6 に対象とした医療法人全体の経営状態を集計して示した。 本研究が対象
とした医療法人群全体では 2010年度決算において総額 8,974,261千円の事業利
益を計上し、全体で留保されている利益剰余金の総額は 78,205,827千円に上る。
一医療法人の平均値で 139,903 千円、 中央値は 48,865 千円である。「 １ 年当り
利益剰余金」の全体の平均値は 9,667千円、中央値が 4,728 千円となっている。
次に「 利益剰余金」 と登記されてからの「 事業年数」 の散布図を示した。（ 図

5） また利益剰余金と事業年数にあまり関係性は見受けられない。（ 相関係数
0.29）

3.5.2.多角経営型の医療法人と単一の施設を経営する医療法人全体の状況
大野（ 2010）「 医療法人の経営多角化と黒字経営に関する研究」において、「 経
営多角化は医療法人の経営を黒字にするうえでプラスの影響を及ぼしている可



45 

能性がある」 という指摘がある。 本研究の対象とした医療法人において、 複数

の施設を経営する多角経営型の医療法人は 68 であり、 対象医療法人の 12.2％
に当る。（ 表 7）
単独の病院もしく は一般診療所を経営する医療法人は 491 であり、 内訳は病
院が 30、 診療所が 461 である。（ 表 10）
宮城県において、 複数の施設を経営する医療法人と単一の施設を経営する医

療法人の経営状態を比較すると、 2010 年度決算における事業収支の平均で
76,160千円であるのに対して 7,730千円、 中央値が 36,506 千円に対して 3,298
千円となっている。（ 表 7、 表 8）
「 1年当り利益剰余金」に関しては、平均が 24,365 千円に対して 7,631千円、
中央値が 11,611千円に対して 4,232千円である。 いずれも複数の施設を経営し
ている医療法人の方が大きいことがわかる。つまり事業規模が大きい方が、「 利

益剰余金」 も大きく なる可能性が高いことが指摘できる。

「 事業収支比率」 においては、 複数の施設を経営する医療法人では全体で

106.2％、 単一の施設を経営する医療法人全体で 103.9％であり、 中央値は
105.2％に対して 102.5％である。 どちらも複数の施設を経営する法人の方が高
い。（ 表 7、 8）
大野（ 2010）「 医療法人の経営多角化と黒字経営に関する研究」 で指摘されて
いるように、 単独経営と多角経営で比較した場合、 多角経営の方が、 収益性が

高い可能性があるといえる。

3.5.3.宮城県における多角経営と単一経営の医療法人の類型による経営状態
複数の医療施設を経営する医療法人は経営施設の種類ごとに、 単一の医科に

分類される医療施設を経営する医療法人は診療内容によって類型化を行い、 そ

の医療法人群ごとの経営状態を示した。（ 表 9、 表 10）
単一の医科に分類される医療施設を経営する医療法人は、 複数の施設を経営

する医療法人と比較して、 個々の法人の「 利益剰余金総額」 や「 1 年当りの利
益剰余金」 の平均値及び中央値は低い。 また事業規模に関しては病院と診療所

を比較すると、 当然病院の方が大きいが、 単一の医療施設を経営する医療法人

において、 診療所を経営する医療法人群よりも病院を経営する医療法人群の方

が、 個々の法人の利益剰余金の平均値も中央値も高い。 また「 1年当り利益剰
余金」 の平均値も中央値も高く なっている。 事業規模が大きい方が「 利益剰余

金」 は多く なる可能性が高いと推測される。 宮城県において複数の施設を経営

する医療法人群と単独経営の医療法人群に関して t 検定を行い、 その平均値の
有意性を検定した。等分散を仮定しない場合において有意性が示された。（ 複数

の施設を経営する医療法人数 68、単一の施設を経営する医療法人 491、t＝3.544、
P＝0.001）
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診療内容による類型では、「 1 年当り利益剰余金」 によって比較すると、「 透
析」 を行っている診療所を経営する医療法人が平均値においても、 中央値にお

いても目立って高い。 宮城県において「 透析」 を行っている医療法人群と「 透

析」 を行っていない医療法人群に関して t 検定を行い、 その平均値の有意性を
検定した。 等分散を仮定しない場合において有意性が示された。（「 透析」 を行

っている医療法人数 22、「 透析」 を行っていない医療法人 537、 t＝3.573、 p＝
0.02）
また病院を経営する医療法人と「 透析」 を行っている診療所を経営する法人

では、「 透析」 を行っている医療法人の方が平均値も中央値も高い。それ以外の

診療内容の類型では、 他の診療所を経営する医療法人群と比して明確に収益性

が高い診療内容は見当たらない。このことから、「 透析」 は他の診療内容による

類型の医療法人群よりも「 収益性」 が高い可能性が伺える。

3.5.4.「透析」に関する収益性分析
宮城県において「 透析」を行っている医療法人の 2010 年度決算時点の経営状
況を示した。（ 表 12） その内、 事業が破綻している法人は 2 つある。 また単年
度の収支に関しては 5 つの法人において赤字となっている。
通常、 医療法人は単年度で、 例えばそれまでの経営状態に合わせた「 役員報

酬」 が設定されており、 大幅な黒字を計上しないように経営されている。 また

設備投資資金等の積立という目的以外では「 利益剰余金」 を生じさせない法人

も見受けられる。 医療法人経営において、 単年度でわずかながら赤字となるこ

とは、 宮城県の医療法人の全数のうち 32.0％の法人が 2010 年決算で赤字を計
上していることからもわかるように、「 単年度収支」は必ずしも経営状態を正確

に反映していないと推察できる。

医療法人の収益状態の判断を「 1年当り利益剰余金」 でみた。（ 表 10） 当該
22法人中 2 つの法人がマイナスとなっている。それぞれの医療法人が行ってい
る「 透析診療の規模の大きさ」 は、 その事業規模に応じたものではない。 例え

ば病院で「 透析」 用のベッドが診療所よりも少ない場合もある。 また「 1 ベッ
ド当りの患者数」 を示したが、 その数が多いほど「 1年当り利益剰余金」 が高
いわけではない。「 透析」 を行っている法人の「 1 年当り利益剰余金」 に対して、
「 透析用のベッド 1 つ当りの透析患者数」 に関係性はあまり見受けられない。
（ 相関係数 0.27）
その医療法人の事業収益に占める「 透析」 による収益の割合を推計した「 推

計透析収益割合」 でみると、「 1年当り利益剰余金」 が少ない法人は「 推計透析
収益割合」 が低い傾向にあることがわかった。 さらに宮城県の医療法人全体や

その法人が含まれている類型の平均値や中央値と比較して、「 1年当り利益剰余
金」 が高い医療法人は「 推計透析収益割合」 も高い傾向にあった。「 推計透析収
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益割合」 と「 1年当り利益剰余金」 には正の相関が示された。（ N＝22、 相関係
数 0.51、 両側検定による検定結果 P<0.05）

3.6.考察

本研究においては、 単年度収支ではなく 、 医療機関の経営指標としてこれま

でほとんど着目されていなかった「 利益剰余金」 に着目し、 またさらに「 事業

年度 1 年当りの利益剰余金」 を算出することにより、 従来にはなかった観点か
ら「 医療法人の収益性」 の一端を明らかにした。

宮城県（ 2010年決算時点） の医療法人の経営状況を「 1 年当りの利益剰余金」
の視点から医療施設の状況と診療内容で類型化し、 次の点が示された。 複数の

施設を経営する医療法人の方が単独の医療施設を経営する医療法人より「 1年
当り利益剰余金」 の平均値、 中央値が大きい。 また病院を経営する医療法人は

単一の施設を経営する医療法人の中で 1 年当り利益剰余金が大きい。 単一の医
療施設を経営している医療法人の中で「 透析」 を行っている医療法人はどの診

療科の医療法人群と比較しても平均値、 中央値共に「 1年当り利益剰余金」 が
大きい。 これらの点から事業規模が大きい方が、 当然「 単年度当りの利益」 が

大きい傾向にあるといえる。 しかし単一の「 透析」 を行っている診療所を経営

している医療法人群の「 1年当り利益剰余金」 は、 複数の施設を経営する医療
法人全体の平均値、 中央値よりも高い。 このことから「 透析」 を行っている法

人には「 利益剰余金」 が過大に留保されている可能性が指摘される。

しかし「 透析」 を行っている法人で複数の施設を経営していても、 経営が良

く ないものがあった。 当該法人の「 総収益に対する透析の収益の割合」 を推計

すると「 透析による収益の割合」 が高い医療法人の方が「 1 年当り利益剰余金」
が多い傾向があった。以上の考察から宮城県の医療法人の経営をみる限り、「 透

析」 は医療の中で収益性が高い領域であるといえた。本研究によって「 透析」

の高い収益性が確認できた。「 透析」 に関しては現状として「 継続性」 に関して

問題はない。 しかし「 非営利」、「 公益性」 の観点から、 他の診療内容よりも高

収益と推測される不均衡な状況を指摘できる。 医療全体の「 継続性」 と「 公益

性」 を考えれば、 多額の「 利益剰余金」 を発生する診療が存在し、 その蓄積が

長期に目的なく 継続することは好ましく ない。 他の医療の「 継続性」 を高める

ため、その収益性の恩恵を他に与える必要があると考える。わが国における「 医

療法人」 は「 公益性を有する」、つまり「 不特定多数のものの利益を目的とする

存在」 であり 、かつ「 非営利」 で「 利益を生じさせることを目的としない存在」

として位置づけられている。 このことを鑑みると低収益で「 継続性」 に問題が

生じている医療が存在する状況において、多額の「 利益剰余金」を内部留保し、

蓄積し続ける医療法人があることは問題がある。 可能性として、 現在の「 継続
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性」 に不安が生じている医療は採算がとれず縮小していく こともあり得る。 よ

って内部留保される高額な「 利益剰余金」 は「 継続性」 に不安が生じている医

療の収益性を補完することに活用されることが医療全体の「 継続性」 に係る問

題の解消につながると考える。

わが国の医療法人は残余財産の帰属先に関する規定はあり、 使途に関する制

限は存在する。 しかし内部留保し、 蓄積し続けることに関しては制限がない。

その蓄積には診療内容の収益性による差異が存在し、 宮城県において「 透析」

は 1年当りの利益剰余金の蓄積が大きく なっている現状が示された。
そこで本研究においては、宮城県に対して、「 透析」 以外の医療に関する「 継

続性」 ①のための財源として、 医療法人に長期に内部留保している「 利益剰余

②金」の勘案、 目的のない累積利益剰余金が蓄積しない経営の指導を提案する。

本研究で示した宮城県の医療法人における「 透析」 に関しては、「 1 年当りの
利益剰余金」 が大きい診療内容であった。 しかしながら「 透析」 の診療報酬は

引下げられている。 また「 透析」 を行っている医療法人の中にも赤字の医療法

人がある。利益剰余金の蓄積を抑制するために診療報酬点数を引き下げた場合、

採算性の観点から「 透析」 の時間を減少させ医療の質が低下したり、 現在赤字

となっている法人が破綻したりしたならば、 医療の「 公益性」 の観点から問題

があるといえる。また本研究は宮城県の医療法人のみを対象としたものであり、

地域を変えた場合に収益性の高い診療内容が、「 透析」ではない可能性も考えら

れる。

本研究の対象とした「 宮城県における宮城県管轄の医療法人」 だけでも、 総

額 78,205,827 千円の利益剰余金が存在する。 医療法人においては、医療の継続
性確保のため、 設備投資や建物の建て替え、 役員退職時に役員退職金が支払わ

れるといった場合に多額の損金が発生する場合がある。 よって利益準備金を一

定に蓄積しておく 必要はあるといえる。 ただし、 あまり多額に目的のない繰越

利益剰余金が蓄積した場合、 法人税法上、 過大な38役員報酬を支払う ことは認

められないため、 医療法人の経営者自身にとって利益とすることができない可

能性が推測される。 また医療法人の役員報酬に関しては、 特定医療法人39の承

38 法人税法施行令第 69 条《 過大な役員報酬の額》 は、 法人税法第 34 条第 1
項に規定する政令で定める金額は「 その内国法人と同種の事業を営む法人でそ

の事業規模が類似するものの役員に対する報酬の支給の状況等に照らし、 当該

役員の職務に対する対価として相当であると認められる金額を超える場合、 そ

の超える部分の金額」 を過大な役員報酬の額としている。
39 租税特別措置法（ 昭和 32年法律第 26 号） 第 67条の 2 第 1項に規定する特
定の医療法人（ 以下「 特定医療法人」 という 。） に係る改正が行われ、 平成 15
年 4月 1日から施行されている。 特定医療法人として承認されると法人税が
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認基準（ 平成 15 年厚生労働省告示第 147 号） の中に「 役職員一人につき年間の
給与総額（ 俸給、 給料、 賃金、 歳費及び賞与並びにこれらの性質を有する給与

の総額をいう 。） が 3,600万円を超えないこと。」 という規定ある。 これを鑑み
ると、 医療法人の役員報酬は年間 3,600 万円を超えない範囲が認められる範囲
といえる。これを超えた場合、医療法第 54 条において禁止されている剰余金の
配当とみなされることが推測される。 よって医療法人の利益剰余金は過大にな

った場合、 経営者にとっても利益はあまりない。 解散時には国または地方公共

団体、 医療法人に帰属させることが定められているとはいえ、 寄付を促し、 還

流させることも可能ではないかと考える。

一般に不採算医療といわれる採算性の低い医療は、 その時々の社会状況によ

って異なる。 現在であれば小児救急や産科の不足が指摘されているが、 それら

を整備・ 維持するために医療法人に生じた「 利益剰余金」 を活用できるように

促すことが、 医療全体の「 継続性」 を保つことにつながると考えた。 このため

には「 利益剰余金」 の使途を効率的にするため、 収集し他の医療との再分配を

図る機関の設立、 制度の構築、 また確実な判断のために「 医療の収益性」 に関

する研究のさらなる進展が必要であるといえる。 また医療法人はその都道府県

のみに事業が限定されている場合、 管轄は都道府県である。 その経営状況を把

握し、 収益性の高い医療と不採算医療、 またその地域に不足している医療の判

断と対応を行う役割は都道府県が適しているといえる。

可能性として、 県が法定外目的税として「 医療法人の利益剰余金」 に医療整

備のために課税する手法も考えられる。 法定外目的税は地方税法第七百三十一

条、「 都道府県又は市町村は、条例で定める特定の費用に充てるため、法定外目

的税を課することができる。」 という条文に基づいて制定される。また地方税法

第七百三十一条第 2項において「 新設又は変更をしよう とする場合においては、
あらかじめ、総務大臣に協議し、その同意を得なければならない。」 と定められ

ている。この場合総務大臣は同法第七百三十三条により、「 一 国税又は他の地

方税と課税標準を同じく し、 かつ、 住民の負担が著しく 過重となること 」、「 二

地方団体間における物の流通に重大な障害を与えること 」「 三 前二号に掲げる

ものを除く ほか、 国の経済施策に照らして適当でないこと 」 の場合を除いて同

意しなければならない。

これらの点のみを考慮すれば「 医療法人の利益剰余金」に対して、医療の「 継

続性」を損なわない範囲で県が課税することは地方税法上可能であると考える。

また課税の原則である「 公平の原則」、「 中立の原則」、「 簡素の原則」に関して、

事業の収益が診療報酬による公的な収入が大きく 含まれる医療法人の利益剰余

金に対して課税することに、 他の産業との公平の問題が存在しているとは考え

22％の軽減税率の適用となる。
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られない。 よって宮城県が医療整備、 医療の継続性の維持を目的とした医療法

人の繰越利益剰余金に対する法定外目的税を設定し、 医療法人が蓄積した利益

剰余金の消費を促し、 利益剰余金が発生しない経営を促すことは手段としては

考えられる。

医療法人の利益剰余金は、 後継者が別の医療法人を設立し独立を検討してお

り、 そのための資金を留保している場合のように、 法人の方針によって医療の

「 継続性」 に沿った留保も考えられるため、 外部から過大と判断するのは困難

である。 医療法人の判断により過大と判断した場合に自主的に寄付ができる、

使用目的を医療整備のみとした基金を県が設立することは不要に蓄積した医療

法人の利益剰余金の還流を促す有益な方策であると考える。

本研究の結果として、 宮城県における「 透析」 を行っている医療法人は「 利

益剰余金」 が多く 生じているが、「 単年度の事業収支比率」 は医療法人として標

準的であるといえた。 これは「 透析」 が高額の医療であることから事業収益と

事業費用がともに高額となり、 収支の「 差額」 は大きく なっていることが理由

として推測される。 しかし差額は大きく なるが、 収益と費用がともに高額であ

るため収支の「 比率」 は高く なっていない。 このことから「 透析」 の診療報酬

を下げた場合、収支比率の低下が生じ、「 透析」 の現在の「 継続性」 が保たれる

と判断することはできない。 よって「 利益剰余金」 が生じないように政策を行

うことではなく 、 生じた「 利益剰余金」 を「 継続性」 に不安が生じている医療

に有効に活用する制度を構築することが有効であると考えられた。

3.7.今後の課題

本研究は、 宮城県の医療法人に限定したものであり、 今後、 対象地域を変え

た研究を行いたい。 また「 利益剰余金」 には、 単年度の利益が累積した内部留

保という側面以外にも設備投資等の医療の「 継続性」 のための積立金という側

面もある。 医療維持・ 継続のための必要資金の面からの分析も必要と考える。

また医療法人の利益剰余金の蓄積に影響を与える要因は診療内容以外に

も多数考えられる。 今後もそれらを検証する研究を進めていきたい。

3.8.小括

①本研究は、 宮城県の医療法人の事業報告書から宮城県の宮城県管轄の医療

②法人経営の現状を示す。 その医療法人のデータを基に診療科及び診療内容に

よる類型化を行いその診療科や診療内容の類型を比較することによって、 診療

科及び診療内容によ ③る収益性の差異の存在を明らかとする。 また独自の指標

④を作成し、 その診療内容の収益性の測定を試みる。 さらに収益性の差異が確
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認された場合、 その差異を解消するための方策を検討することを目的とした。

本研究においては、 ① に関して、 これまでまだ誰も行っていない宮城県の宮
城県管轄の医療法人のほぼ全数の財務諸表を用いて宮城県の医療法人経営の現

②状を示した。 に関して、 大野（ 2010） で示された複数の施設を経営する医療
法人が高収益となる可能性を宮城県においても確認し、 単一の施設を経営する

医療法人を診療科及び診療内容で類型化 ③し、 その経営状態を示した。 に関し

て、 単年度収支ではなく 、 医療機関の経営指標としてこれまであまり着目され

ていなかった「 利益剰余金」 に着目し、 またさらに「 1年当りの利益剰余金」
を算出することによって、 従来なかった観点から医療法人の「 収益性」 の一端

を明らかにした。さらに収益における「 透析」による収益の割合を推計する「 推

計透析収益割合」 の指標を算出し、「 透析」 を行っている医療法人の収益状態の

④一端を示した。 に関して、 本研究で対象とした宮城県の宮城県管轄の医療法

人全体に総額 782 億円の利益剰余金が蓄積していることが示され、また「 透析」
の収益性が高く 診療内容による収益性の差異が存在する可能性が示唆されたこ

とから、 収益性の高い医療法人に生じた医療法人の利益剰余金の医療全体の継

続性のために活用する可能性を検討した。

本研究のようにわが国の医療の継続した提供に向けて現状を分析し、 効率化

するための検討を加えることはわが国の医療にとって有益であると考える。
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第4章 ステークホルダーに着目した医療法人の持分に関する検討

4.1.はじめに
医療法人の残余財産の帰属については問題視され、 医療法改正により新規開

設が不可能となった。 しかし実態として、 持分40の有る医療法人は経過措置型

医療法人として現在も多数存在している。 そして持分とそれに付随した解散時

の持分に応じた残余財産の分配権と社員の退社時における持分に応じた払戻し

の請求権は現在も存在している。

わが国において、 医療法人は医療法を設立の根拠法とする民間資本の非営利

を目的とした組織である。 非営利とは営利を目的としないことであり、 非営利

法人とは、 剰余金の配当が認められていない組織のことを指す。

医療法人は医療法第 54条において剰余金の配当禁止が明言されている。医療
法人には財団として又は社団として開設されたものがあり、 社団として開設し

たものには出資持分の有るものと無いものがある。 財団として設立されたもの

には出資に応じた持分は存在しない。 また社団として設立されたものの中でも

持分の有る医療法人を現在は新規開設できない。 しかし持分の有る医療法人は

現在も経過措置型医療法人として総数の８割以上を占めて存在している。 本研

究においては医療法人の持分に着目しており、 本研究における医療法人は持分

の有る医療法人、 社団であり出資持分の有る医科の診療所または病院を経営す

る医療法人を指す。

わが国では営利を目的とする者の医療機関の開設は原則として認めてられて

いない。 医療法人は現状として社会保険診療を行うことのできる医療機関の中

で、 持分に応じた払い戻しが社員の退社時と解散時に限定されるといえど認め

られている唯一の組織である。 厚生労働省も持分のない医療法人への移行を進

めているがあまり進んでいない。

持分の有る医療法人が存在することに対する問題の指摘は、 これまで相続時

や社員の退社時の支払いによって医療法人の継続性を損なう 可能性から論じら

れてきた41。 もし医療法人の持分から生じる医療法人の問題が持分に対する支

払いに関するものに限定されるのであれば、 持分が存在したままでも、 例えば

相続税の見直し、支払いの際の借入れの円滑化を図ることなどで解消できる 42。

従って、 医療法人の持分の存在により生じる問題が医療の継続性を損なう こと

40 医療法附則（ 平成一八年六月二一日法律第八四号） 10 条の三において、 持分とは「 定款
の定めるところにより 、 出資額に応じて払戻し又は残余財産の分配を受ける権利をい

う 」 と定義されている。
41 医業経営の非営利性等に関する検討会（ 2005）『 医業経営の非営利性等に関する医療法
人制度改革の考え方～ 医療提供体制の担い手の中心となる将来の医療法人の姿 ～』

42 事実、 相続税と贈与税には 2014 年に「 医療法人の持分に係る相続税及び贈与税の納税
猶予等の創設」 が行われた。（ 財務省（ 2014）「 租税特別措置法等（ 相続税・ 贈与税関係）
の改正」） ただし、 この特例は持分無しの医療法人への移行計画の認定が必要である。
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に留まるのであれば、医療の継続性を高める方策を検討すればよいこととなる。

しかし、 個々の医療機関の継続性の問題のみに留まるかを検証する必要がある

と考えられた。

そこで本研究では、 医療法人の持分に関する問題点を医療法人のステークホ

ルダーの観点から検討することとした。医療法人は民間の出資により開設され、

持分が存在し、 医療法から非営利性を求められ、 法人税法や相続税法では利益

や持分が一般企業とほぼ同様に扱われるという曖昧な位置づけにある。 そのた

めに医療法人の位置づけや特殊性を明確にする必要があるといえる。 本研究で

は医療法人のステークホルダーを示すことを試みた。 示したステークホルダー

の観点から医療法人の持分が有ることの問題点を検討した。

先行研究では、 これまで医療法人は他の医療機関と同列に扱われる議論が数

多く 、 医療法人のみのステークホルダーを論じた研究は数少ない。 しかし医療

法人には出資に応じた財産請求権としての持分が存在し、 その点では株式会社

などに類似した存在であるといえよう 。 そこで医療法人のステークホルダーに

は他の医療機関とは区別して検討する意義があると考えられる。

本研究の目的を達成するための方法として、 まず、 これまでの医療法人の持

分に関する問題点の指摘を医療法改正の経緯と先行研究による指摘から整理し

た。 そして、 わが国の医療の位置づけを先行研究から示した。 次に医療法人の

収益構造から、 わが国の「 保健医療システム」 上の位置づけを示した。 また医

療法人のステークホルダーを、 印南（ 1999） 43に示されている「 組織の利害関

係者44とその貢献・ 誘因（ 企業の例）」 の議論を用いて示した。その上で医療法

人のステークホルダーの「 貢献・ 誘因」 の観点から、 医療法人の特殊性を示し

た。 さらに医療法人の「 保健医療システム」 上の位置づけからステークホルダ

ーを考察し、その「 貢献・ 誘因」の観点から医療法人の持分の問題を検討した。

示したステークホルダーの観点から医療法人の持分、 蓄積し増加した持分に応

じて個人に帰属する財産である剰余金の問題点についての考察を行った。

これら一連の流れにより医療法人の持分に関する課題の検証を行い、 医療法

人の持分の問題点の明確化を試みた。 また改善の方向性を示した。 それによっ

てわが国の「 保健医療システム」 の継続・ 発展に資することを本章の目的とし

た。

4.1.1.「保健医療システム」
「 保健医療システム」 とは、WHOのWor l d Heal t h Repor t 2000に用

いられている Heal t h Syst em を訳した語句であり、 この Heal t h Syst em の

43 印南一路（ 1999）「 すぐれた組織の意思決定～組織をいかす戦略と政策～」 中央公論新
社

44 本研究においてはステークホルダーと利害関係者を同義に扱う 。 印南（ 1999） において
は利害関係者という表記の為、 それに関連する箇所のみ、 利害関係者と表記している。
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含む範囲を WHO “は al l  t he act i vi t i es whose pr i mary pur pose i s t o pr omot e, 
r est or e or  maint ai n heal t h ” 45と定義している。 WHOは「 すべての健康のた
めの活動」 を「 保健医療システム」 と解釈できる。

医療などの健康を提供する仕組みは国家の方針によって異なる。 公的なシス

テムを充実することにより国民の健康を国家が保障する国があれば、 国家の保

障する範囲を限定し、基本的には医療を市場原理に委ねている国家もある。「 保

健医療システム」 という語句は、 近年の日本において厚生労働省資料46などで

も用いられるようになってきた。 佐藤（ 2003） 47はこの「 保健医療システム」

を「 具体的には、 政策、 医療制度、 行政機関、 行政担当者、 医療機関、 医療ス

タッフ、 そこで行われる医療行為等、 を含むシステム全体を指すものであると

言えよう 」 と解釈している。 また宇沢（ 2010） 48はWHO のいう保健を医療い
う言葉と「 ほぼ同じような意味で用いられる」 と述べている。 このように「 保

健医療システム」 はわが国において国民が健康を維持するための医療提供の仕

組みであると捉えることができよう 。

本研究においては、 国家の健康のための医療の提供及び費用負担の仕組みを

示す語として「 保健医療システム」 を用いる。

4.1.2.医療法人の現状
わが国において、 医療法人は医療法を設立の根拠法とする民間資本の非営利

を目的とした組織である。 非営利とは営利を目的としないことであり、 非営利

法人とは、 剰余金の配当が認められていない組織のことを指す。 医療法人は医

療法第 54条において剰余金の配当禁止が明言されている。以前から、医療法人
の解散時と退社時の財産請求権が実質的な剰余金の配当に当たる可能性がある

と問題視され、2008年の医療法改正により剰余金の配当の禁止規定が厳密とな
った。それ以降は持分49の有る医療法人の開設は不可能となった。そして現在、

医療法改正以前に設立された医療法人には経過措置型医療法人として従来通り

の取り扱いとなっている。 現在も多く の医療法人には持分が存在し、 持分有の

医療法人が 2015年時点で総数に対して 83.1％を占める。（ 表 14）
わが国における医療法人数は、 出資持分の有る法人の新規設立ができなく な

45 W H O(2000)「 The W ORL D H E A LT H REPORT 2000」 p5
46 厚生労働省（ 2015）「 保健医療 2035」

ht tp: / / w w w.mhl w.go.j p/ sei sakuni t sui te/bunya/ hok abuny a/shak ai hoshou/hok eni r you2035/、
2015 年 11 月 30 日アクセス、 など

47 佐藤敏彦（ 2003）「 特別企画「 快適医療システムの創成」 ： 保健医療システム評価に関
する最近の考え方」 、 『 北里医学 33(6)』 北里医学会 pp343-345

48 宇沢弘文・ 鴨下重彦 編（ 2010）『 社会的共通資本としての医療』 東京大学出版会
49 医療法附則（ 平成一八年六月二一日法律第八四号） 10 条の三において、 持分
とは「 定款の定めるところにより、 出資額に応じて払戻し又は残余財産の分

配を受ける権利をいう 」 と定義されている。
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って以降、 2008年時点の数をピークとして、持分有の医療法人数が増加するこ
とは当然無い。また国も持分無しの医療法人への移行を進めていることもあり、

減少している。 しかし現在の数からみて、 移行が円滑に数多く 進められている

とは言い難い。

わが国における医療法人は財団として又は社団として開設されたものがあり、

社団として開設したものには出資持分の有るものと無いものがある。

本研究においては医療法人の非営利性を主題としている。 主として社団であ

り出資持分の有る医科の診療所または病院を経営する医療法人を研究対象とし

ている。

医療法人の現状に至る背景を以下に述べる。 従来、 医療法人の開設の動機と

して、 所得税の超過累進税率と法人税の税率の差が生じた場合に法人化したこ

とが開設理由の一つとして挙げられる。 また厚生労働省（ 旧厚生省） の医療法

人開設の際の定款例50において、「 社員資格を喪失した者は、その出資額に応じ

て払戻しを請求することができる」、「 本社団が解散した場合の残余財産は、 払

込済出資額に応じて分配するものとする」 と明記されていた。 このような背景

から、 医療法人は多数開設され、 わが国における医療機関の経営主体の中で重

要な役割を担うに至った。

わが国における医療法人の開設、経営による医療施設の現状は表 15 に示すと
おりである。 この他に開設主体としては国や地方自治体などの公的機関、 個人

などがある。 わが国の病院の半数以上、 一般診療所においては個人開設の診療

所に次ぐ数が医療法人による開設、 経営となっている。

4.1.3.医療法人制度改革における持分に関する議論
2003年時点、 厚生労働省「 これからの医業経営の在り方に関する検討会」
（ 2003） における最終報告書 で、「 内部留保金が出資額に応じて分配されるこ
とがあることを事実上の利益配当と評価しうるかは、 尚、 議論の余地がある。」

としていた。

その後 2005 年に、 厚生労働省の「 医業経営の非営利性等に関する検討会」
（ 2005） 51において、「 医療法人制度については、 (1)  様々な手段を通じて事実

50 昭和３ ２ 年１ ２月総第４ ３ 号茨城県衛生部長宛厚生省医務局総務課長回答

により、 「 退社社員に対する持分の払戻は、 退社当時当該医療法人が有する

財産の総額を基準として、 当該社員の出資額に応ずる金額でなしても差し支

えないものと解する」 と通知したことをはじめ、 2007 年の医療法改正まで、
厚生労働省（ 旧厚生省） の社団医療法人の定款例には退社時の持分に応じた

財産請求権を認める規定と、 解散時の残余財産が出資者に帰属する規定があ

った。
51 「 医業経営の非営利性等に関する検討会」（ 2005）『 医療法人制度改革の考え
方～ 医療提供体制の担い手の中心となる将来の医療法人の姿 ～』厚生労働省



57 

上の配当を行っているのではないか、 (2)  医療法人の内部留保を通じて個人財
産を蓄積し、 社員の退社時にまとめて剰余金を払い戻すことによって、 事実上

の配当を行っているのではないか、(3)  いわゆるＭＳ法人52などの営利法人に利

益を移転することによって事実上医療法人の経営が営利を目的としたものとな

っているのではないか、 といった指摘」 があることを認めている。

「 医業経営の非営利性等に関する検討会」（ 2005）において議論されているこ
ととして、医療法人は「 医療の永続性」 を保つために制度化されたこと、「 出資

持分に応じた払い戻し」 の解釈として出資した金額ではなく 、 最高裁の判決か

ら認められたことがある。 また過去の厚生労働省の定款例にそのような規定が

あるなど、 厚生労働省も認めていた53。 同様に、 税法上、 医療法人の出資持分

は利益を得ることのできる価値のある財産権として判断される。 この議論にお

いて、 厚生労働省（ 旧厚生省） により、 残余財産を持分に応じて規定すること

を認容していたこと、 税制によって持分が株式会社の株式と同様にみなされる

ことを踏まえ、 最終報告書では「 退社時の医療法人の有する財産の総額を基準

とするに至っては、 配当禁止に抵触するのではないかとの疑念」 という表現と

なっている。 この疑念について、 厚生労働省に対して、「 昭和 25年の医療法人
制度創設時に立ち返り、 今一度「 営利を目的としない」 との考え方を再確認」

し、「 このような疑念が今後起こらないよう対応するべき」 としている。

しかしながら同報告書では剰余金の「 取扱いを見直す際には、 長年の経過の

蓄積という実情を踏まえた上で行うべきであり、 都道府県や医療関係団体に周

知するなど、 その実態に応じた適切な対応をとるべきである」 と述べ、 その後

の 2007 年の第５次医療法改正後においても経過措置型医療法人として持分有
の医療法人が継続して存在することとなった。

52 M S（ M edi cal  Serv i ceの略） 法人は一般的に用いられている俗称であり、厚生
労働省の医政発 0319 第 7号の通知「 医療法人会計基準について」（ 2014 年）
において注解 20① に示される「 関連当事者」により定められる、 関係法人（ 当
該医療法人の役員職員等が他の法人の意思決定機関の過半数を構成する場合

の他の法人、 他の法人の役員職員等が当該医療法人の意思決定機関の過半数

を構成する場合の他の法人、 当該医療法人と他の法人のいずれか一方が他方

の資金調達額の過半の融資（ 債務保証を含む。 ） を行っている場合の他の法

人又は当該医療法人と他の法人のいずれか一方が他方の意思決定に関する重

要な契約を有する場合の他の法人を言う ） 、 当該医療法人の役員及びその近

親者が支配している法人など、 と同義である。
53 昭和３ ２ 年１ ２月、第４ ３ 号茨城県衛生部長宛厚生省医務局総務課長回答に

より、 「 退社社員に対する持分の払戻は、 退社当時当該医療法人が有する財

産の総額を基準として、 当該社員の出資額に応ずる金額でなしても差し支え

ないものと解する」 と通知したことをはじめ、 2007 年の医療法改正まで、 厚
生労働省（ 旧厚生省） の社団医療法人の定款例には退社時の持分に応じた財

産請求権を認める規定と、 解散時の残余財産が出資者に帰属する規定があっ

た。
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このように医療法人の持分に関する厚生労働省の見解はあく まで、医療法 54
条の規定に違反しているかについては明言せず、「 医療の永続性・ 継続性」 のた

めの、 あく までもそのような疑念が生じないために「 非営利性の徹底」 を目指

すものである。 そしてその後厚生労働省主体の持分有医療法人の持分無への移

行が行われているが、 1.1.に示した通り、 いまだに持分の有る医療法人が多く
を占める。

また一方で、 2003 年には内閣府において「 株式会社等による医療機関経営の
解禁について」 という株式会社などの営利を目的とした組織の医療機関開設に

関する議論も行われているが、 結果として、 現在も営利を目的とした医療機関

の経営は医療法第七条の規定により禁じられている。

4.1.4.先行研究
先行研究においては医療法人の剰余金の問題、 持分に関する問題としては社

員が死亡した場合の相続税と、 社員の退社時の財産請求権が医療法人の継続性

に関するリスクとして指摘されている。 例えば伊藤（ 2013） 54では「 医療法人

の存続を脅かしている」 と指摘している。

医療法人のステークホルダーに関わる先行研究として、 松原ら（ 2004） 55は

ガバナンスを「 経営者に対する監視ないし規律づけ」 とした上で、 株式会社に

あっては「 株主が自己の投資した資産の最大化のため」 と述べている。 そして

「 誰のために」 が変われば、「 何のために」 が変わるとしている。その上で医療

法人のガバナンスに関する議論を行っている。 この中で、 ガバナンスの視点か

らみた医療法人の特徴として、 医療法人の出資に関して「 所有と経営は一体化

している」 と述べている。 また、 この研究においては一般的なステークホルダ

ーを消費者、 取引先、 金融機関を挙げている。 また松原ら（ 2004） は医療法人
のガバナンスの目的として、 医療法人は「 患者のために」 を第一義とすべきと

している。

これまでの医療法人のステークホルダーを考慮した研究においては、 このよ

うに医療法の目的から国民の健康のために患者の利益を考慮するというように

解釈されてきた。 つまり患者の利益のみを考慮すべきという論が主であるとい

える。 実質的に解散時、 退社時の出資持分に応じた利益を得る出資者などに関

して、 医療法人の収益や剰余金の実態やそこから生じる利害をどう捉えるかの

議論はほとんど行われていない。

医療のステークホルダーに関する研究において、 医療法人を特に取り上げた

54 伊藤伸一（ 2013）「 医療法人制度の変遷と課題」『 病院 Vol .72N o2』 医学書院
pp128-132

55 松原由美・ 田中滋（ 2004）『 医療法人のガバナンスについて』 厚生労働省資
料
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ものは数少ない。 医療機関全体のステークホルダーについて医療法の下に論じ

られる場合がほとんどである。 これまで医療の誰のために経営されるべきかと

いう観点の議論は患者の利益、 または将来の患者となり得る地域住民を主とし

て捉えて行われてきた。 これは医療機関全体の誰のためにあるべきかを捉えた

議論である。

しかし医療法人は他の医療の開設主体と異なり、 剰余金における財産権の存

在する法人である。

医療法人について、 解散請求権と退社時の請求権が存在していたことに関し

ての議論は行われていた。 しかし医療が非営利であることの必要性に関して、

松原（ 2004） 56では「 医療に普遍平等性を求める価値観が根強い」「 営利企業参

入による医療費高騰の可能性」「 情報の非対称性」 を挙げている。ここでは各先

進国において平等が重視される医療において、「 ミ ッショ ンの最大化を行動基準

とする」 非営利の方が「 利潤最大化を目的とする営利」 よりもふさわしいとい

う ことを述べている。 しかし現実に市場原理を医療に導入している国家がある

以上、 医療が非営利で経営されるべきという理由としてこれまでの議論は不十

分であるといえる。

これまで医療機関が非営利であることに関して、 医療法の規定以外に明確な

論拠があるわけではない。 2003 年には内閣府において「 株式会社等による医療
機関経営の解禁について」 57という株式会社などの営利を目的とした組織の医

療機関開設に関する議論も行われている。 結果として、 現在も営利を目的とし

た医療機関の経営は医療法第七条の規定により禁じられている。

また過去の厚生労働省の定款例にそのような規定があるなど、 厚生労働省も

認めていた。 同様に、 税法上、 医療法人の出資持分は利益を得ることのできる

価値のある財産権として判断される。

このようにわが国の医療の開設主体の中でも特殊な医療法人を他の法人と同

様に論じるだけでは不充分であるといえる。

4.2.医療の位置づけ

4.2.1.「保健医療システム」に関する議論
宇沢ら（ 2010） 58は日本の国民皆保険制度を「 社会的共通資本としての医療

を具現化しようとするものであった」 と述べており、 医療費抑制政策以前の状

56 松原由美（ 2004）「 非営利性の浸食が想定される現象および局面について」『 医
療法人のガバナンスについて』 厚生労働省資料ｐ ｐ 42-66

57 内閣府（ 2003）「 株式会社等による医療機関経営の解禁について」 第６ 回ア
クショ ンプラン実行ＷＧ 議事概要

58 宇沢弘文・ 鴨下重彦 編（ 2010）『 社会的共通資本としての医療』 東京大学
出版会
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況を「 理想に近い状況」 としていた。 日本の医療制度の基本的特質を宇沢ら

（ 2010） は、 国民皆保険制度、 フリーアクセスなどとしている。 国民皆保険制
度は「 すべての国民」 が原則として「 何らかの公的医療保険によってカバーさ

れている」状況である。またフリーアクセスとは「 すべての国民が原則として、

開業医、 あるいは病院を自由に選ぶことができる」 ことである。 このような仕

組みが、 日本においては公的な政策としてなされてきた。

諸外国においては、 市場原理が医療においても導入されている場合がある。

例えばアメリカにおいては、 医療の市場化から生じる問題が従来から指摘され

ている。 田村（ 1993） 59においてはアメリカ方式を「 医の民営化」 と称してお

り、日本などの国家が医療を保障する方式を「 医の社会主義化」と称している。

アメ リカにおける公的医療保険は高齢者と低所得者に限定され、 それ以外の利

用者は民間の医療保険を利用することとなるが、 溜箭（ 2007） 60によれば、 企

業が雇用者に医療扶助を提供しきれていないなどの問題が生じていると指摘さ

れている。

国民皆保険制度に代表されるわが国の医療は杉岡（ 2010） 61曰く 「 W H O の総
合評価で最も優れて」、「 誰でも平等に」、「 どこでも患者が希望する医療を受け

られるという点では理想的」 な形態を維持していると述べている。

これはW H O（ 2000）「 T he W ORL D H EA LT H REPORT 200062」において、

当時、 日本が健康に関する総合評価が 191 “か国中１位、 heal th system
per f ormance” の総合評価が 10 位であったことが世界から評価されているとい
う ことの理由であると推測される。 この調査は行われてから年月が経過してい

るが、 以後に同様の調査が行われていない。

それに対して西沢（ 2015） 63のように、 日本の医療費は公表値よりも高いと

する意見もある。 しかし西沢（ 2015） に述べられているように、 社会保障制度
は各国によりことなることから、「 総保健医療支出は、本来、その対 GD P 比を
小数点一桁まで国際比較できるほど精緻なものではない」 といえる。 また西沢

（ 2015） に用いられている〝OECD  H eal th Stat i st i cs 2015 ″ において、 最も総保
健医療支出が高い国家はアメ リカであり、 西沢（ 2015） は市場原理の導入が医

59 田村貞雄（ 1993）「 医療サービスの自由化と市場化の相違」『 早稲田社会学研
究第 46 号』 pp. 21-44

60 溜箭将之（ 2007）「 アメ リカの医療法人： 病院・ 医師・ 公益性」『 立教法学 74』
pp. 43-82

61 杉岡洋一（ 2010）「 医に対する人間的、 社会的信頼を如何にして取り戻すか」
『 社会的共通資本としての医療』 東京大学出版会 pp. 287-304

62 W H O(2000)「 T he W ORL D  H E A LTH  REPORT 2000」 ｐ 153
63 西沢和彦（ 2015）「 日本の医療費は公表値よりさらに高い～OECD ‘ H eal th 

Stat i st i cs 2015 ’ ≪の検証～」 日本総研リポート 税・ 社会保障改革シリーズ

N o.22 w w w.j r i .co. j p/ f i l e/ repor t / researchf ocus/pdf /8401.pdf、 2015年 11月 30日ア
クセス
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療について効果的とした研究ではない。

医療の方向性について、 このような議論が生じるのはわが国において高齢化

の進展もあり、 医療費などの面でわが国の「 保健医療システム」 が継続できる

かについて危惧が生じているのが現状である。 しかし現状として、 わが国は国

民皆保険制度、 フリーアクセスを公的な仕組みとして維持している状況にある

といえる。

4.2.2.社会的共通資本の観点による医療法人の持分の問題点
宇沢ら（ 2015） において論じられている社会的共通資本とは「 一つの国ない
し特定の地域が、 ゆたかな経済生活を営み、 すぐれた文化を展開し、 人間的に

魅力ある社会を持続的、 安定的に維持することを可能にするような自然環境や

社会的装置」 である。 社会的共通資本の管理、 運営は「 決して市場的基準、 あ

るいは官僚的基準によって決められるべきものではなく 」、「 ゆたかな社会を形

成するという視点で行わなければならない」 としている。

この中で宇沢（ 2015） 64は医療を教育と並んで社会的共通資本において「 重

要な構成要素」 としている。 その上でわが国の近年の医療費抑制政策に疑問を

投げかけ、 官僚的に管理することではなく 「 職業的専門家によって、 専門的知

見と職業的倫理観にもとづいて管理、 運営されなければならない」 と述べてい

る。 つまり医療の専門家が国民への保健・ 医療の提供を判断すべきと提唱して

いる。 また、 日本の医療従事者が他の先進国と比較して報酬などで不遇な状態

で高水準の医療を提供してきた背景を述べている。 宇沢（ 2015） は「 国民経済
全体にとって利用しう る希少資源の量は限られている」と述べ、医療制度は「 社

会的基準」 に「 基づいて運営されなければならない」 と述べている。

宇沢（ 2015） の論に基づき医療を社会的共通資本として捉えた場合、 医療制
度の安定のために医療従事者に充分な「 勤務」 による報酬が必要であると捉え

られる。この場合、「 出資」による利益とは異なるものである。また、宇沢ら（ 2015）
においては医療への市場原理の導入を否定している。

社会的共通資本として医療を捉えた場合、 医療機関の安定のために充分な収

益性と医療従事者の報酬があることが必要であると解釈できる。 しかし、 医療

法人においては持分により、出資により得られる財産権が存在している。また、

出資者は医療従事者である必要はない。 出資により得られる財産権や利益は医

療の安定や継続のためのものとはいえず、 わが国の医療が社会的共通資本とし

ての医療という方向性を目指した場合には問題となる個人が出資により得られ

る利益であるといえよう 。

64 宇沢弘文（ 2015）「 社会的共通資本としての医療を考える」『 社会的共通資本
としての医療』 東京大学出版会 pp. 17-36
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4.2.3.医療におけるステークホルダー
現在、 原則としてわが国では医療機関は営利を目的とした組織が開設、 経営

することはできない。 わが国において、 国民皆保険制度をはじめとした医療制

度や保健医療システム全体を事業と捉えるならば、 保険料や税金によりシステ

ムが運営されている以上、 出資者は納税者、 社会医療保険の被保険者と捉える

ことができる。

医療の非営利性が論じられる場合、 その収益性は医療の継続的提供のために

論じられている 65。 その収益性に関しては、 継続性が危うい、 つまり採算性の

ない場合について問題視される場合が多い。 不採算であるがゆえにその継続性

に課題が指摘されているものとして、 例えば不採算医療66などがある。

医療法人の中にも、 債務超過で継続性が担保されていないものもある。 しか

し 4.1.において詳述するが、 全体として純資産額は増加している。
また 1.1.で前述したように医療法人においては、 増加した純資産を持分に応
じて清算時に分配、また請求権を有する場合のある法人、経過措置法人として、

持分の有る医療法人の割合が多いのが現状である。

4.3.本研究におけるステークホルダー

一般的に事業は資本を募り、 それをモノやサービスに変え、 それによって得

た資金を、 営利法人であれば出資者に配当し、 配当しなかった部分を資本に変

えるというサイクルで行われる。 これは非営利の組織体においても出資者へ配

当を行わないこと以外は同様であるといえよう 。 ステークホルダーの捉え方と

して、 医療法人の場合、 非営利を目的とする法人である。 一方で、 出資持分と

解散時及び退社時の実質的配当が行えることによって、 医療法人の出資者をス

テークホルダーとして捉えるべきかの議論が曖昧なままであるといえる。

企業がだれのものかに関する議論に関して、 吉森（ 2012） 67によれば「 決着

はまだついていない。」 と述べている。 しかしステークホルダーを捉える際に、

組織や企業が、 何のために、 どのように存在するかという 、 組織の在り方、 目

的から捉えることが一つの観点であるといえる。 そして同じく 吉森（ 2012） で

65 厚生労働省（ 2003）『 医療提供体制の改革のビジョ ン』 、 など
66 わが国において「 不採算医療」 の定義は曖昧である。 ただし、 一般に医療に

おいて採算性が低いとされる分野を「 不採算医療」 という場合がある。 厚生

労働省（ 2005）「 医業経営の非営利性等に関する検討会報告書」において、「 公
益性の高い医療に関する考え方」 及び「 現時点で考えられる公益性の高い医

療」 の枠組みの提示がある。 現時点で考えられる公益性の高い医療」 とは「 休

日診療、 夜間診療等の救急医療」 、「 周産期医療を含む小児救急医療」 、「 へ

き地医療・ 離島医療」 などである。
67 吉森賢（ 2002）「 欧米の企業統治と日本への意義」『 医療と社会 Vol .11
（ 2001-2002） N o.1』 公益財団法人 医療科学研究所 pp3-29
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は、 企業統治を下記のように定義している。

1、 企業はだれの利益のために経営されるべきか
→ 企業概念
2、 経営成果をだれが、 いかに監視すべきか
→ 経営監視
3、 経営者の業績にいかに報いるべきか
→ 報酬と起業家精神
企業をはじめとした組織が何を目的とし、 またその求められる役割、 責任に

よってステークホルダーの捉え方は決定されるといえよう 。 そこで本研究では

医療法人の目的、 役割、 その収益の状況に着目し、 考察した。 本研究では、 医

療法人の目的を吉森（ 2012） の企業統治の概念による観点から捉える。一般的
な企業の場合、 その利益から出資者への配当を行うことが大きな目的の一つと

してあり、 それゆえにステークホルダーとして第一に挙げられるのが出資者、

株主である。 しかし非営利組織のステークホルダーの場合、 谷口（ 2012） 68で

は「 営利組織と非営利組織のステークホルダーの決定的な相違点を上げるとす

れば、非営利組織には、営利組織に存在する株主（ または出資者） がないこと」

と述べている。

このように非営利を目的とする組織においてステークホルダーの捉え方が統

一的であるといえないのが現状である。 また医療法人を非営利組織と捉えるか

も曖昧である。

そこで本稿では日本における医療の位置づけ、 医療法人の現状から医療法人

のステークホルダーを捉えることを試みる。

4.4.医療法人のステークホルダーに関する検討

4.4.1.医療法人の収益構造
わが国の医療法人の保険診療における負担構造に関して着目すると、 厚生労

働省（ 2014） 69によれば、 2011年度の国民医療費の負担構造、 つまり保険診療
における負担の割合は 12.3％が患者負担、 38.4％が国や自治体などの公費、
48.6％が被保険者とその事業所の負担である。保険診療からの収益の 87％は患
者、 つまり消費者が負担しているものではなく 、 公的な仕組みから得られる収

益という ことになる。

次に医療法人の収益構造に関して、 厚生労働省が実施した社会保険診療を行

っている医療機関に対して行ったものであり、 地域などを層化しそれぞれの抽

68谷口直子（ 2012）「 非営利組織の評価と知識支援に関する一考察」『 社会科学
雑誌第 5巻』 奈良学園大学社会科学学会 pp269-287

69厚生労働省（ 2014）『 我が国の医療保険について』
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出率で無作為抽出した『 第 19 回医療経済実態調査』（ 2012 年度の調査） におい
て病院、抽出率 1/3（ 回答率 54.5％）、一般診療所、抽出率 1／20（ 回答率 50.6％）
を対象として行われたものの数値を用いて試算する。 この調査において医療法

人が経営する医療機関の収益は対象施設 740 の一施設当たりの医業収益は 15
億 1281 万円である。このう ち、保険診療、公費による診療以外の収益は、特別
の療養環境収益 1644 万円（ 1.0％）、入院に関する医業収益のうち、保険診療に
対してその他の診療収益 1988 万円（ 1.2％）、外来診療の保険診療に対してその
他の医業収益 1014 万円（ 0.6％）、その他の医業収益 4970 万円（ 3.1％）である。
保険診療による収入は 94％程度となる。
同様に医療法人が経営する医科診療所では、 施設数 862 の一施設当たりの医
業収益は 1 億 6083 万円であり、そのう ち保険診療・ 公費診療に対してその他の
医業収益は一施設当たり 2257 万円（ 14.0％） である。 つまり 86％程度は保険
診療から収益を得ていることとなる。

さらに、 藤森（ 2013） 70において、 病院を経営する医療法人の登記簿調査か

ら純資産総額は増加していることが示されている。

また大内ら（ 2011） 71において、 宮城県の医療法人の剰余金が増加し、 蓄積

していること、 経営する診療科や診療内容によって、 １ 年当りの剰余金蓄積額

に差がある可能性が示されている。 つまり個々の医療機関の努力による要因以

外によって収益性に差異が生じている可能性が指摘されている。

医療は診療報酬制度によってその値段が公的に設定されている。 また個々の

医療法人の収益の大きな部分が本項に前述したように公的な仕組みから得てい

る以上、 個々の独立した組織がその努力により収益を得ている部分よりも制度

や周辺環境によるところが大きいのではないかと推測される。 そのような状況

から鑑みると医療法人を公的な「 保健医療システム」 の一部として捉えること

が可能であると考えられる。

4.4.2.医療法人のステークホルダー
出資持分の有る医療法人の捉え方として、 税法などで位置づけられる普通法

人と同様と捉えた場合と「 公的な保険医療システム」 の一部と捉えた場合にど

のような齟齬が生じるかについて検討を行う 。

本研究では、表 16 に印南（ 1999） 72の組織の利害関係者とその貢献・ 誘因の

考え方を示し、 用いた。 印南（ 1999） においては、 いかなる組織も存在価値、

70藤森敏雄（ 2013）『 全国調査からみた医療法人の経営戦略』 創成社
71大内健太郎・ 坂本眞一郎（ 2011）「 利益剰余金に着目した医療法人経営に関す
る研究： 宮城県における人工透析の収益性」『 経営会計研究 N o15』 日本経営会
計学会 pp65-77

72印南一路（ 1999）「 すぐれた組織の意思決定～組織をいかす戦略と政策～」 中
央公論新社
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存在理由は「 広い意味で社会に貢献すること」 としながら、「 利害関係者全員が

合意できる組織の究極的な目的」 として、「 組織が存続し続けること」 を挙げて

いる。 また「 利害関係者はなんらかの形で組織に貢献し、 組織から誘因を提供

される」 としている。「 利害関係者は誘因と貢献を比較して、この組織に参加す

るか否かを決定する」 としている。

もし医療法人を企業と同様にとらえ、 利害関係者を捉えた場合、 顧客を患者

と置き換えれば、 ほぼ同様にこの表の貢献と誘因が成立すると考えられる。 し

かしながら、 わが国の医療については 4.2.1.において前述したように、 社会的
共通資本として捉えられるような公的な仕組みの中で行われている。

このわが国の「 保健医療システム」 においては、 公費負担医療と社会保険診

療、 税金と健康保険の被保険者による保険税などが含まれている。 そして医療

法人の収益の大きな部分がこの公的なシステムから得ていることは 4.1.におい
て前述したとおりである。 つまりそのようなわが国の「 保健医療システム」 と

いう事業においては納税者である国民と社会医療保険の被保険者がステークホ

ルダーであるといえる。

納税者たる国民がこの「 保健医療システム」 に期待することは医療の継続や

適切な医療サービスであろう と推測される。 また被保険者についても同様であ

るといえる。 この場合、 個々の医療機関の継続について、 その地域の医療機関

が無く なるリスクが小さいことはもちろん誘因として必要であろう 。 しかしそ

れに加えて、 自身が負担した税金や保険税などが効率的に運用されること、 医

療全体が継続することを誘因として求めると考えられる。 わが国の公的な「 保

健医療システム」 は政策により設定されている。 社会保険診療の場合、 患者個

人の負担は経済状態や年齢によって異なるが多く ても診療料の 3割である。 7
割以上を負担する納税者や社会保険の被保険者の多く は個々の医療法人からの

誘因を提供されるわけではなく 、「 保健医療システム」全体から提供される誘因

であり、 費用負担という貢献であると考えられる。

もし、「 保健医療システム」からの貢献と誘因の均衡が足りないと判断すれば、

政治参加によって、 もしく は国を変更するという手段で組織に関与しないこと

を選択するわけである。 患者自身は貢献と誘因を比較して個々の医療法人の組

織に関与するかを選択するが、 納税者や社会医療保険の被保険者はどの医療法

人に支払うかを選択できるわけではない。

従って、 医療法人の収益の大きな部分を得ている「 保健医療システム」 にお

いて、 費用を負担しているステークホルダーたる納税者や社会医療保険の被保

険者に対する誘因として、 自身が負担した費用が効率的に医療の安定や継続の

ために使われることと、 医療法人における所有者（ 出資者） が財務的報酬を受

けることは相反すると考えられる。

わが国の医療全体を鑑みれば、 不採算医療など採算の面から問題が指摘され
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る分野に効率的に費用が分配され、 医療全体の継続性が向上することを納税者

や社会医療保険の被保険者は求めると考えられる。それゆえに、大内ら（ 2011）
73に示されているように、 収益性に差異が存在し、 収益性の高い診療がある一

方で、 不採算医療などの採算性の面から医療の継続性が危惧されているような

分野がある現状は望ましく ないと考えられる。

4.5.医療法人の課題の検討

4.5.1.医療法人は誰の利益のために経営されるべきか
次に本研究で示したステークホルダーの観点に基づき、 吉森（ 2012） 74の企

業統治の定義の観点から医療法人の在るべき方向性を検討する。

原ら（ 2004） 75は医療法人を一般的な企業におけるステークホルダー論から

医療法人に適用できる代表的なステークホルダーとしての消費者、 取引先、 金

融機関を挙げている。 さらに患者を医療の第一義のステークホルダーとすべき

と述べている。 それに加え医療法の目的から患者、 国民、 本研究で示した納税

者、 健康保険の被保険者がステークホルダーといえる。 そしてわが国の国民は

国民皆保険制度によって被保険者として、 また国庫負担も納税者の負担である

こと考えれば「 保健医療システム」 全体を事業として捉えられる。「 保健医療シ

ステム」 のステークホルダーである納税者や健康保険の費用の負担という貢献

に対して、 被保険者の求める誘因を提供する必要があるといえよう 。

現状の持分の有る医療法人においては純資産が増加するという ことが個人に

帰属する財の増加を示している。 納税者や保険料を負担する被保険者からみれ

ば、 その負担は自分たちの疾病の治癒や健康を保障するために負担しているの

である。 より高度な医療のために投資される部分や、 医療の継続・ 安定のため

に使われる部分は国民というステークホルダーの利益となる。 しかし医療法人

の剰余金は相続時に相続税負担の大きさから事業継承問題が発生し、 継続・ 安

定にリスクをもたらす場合もある。

医師などの勤労の対価としての報酬は医療の質の確保のために、 育成のため

の学習や時間への対価となる。 それによって優秀な人材の確保につながる。 ま

た、 個人の勤労への報酬は所得税という形で国家に還流する。 所得税の税率は

超過累進税率により担税力に応じて納税することとなる。しかし法人税の場合、

73 大内健太郎・ 坂本眞一郎（ 2011）「 利益剰余金に着目した医療法人経営に関
する研究： 宮城県における人工透析の収益性」『 経営会計研究 N o15』 日本経
営会計学会 pp65-77

74 吉森賢（ 2002）「 欧米の企業統治と日本への意義」『 医療と社会 Vol .11
（ 2001-2002） N o.1』 pp3-29

75 松原由美・ 田中滋（ 2004）『 医療法人のガバナンスについて』 厚生労働省資
料
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税率が一定であり、 単年度で計上した利益が大きく なれば蓄積する金額も大き

く なる

現状としてわが国の持分有の医療法人はわが国の「 保健医療システム」 のス

テークホルダーたる納税者、 健康保険の被保険者の利益のためのあるべき方向

性と実情には乖離があるといえよう 。

また近年の医療法改正により新規の持分の有る医療法人の設立は不可能とな

ったとはいえ、 経過措置法人として継続している持分有の医療法人が未だ大き

な割合を占め、 また蓄積する剰余金は個人に帰属する状況が継続していること

からいまだ課題が存在しているといえる。

4.5.2.医療法人の経営成果をだれが、いかに監視すべきか
医療法人は開設の許可を都道府県、 都道府県にまたがる広域医療法人は厚生

労働省が出す。 わが国の医療の目的として患者、 国民の利益のために地域の医

療の提供を管轄行政庁の責任にて行う形式といえる。 そして現在、 医療法人の

経営成果の報告は、 管轄行政庁における事業報告書の開示にて行われる。 この

事業報告書は管轄行政庁にて閲覧が可能である。そして 2014 年には医療法人会
計基準が公表された。

しかしながら、 これまで、 医療法人の経営は継続性に着目し論じられてきた

ため、 経営の安定性を示す財務諸表の開示に留まっている。 納税者や社会医療

保険の被保険者の利益のために適切な経営がなされているかを示すものではな

い。

より納税者や社会医療保険の被保険者の利益のために、 適切な経営及び情報

開示、 その監視がなされる必要があると考えられる。

4.5.3. 医療法人の経営者の業績にいかに報いるべきか
本研究において、個人の財として、無目的に蓄積する医療法人の剰余金は「 わ

が国の保健医療システム」 のステークホルダーの利益と相反する可能性がある

ため、 解消していく 必要があると考えられた。

従って、 医療法人においては経営者の業績に報いるならば、 剰余金から得ら

れる財産によってではないことが望まれる。 その場合、 勤労の対価としての報

酬である役員報酬として報いることが適切であるといえる。

経営者の報酬に関連する制度として医療法のみならず、 法人税、 相続税のよ

うな税法がある。 このそれぞれの法制度の医療法人の位置づけが異なることが

現状の課題を生じさせている一因と考えられ、 課題の解消には税法に関連する

問題も合わせて解消していく 必要があると考えられる。

この問題を解消するためには、 法人税において株式会社のような営利法人と

同様の過大役員報酬の損金不算入という医師個人の勤労報酬を制限するような
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規定の適用について見直しを考慮する余地があると考えられる。 また剰余金の

問題の軽減・ 解消のために無目的に過大に蓄積する医療法人の剰余金に対して

留保金課税の導入を検討するといった方策が考えられる。

そして、 剰余金の蓄積、 個々の医療法人においてその収益性に差異が存在す

ることも改善すべきであると考えられる。 大内ら（ 2011） 76において医療法人

には収益性の差異が個々の経営努力や専門性以外の要因によって存在する可能

性が示唆されているが、 医療において儲からない診療が必要性に乏しい診療と

はいえない。

患者、 国民の利益のためには確保する必要があるが収益性の低い診療という

ものが存在すると推測される。 また、 経営の安定・ 継続に必要な分の内部留保

の額、 増加額にも差異が生じていることが推測される。

収益性の高い医療を行っている医療法人と収益性の低い医療を行っている医

療機関において、 勤労報酬がその個人の努力や能力に応じたものとなるよう 、

収益性の調整を行う必要があると考えられる。 現状として収益性の差異が存在

する可能性がある以上、 診療報酬改定のみによる収益の調整だけでは不充分で

あるといえよう 。 そのために留保金課税のような公的な「 保健医療システム」

への資金の回収と再分配を考慮することが一つの方策であると考えられる。

4.6.小括

わが国の「 保健医療システム」 は国民の健康を国家が保障するものとして位

置づけられており、 公的な仕組みによる部分が大きい。 そのような日本の医療

において医療法人は大きな役割を担っているが、 その中に出資持分のある医療

法人が数多く 存在している。

本研究ではこれまで明確となっていない医療法人のステークホルダーに着目

し、 わが国における医療の社会的共通資本としての位置づけ、 医療法人開設の

根拠法である医療法の目的、 医療法人の収益の実態から医療法人のステークホ

ルダーの枠組みの明確化を試みた。 医療法人においては一般的な組織において

いわれる債権者、 従業員というステークホルダーに加え、 先行研究で第一のス

テークホルダーと捉えるべきとされる患者、 医療法の目的から患者と国民と捉

えられる。加えて医療法人は収益の多く の部分を診療報酬制度という公的な「 保

健医療システム」 から得ている実態を明らかにし、 患者のみならず公費負担医

療制度、 国民皆保険制度の負担者である納税者、 社会医療保険の被保険者と解

釈できることを示した。 さらに医療法人の在るべき方向性を企業統治の観点か

76大内健太郎・ 坂本眞一郎（ 2011）「 利益剰余金に着目した医療法人経営に関す
る研究： 宮城県における人工透析の収益性」『 経営会計研究 N o15』 日本経営会
計学会 pp65-77
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ら検討した。

現状として、 わが国において民間資本で開業される医療法人は、 その収益の

多く を公的な「 保健医療システム」から得ている。従って、「 保健医療システム」

の一部であると捉えられる。わが国の持分有の医療法人に関しては、「 保健医療

システム」 のステークホルダーたる納税者、 社会医療保険の被保険者の負担し

ていることによる貢献と医療の継続のために効率的に運用するという求める誘

因が釣り合わず、 出資者の出資により得られる利益は「 保健医療システム」 の

ステークホルダーの利益と相反する可能性があることを示した。 経営者の業績

には勤労報酬として報いることが妥当といえ、 現状として医療法人制度には課

題が存在することを示した。 今後はその課題を解消するために制度の整備を進

めるべきであり、 改正の最中ではあるが、 現状では不充分であるといえた。

今後も医療法人の在るべき方向性を示すための研究を進めていきたいと考え

る。

医療法人制度はあるべき方向性と実態には乖離が存在し、 これを解消するこ

とがわが国の「 保健医療システム」 の継続・ 発展に資する可能性があるといえ

た。
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第5章 医療法人における課題の解消策
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第 5章 医療法人における課題の解消方策

5.1.医療法人の情報開示制度の課題とその解消方策の検討

5.1.1.医療法人の情報掲示制度の現状：.医療法人会計基準
医療法人会計基準は 2014 年に公表された。四病院団体協議会会計基準策定小
委員会（ 2014） によれば制定の経緯は下記のとおりである。

「 医療法人制度は、 平成１ ８ 年６ 月の第５ 次医療法改正により、 大きな改革

が行われ、 第５次医療法改正前の施設基準の援用（ 病院又は介護老人保健施設

を開設する医療法人にあっては、それぞれ原則として「 病院会計準則」又は「 介

護老人保健施設会計・ 経理準則」 に基づき作成された貸借対照表及び損益計算

書を提出するものとする。）により財務諸表を作成し、これを概括化した施設別

の様式を基礎として届出を行う 、 すなわち、 医療法人全体の財務情報という観

点ではないものとなってしまう という制度上の齟齬は無く なった。

一方、 施設基準の援用をやめた結果、 明確な会計処理基準が存在しないことと

なり、 医療法第５ ０ 条の２ を根拠として公正なる会計慣行を忖度して会計処理

をすることとなった。 この公正なる会計慣行としては法人税課税上普通法人で

あることと相まって企業会計の基準を取り入れざるを得ず、 表示基準たる様式

通知にも企業会計を前提としたものが取り入れられている。 近年企業会計は、

投資情報重視型に改定されており、医療法人会計基準が存在しないことにより、

医療法人に本来適合しないものまで、 企業会計の準用として取り入れられかね

ないという懸念が高まっている状況にある。 他方、 医療法人制度上の問題とし

て、「 会計基準もない法人」 という批判が今後の医療法人制度の論議に悪影響を

及ぼす恐れも懸念されるところとなった。

このような現状のもと、「 四病院団体協議会医療法人会計基準検討委員会会計

基準策定小委員会報告書」 を基本としつつ、 その後の状況の変化を踏まえて医

療法人の拠るべき会計基準を検討した。」

上記のように医療法人会計基準は「 状況の変化」 により、 公表された。 しか

し投資情報としての企業会計は医療法人にそぐわないことは明示しているが、

医療法人のステークホルダーが誰で、 どのような目的で利用するための情報か

に関しての記述はない。 この点に関しても医療法人の位置づけの曖昧さが理由

であると推測される。

5.1.2.医療法人の情報開示と制度上のステークホルダー
医療法人は 2008 年に事業報告書の提出が義務付けられ、 前述のように 2014
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年に医療法人会計基準が設定された。 医療法人の設立の根拠法である医療法の

第 1条にある目的が「 医療を受ける者の利益の保護及び良質かつ適切な医療を
効率的に提供する体制の確保を図り、 もつて国民の健康の保持に寄与すること

を目的とする。」とあることから、医療法上の医療法人のステークホルダーは患

者、 国民といえる。 また医療法第 54条の剰余金の配当の禁止があることから、
非営利性を有するものとして捉えられる。

しかし現状として、 持分及び残余財産の解散時の請求権が存在する医療法人

の設立は不可能であるが存続している。 逆に法人税法において営利法人と同様

に扱われる。 医療法人は位置づけが曖昧なことから、 出資者をステークホルダ

ーとして捉えるかどうかについても曖昧である。 また先行研究においてこれま

であまり議論されていない。

従って医療法人会計基準に関しても、 だれのためにというステークホルダー

に関する視点からではなく 、 これまでに無いという状況から設定されたもので

ある。 医療法人のガバナンスがどうあるべきかを考慮する上で、 医療法人のス

テークホルダーをどう捉えるかは重要な課題であると考えられる。

5.2.CSVの観点から医療法人を検討する必要性

現在、企業経営において、 CSV（ Creat i ng Shared Val ue:共有価値の創造） とい
う方向性が広がり始めている。これは三菱 U FJ リサーチ＆コンサルティ ング株
式会社（ 2015） 77によれば「 ビジネス収益と社会利益の同時達成をめざす概念」

である。また名和（ 2015） 78によれば「 経済価値（ Economi c Val ue） と社会価値
（ Soci al  Value） を同時に追求して実現すること」 と定義している。 この CSV
はM i chael  E.Porter らによって提唱され、社会とビジネスの共有価値を創造する
ための方向性である。 組織の目的は営利であっても、 非営利であっても組織の

存続であり、 ビジネスにおいては社会価値のある事業を行うことで、 非営利組

織においては経済価値を高めることで組織の継続性につなげるという考え方で

ある。

しかし医療法人は経済価値を高めることは医療の継続性を高めると同時に解

散時や退社時の持分に応じた財産請求の額も大きく なり継続性へのリスクも生

じる特殊な組織体である。 従って、 CSV による医療法人制度構築のためには、
医療法人の持分の問題の解消が必要となろう 。ただし、 CSV における社会価値
の測定の概念は現時点においても有益となる可能性があると考える。 わが国の

77三菱 U FJ リサーチ＆コンサルティ ング株式会社（ 2015）『 CSV アプローチでス
テークホルダーとのW I N -W I N 関係構築』 日科技連出版社
78 名和高司（ 2015）『 CSV 経営戦略～本業での高収益と、 社会の課題を同時に
解決する』 東洋経済新報社
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医療法人においてはこれまで述べてきたように、 直接診察などの利益を受けな

く ても診療料を負担している、 保健医療システムのステークホルダーたる納税

者や健康保険の被保険者の利益を考慮する部分が欠落していた。

厚生労働省も剰余金の過大な蓄積を公益性や非営利性といった医療法からの

原則論として問題視してきた。 しかし、 過大の基準が曖昧であった。 これは医

療法人の継続や医療のための発展に使用する内部留保と、 個人の財産権を増大

させるために蓄積した純資産の区別が困難であることが理由として考えられる。

そして、 医療法人会計基準の制定など情報開示も医療の継続性や経営の安全性

を示すための、 財務的な情報の開示に留まっている。

これまでの医療法人の財務報告では、 医療法人が行っている事業の社会的価

値は測定が困難であり、 医療の継続性や安定性、 医療の質の向上、 社会貢献な

どのわが国の「 保健医療システム」 のステークホルダーの利益につながる剰余

金なのか、 個人の財として蓄積しているだけなのか判別が困難である。

医療法人の価値を測定する上で、 財務情報のみの開示では不十分であると考

えられる。 そこで医療法人の社会的価値を測定し、 開示することで、 ステーク

ホルダーの利益について判断する基準となり得るといえよう 。 医療法人の情報

開示によりステークホルダーの利益につながっているかを判別するために社会

的価値の測定が有益と考えられた。そして CSV のアプローチでは、社会的価値
の測定を試みている。 そこで、 医療法人の評価にこの社会的価値の測定の技法

を導入することが、 わが国の医療法人情報開示の課題における解消策となる可

能性があると考えられた。

5.3.医療法人の剰余金問題の解消方策に関する考察

これまでの章で、 医療法人における収益性の差異に関して、 個々の経営努力

以外の要因が存在することを示した。国民に医療を提供する国家の立場として、

医療の継続性に関連する差異が医療を提供する「 保健医療システム」 上のエラ

ーとして存在することは制度として不完全なものであることを意味するといえ

よう 。

しかしながら、 診療報酬制度において提供する以前に収益性の差異を予測す

ることは困難である。 医療法人の剰余金には、 今後の医療提供のための積立、

医療提供の継続のための経営安定のための内部保留といった医療の継続的提供

のために必要であると解釈される部分もある。 しかし個人に帰属する残余財産

が収益性の差異のため蓄積し続けている部分が存在すると推測されることもこ

れまで論じてきた通りである。 そこで本章では、 診療報酬快適によって、 生じ

る医療提供システムのエラーによって蓄積する部分を国家として医療システム

の中に回収する方策を検討する。 その方式として留保金課税による回収が可能
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か検討を試みた。

留保金課税とは、 内部留保された利益剰余金を課税対象所得とみなし、 法人

税を課税するものであり、 現在のわが国の法人税法においては特定同族会社に

のみ適用されている税制度である。 現在、 特定同族会社においてはその必要性

が論じられており、 廃止も検討されている 79。

本研究の主たる対象である医療法人はわが国において、 民間によって出資、

経営されている法人である。 しかしながらわが国において医療は社会政策上の

公益80に位置づけられるものであり、 公益、 非営利な存在とされている。 その

在り方に関してはいまだに定まっていない部分があり、 論点が存在するのが現

状である 81。

医療法人に関する論点の一つに剰余金の問題がある。 医療法人は公益、 非営

利な存在であり、剰余金が過大に蓄積されるべきではないという指摘がある 82。

医療法人は残余財産の配当が禁止されており、 医療の継続性の確保、 つまり赤

字にならない経営状態を確保し続ければ剰余金が蓄積し続けることが推測され

る。 よって剰余金が過大に蓄積される問題は存在し、 尚且つ解消される方策は

見出されてはいない。

そこで本研究においては、 医療法人の剰余金の過大蓄積に関して、 問題を解

消するための一つの方策として留保金課税に着目し、 その導入の可能性を検討

することとした。

特定同族企業における留保金課税の導入の目的、 廃止が検討されている現状

と動向を整理し、 その上で医療法人の剰余金の過大な蓄積の解消策として、 医

療法人に対する留保金課税導入の可能性を検討した。 それによってわが国の今

後の医療制度を構築する上での知見の一端を示し、 わが国の医療制度の発展に

資することを目的とした。

5.3.1．留保金課税
5.3.1.1. 特定同族会社における留保金課税制度の目的
わが国において、 特定同族会社の留保金課税における対象である被支配会社

とは、「 会社の株主等（ その会社が自己の株式又は出資を有する場合のその会社

を除く 。）の一人並びにこれと政令で定める特殊の関係のある個人及び法人がそ

の会社の発行済株式又は出資（ その会社が有する自己の株式又は出資を除く 。）

の総数又は総額の百分の五十を超える数又は金額の株式又は出資を有する場合

79 経済社会の持続的発展のための企業税制改革に関する研究会「 中間論点整

理」
80 特定非営利活動促進法 別表
81 厚生労働省（ 2001～2003）「 これからの医業経営の在り方に関する検討会」
82 厚生労働省（ 2003～2005）「 医業経営の非営利性等に関する検討会」
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その他政令で定める場合におけるその会社」 83をいう 。 尚この場合の特定同族

会社の判定は会社に関して定められている規定であり、 医療法人には適用され

ない84。

特定同族会社の留保金課税は、「 法人税と所得税の税率格差による法人形態と

個人形態における税負担の格差是正（ 税負担の格差に起因する組織選択の歪み

の是正）と、間接的に配当支出を促進させる誘因としての機能を果たすこと（ 同

族会社における恣意的な内部留保の防止）」 85が目的とされてきた。

つまりいわゆる所得税の回避のための法人成りによる所得税と法人税の税率

格差による租税回避を防止すること、 利益剰余金を配当に充てさせることの促

進が特定同族会社における留保金課税制度の目的である。

5.3.1.2 特定同族会社における留保金課税制度の現状

しかし現状として特定同族会社の留保金課税には批判があり、 制度は廃止も

含めた検討が経済産業省中小企業庁、 事業承継・ 第二創業研究会「 事業体の継

続・ 発展のために、中間報告」（ 2001） などにおいてなされている。内容を抜粋
すると、「 中小企業の太宗を占める同族会社は、基本的に外部からの資金調達が

難しく 、 キャッシュフローに余裕がないことから、 内部留保を厚く することが

最大の経営基盤の強化策である。」 しかし「 自己資本充実のために一定水準を超

える内部留保をすると、留保金課税が課されることになる」と指摘されている。

さらに同報告においては「 一方で、 留保金課税制度を巡る情勢は近年大きく

変わっている。」 とも述べ、「 所得税の最高税率と法人税率の差は、 昭和 50 年
には 35%であったが、現在は所得税の最高税率は 37%、法人税率は 30%となっ
ており、 その差は７ %まで縮小している。」 よって「 既に、「 法人成り 」 による
所得税の租税回避を調整するという留保金課税の意味づけは根拠を失っている

と言えよう 。」 と指摘している。

また配当の促進について同報告においては、「 上場企業ならば別段であるが、

未上場の中小株式会社で主要株主が経営者であるような「 所有と経営が一致」

している企業に対して配当を促進し、 そこからの所得課税を求めることに、 ど

れほどの合理性があるのか疑問」 という記述もみられる。

このような指摘がある中で、特定同族会社に対する留保金課税は、 2007年か
ら資本金又は出資金が１億円以下の場合は課税対象外となるなど（ それ以前は

青色申告書を提出する特定同族会社のうち、 中小企業新事業活動促進法に基づ

き経営革新計画の承認を受けた中小企業は、留保金課税が不適用）、課税対象が

83 法人税法第 67条
84 法人税法基本通達 1-3-1
85 経済社会の持続的発展のための企業税制改革に関する研究会「 中間論点整

理」
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限定されており、 今後の廃止も含めた議論になっている。

5.4.医療法人

5.4.1 医療法人の剰余金

わが国における医療法人は、「 公益性」 を有する、「 非営利」 な存在として位

置づけられている。 しかし「 継続性」 として「 収益性」 を求められる存在でも

あり、 法人税法上は営利法人とほぼ同様の位置づけである。

わが国において、 医療法人をはじめとする「 非営利性を有する公益に位置づ

けられる法人」 に関する問題の指摘として、 2004年に公表された「 公益法人制
度改革に関する有識者会議報告書」 がある。 公益性を有する法人の営利を目的

とする法人と区別する相違点として、「 出資義務を負わない」、「 利益（ 剰余金）

分配請求権を有しない」、「 残余財産分配請求権を有しない」、「 法人財産に対す

る持分を有しない」 ことが挙げられている。

公益法人にふさわしい公益性を有する要件として、「 内部留保が過大でないこ

と」、「 株式保有等を制限すること」 が指摘されている。 医療法人のみに対する

問題として、利益余剰金に関しても厚生労働省（ 2005）「 医療法人の剰余金の使
途の明確化について」 において「 公益的事業を適切かつ継続的に行うため、 一

定の内部留保は必要であるが、 積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的と

する活動であれば、 本来単年度の収支において大幅な黒字を生ずるものでない

と考えられる。」 と指摘されている。

また「 こう した収支余剰の累積等に伴い、 本来公益的な事業に使われるべき

資金が、使われず法人内部に蓄積させるのは望ましく ない。」と指摘されている。

加えて「 適正な法人活動を制約しない範囲で、 将来の公益的事業の実施に必要

な範囲を超えて過大な資金等が留保されることがないよう 、 法人の実態等も踏

まえつつ、 適切な規律を設けることが適当である。」 と指摘されている。

しかし「 具体的な規律のあり方としては、 現行指導監督基準等による「 いわ

ゆる内部留保」 の考え方について、 例えば、 正味財産との関係にも留意しつつ

必要な見直しを行い、 できるだけ恣意性を排除した客観的な規律とすることが

望ましい。」 とされ、 適正な水準に関しては具体的には言及されていない。

5.4.2.医療の特殊性と剰余金の蓄積
医療法人は剰余金の使途が限定されるが、 法人税率は一般の営利企業と同様

であるため、 剰余金が蓄積し続けていく 可能性がある。 また一度蓄積した剰余

金は解散しない限り、 蓄積し続けることが推測される。 藤森（ 2013） 86によれ

ば、 わが国の医療法人で病院もしく は老健施設を経営する 5,809 医療法人にお

86 藤森敏雄（ 2013）「 全国調査からみた医療法人の経営戦略」 創成社
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いて、 2007年に登記簿によって調査した結果、 純資産額の合計が 3兆 5,788 億
円と述べている。ただしこの調査は一法人あたり 6.16 億円である。病院や老健
施設を経営する法人に限定しているため、 医療法人全体の平均を示していると

はいえない。

しかし医療法人においては、 剰余金の配当が認められないため、 利益剰余金

は発生すれば純資産として内部に留保される。 よって継続性、 安定性が高い医

療法人においては経年によって多額の内部留保が蓄積している可能性がある。

わが国における医療の特殊性として、 市場原理の適さない、 国民の健康を保

証するためのものとして位置づけられている点がある。 市場原理、 競争原理を

持ち込まないという ことの一端として、 診療報酬制度、 医療法第 4 条の広告規
制、 消費税法第 6条における非課税に医療が広く 認められている点が挙げられ
る。

5.5.医療法人における留保金課税導入の検討

5.5.1.留保金課税導入の目的の医療法人への適用の整合性
特定同族会社の留保金課税導入の目的として、 所得税の税率と法人税率の税

率の差を考慮した租税回避行為の防止、 株式会社であれば配当を促すという点

がある。

租税回避行為の防止という観点に関連して、 医療法人においても従来は法人

成りによる租税回避が理由となる医療法人設立があった。2007 年に医療法第 54
条の剰余金の配当を禁じる規定が厳格化されるまで解散時に出資持分に応じた

残余財産の帰属が可能であった。 これが事実上の配当であるという判断から医

療法第 54条の規定の厳格化となったが、それ以前の医療法人設立においては所
得税の税率と法人税の税率の差を考慮した租税回避の理由があったといえる。

現在においては、 今後設立される医療法人の残余財産は個人には帰属しない

ため、 租税回避行為の防止という観点は現在の医療法人の剰余金蓄積に関して

は適合しないといえる。

特定同族会社における留保金課税の株式会社等に関して配当を促進するとい

う観点に関して、 医療法人においては剰余金を配当することが認められておら

ず、 配当を促進するという目的は適合しない。

5.5.2.医療法人における留保金課税制度導入の検討
医療法人において、2007年の医療法改正によって解散時の残余財産の帰属先
は国かもしく は地方公共団体や医療機関に限定された87。 しかしながら特定同

族企業であれば株主に帰属する残余財産に関して、 配当という法人が存続して

87 医療法第 44 条
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いてもその蓄積した留保金、 すなわち生じた利益を社会に還流する手段がある

のに対して、 医療法人においては国や地方公共団体や医療機関に対して寄付を

行うことは可能であるが、 剰余金を減少することを促す方策がない。

留保金課税の導入に関して検討するうえで必要といえる議論は、 現在継続し

て存在する医療法人の経営の継続性、 国民に医療を提供する医療の質の向上に

必要な積立金を控除したうえで存在する余剰財産はどこに帰属するのかという

ことであると考える。 医療法人は設立時の出資は民間であり、 医療法人の最高

意思決定機関、 つまり経営責任はその出資者たる社員にある。 解散した場合の

残余財産は特別に定めのない場合は国、 定款に定めがある場合でも地方公共団

体もしく は限定された医療機関である。 設立時は民間による出資、 解散時は国

などに帰属する残余財産がどこに帰属するか、 解釈が分かれるといえる。

医療の収益の特殊性に限定して論じると、 医療経営における収益の多く を占

めるものとして、 公益である医療の継続性を保つための診療報酬制度によって

得られた収益がある。 診療報酬制度は公益に位置づけられる医療の安定的な供

給や発展のために存在するものであるが、 医療法人において、 安定し、 継続性

を確保した経営ができている場合、 剰余金が蓄積していく ことが推測される。

政策によって発生する残余財産に関して、 帰属先を国と解釈するのは、 この側

面からのみみれば妥当であるといえよう 。 帰属先を国と解釈した場合に、 医療

法人に留保金課税を導入することは一つの方策である可能性があると考えられ

た。

特定同族会社への留保金課税の目的や問題点は医療法人に関して適合するも

のではない。しかし藤森（ 2013） 88において示されている 2007 年時点の病院ま
たは老健施設を保有する 5,806 法人の合計純資産額が 3 兆 5,788 億円であるこ
とが示されている。 また本研究第 1章において、 宮城県における 559法人の開
設から 2010年時点の医療法人の1年当りに蓄積する剰余金の 1法人当りの平均
が 966万円であることが示されている。 このような状況から、 医療法人には剰
余金が発生し、 年々蓄積していると考えられた。

本研究により、 その蓄積する剰余金が個人の財として蓄積することは問題で

ある可能性が指摘されたことから、 医療法人の剰余金を減少させる方策を講じ

る必要があるのではないかと考えられた。 医療法人は剰余金の配当は残余財産

と同じく 国や地方公共団体、 医療機関への寄付は行う ことができる。 そのよう

な剰余金の活用を促進すること、 留保金の過大蓄積の抑制策として、 留保金課

税の導入は有効である可能性がある。

また特定同族会社の留保金課税においてはその継続性や発展性を損ねること

が問題点として指摘されているが、 医療法人に求められるのは医療を国民に安

定的、 継続的に供給することであり、 発展性はそれほど求められないといえよ

88藤森敏雄（ 2013）「 全国調査からみた医療法人の経営戦略」 創成社
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う 。 もちろん経営の安定性、 継続性は確保されるべきであるが、 その範囲内で

ならば、 留保金課税の導入は問題を生じさせないと考えられた。

5.6小括

本研究では、 医療法人の過大な剰余金の内部留保の問題に着目し、 解消の方

策として留保金課税の導入の可能性に関して現状から検討した。 本研究の観点

に限定すれば、 医療法人に対する留保金課税の導入は問題の解消のための方策

として有効である可能性が見出された。。

医療法人はわが国の医療において非常に重要な位置づけである。 今後さらに

多角的な観点から研究を進め、 より具体的な方策を示したい。 医療法人制度の

さらなる整備により、 わが国の医療はさらに発展すると考える。
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第 6章.結論

6.1.本研究の結論

医療の提供の仕組みである「 保健医療システム」 は社会状況を前提として再

構築を繰り返していく ものである。 その時々の状況に応じた「 保健医療システ

ム」 を構築していく には今現在の問題点を常に明確にしておく 必要があると考

えられた。 そしてわが国の「 保健医療システム」 は変革の途上であり 、 1950
年から存在する医療法人制度も変革の必要があると考えられた。そのためには、

実態の把握と問題点の明確化が必要になるといえよう 。

下記の 5点について、 本研究において知見を示した。

① 医療法人に非営利性が必要である理由及び医療法人において存在する剰余

金が持分に応じて出資者に帰属する事象の問題点を考察する。

上記目的を達成するために、 第 2 章において著書、 論文、 各種政府刊行物な
どを精査し、医業経営の公益性に関する議論と非営利性に関する議論を整理し、

わが国における医療法人の位置づけについて公益性の観点と非営利性の観点か

ら整理した。

結果として、 わが国において医療は国家が提供するべき公益なものとしてと

して位置づけられていることを示した。 医療法において、 患者の利益のため、

非営利であることを考慮すると、 概念上、 医療法人に非営利性の問題が指摘さ

れている。制度及び概念上、医療法人は公的な医療を担う存在として、非営利、

公益であるべきであり、 剰余金などの残余財産が個人に帰属することに問題が

あることが解った。

さらに第 4章において医療法人はだれのために経営されるべきかという議論
を明確にするべく 、 医療法人のステークホルダーを「 保健医療システム」 上の

位置づけから示した。 その上で、 現在のわが国の医療法人における経営の実態

とあるべき方向性の乖離の存在を考察した。

結果として、 医療法人は公的な「 保健医療システム」 から公費や社会保険診

療によって収益の 8割以上を得ていると推計された。 即ち、 医療法人は公的な
「 保健医療システム」 の一部という捉え方を示すことができた。 またわが国の

「 保健医療システム」 のステークホルダーは納税者と社会医療保険の被保険者

であることを述べた。 従って、 医療法人の利益を考慮すべき主たるステークホ

ルダーは、 患者と共に納税者と社会医療保険の被保険者であると考えられた。

医療法人において出資者が出資により得る利益は、 患者の利益とは対立しない

が、 納税者や社会医療保険の被保険者の利益とは相反するといえた。

このことから、 医療法人において目的なく 個人の財産として蓄積する剰余金
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はわが国の「 保健医療システム」 の発展、 継続のために活用されるべきではな

いかという問題提起を行い、第 5章において、医療法人の剰余金の回収方策と
して留保金課税導入を検討した。 本研究の結果として、 留保金課税を行う こと

は可能であるという ことを示した。

② 医療法人のわが国「 保健医療システム」 上の位置づけを考察し、そのうえで

医療法人の収益の源泉を示し、 医療法人の剰余金の源泉を明らかにする。

本研究では第 3 章において、宮城県の医療法人を対象として、「 透析」 に着目
した診療内容による収益性の差異の存在を検証した。結果として、「 透析」 を行

っている医療法人の「 透析」 による収益の医業収益全体に対する比率が高けれ

ば高いほど一年あたりに蓄積する剰余金額が多く なる可能性が示された。 この

ことから「 透析」 は高収益の医療である可能性が示された。「 透析」 を行ってい

ることによる収益性の高さは「 保健医療システム上の理由」 であるといえる。

非営利、 公益と位置付けられ、 公的に提供されるわが国の医療に生じた「 保健

医療システム上の理由」 による収益性の差異から個人が出資により利益を得る

ことは、 一般企業における経営努力などにより経営者兼出資者が得られる利益

と同様とはいえない。

さらに 4章において、医療法人は私的な事業を行うものではなく 、 国家によ
り公的に行われている「 保健医療システム」 の一部と捉えられる現状が示され

た。 そして収益の大部分を公的な「 保健医療システム」 から得ている実態を示

した。 医療法人において、 出資者が出資した事実を理由として剰余金を得るこ

とは不適当であると結論付けられ、 解消すべき課題である可能性が示された。

③ 医療法人の経営の実態を明らかにすることを試みる。そのうえで剰余金の蓄

積について、診療内容の種類などの診療報酬などの制度上に理由が存在する

可能性を検証する。

本研究の第 3章において、 これまで明らかとなっていなかった医療法人の経
営の実態を示す試みとして、 宮城県の医科を経営する医療法人の全事業報告書

から医療法人群を診療科、 病院、「 透析」、 複数の医療施設を経営しているか単

一の施設を経営しているかという観点で類型化し、 剰余金の総額を示し、 開設

年度からの 1 年あたり利益剰余金を推算した上で、 経営の実態を示した。
結果として、 剰余金の総額、 1 年あたりの剰余金の蓄積には差異が存在し、
医療法人の資金面での継続性は均一ではない実態が示された。 剰余金が長年に

わたり他の法人と比較して多額に蓄積している場合があることが示された。「 透

析」 が高収益の医療である可能性が示された。 剰余金の蓄積の差異が生じる理

由に「 保健医療システム上の理由」 が存在する可能性が示された。
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④ 医療法人のステークホルダーを明らかにした上で、医療法人がだれのために

経営されるべきか検討する。

第 4 章において医療法人はだれのために経営されるべきかを示すという議論
を明確にするべく 、 医療法人のステークホルダーを本研究で示した公的な「 保

健医療システム」 の一員であるという捉え方から示した。 その上で、 現在のわ

が国の医療法人における経営の実態とあるべき方向性の乖離の存在を考察した。

医療法人はその収益を公的な「 保健医療システム」 を源泉として得ているこ

とからわが国の公的な「 保健医療システム」 上の存在として位置づけられた。

わが国の「 保健医療システム」 は公費（ 国庫支出） と社会医療保険の保険料（ 保

険税） によって運営されていることから、 医療法人のステークホルダーとして

納税者と社会医療保険の被保険者がいるといえた。 現状として、 わが国の医療

法人制度は医療法の目的から患者のためという観点で制度が構築されている。

納税者や社会医療保険の被保険者は負担した資金が効率よく わが国の「 保健

医療システム」 において運用されることを望んでいると考えられる。 従って、

「 保健医療システム」 から得た利益が、 出資したことを理由として個人の財産

として蓄積・ 増加することは納税者や社会医療保険の被保険者の利益と相反す

る。

医療法人はわが国の「 保健医療システム」 の一員として、 患者のためのみな

らず、納税者や社会医療保険の被保険者のために経営される必要性が示された。

⑤ ① ④～ によって示された知見から、医療法人に関して存在する問題点を明確

にする。それを踏まえて医療法人制度構築の今後の方向性を示すとともに改

善方策について検討を行う 。

医療法人はこれまで医療法の目的から患者のためという観点から研究が行わ

れ、 問題が指摘されてきた。 また医療法人制度も患者の為という観点で構築さ

れてきた。

本研究では、 医療法人をわが国の「 保健医療システム」 の一員として位置づ

けられる実態を論じ、「 保健医療システム」のステークホルダーである納税者と

社会医療保険の被保険者の利益を考慮する必要性を論じた。 そして本研究の結

論として、 納税者や社会医療保険の被保険者の利益という観点から、 医療法人

の現状には課題が存在し、 現在までの医療法人改革では解消しきれていないと

結論付けられた。 そこで第 5章において、 医療法人の情報開示制度に関する問
題の解消策として、情報開示の方法の拡大の提案、 CSV の理論から、財務情報
のみならず、 社会価値の測定と公表という 方策を提案した。 そして医療法人の

剰余金の問題に関して解消方策として留保金課税導入を提言した。
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6.2.本研究の意義
これまでわが国の医療機関の経営に関する研究は、 病院などの 1 施設ごとに
行われることが主流であり、 病院を対象として行われることが多かった。 しか

し医療法人はわが国の医療の開設主体の中で唯一、 個人の財産権である出資に

応じた持分が存在するものである。 他の医療の開設主体と同一に扱うことに不

適合が生じる場合があるといえよう 。 また医療法人の経営については個々の事

例研究に留まっているものが多く 、 複数の医療法人の財務データを用いた研究

は数少ない。 診療所までを含めた 1 都道府県の医療法人の状況を示した研究は
これまでにない。

診療内容や診療科による収益性の差異を示した点が本研究の新規性であると

いえる。 そして診療報酬制度によって調整されているわが国の医療の収益性が

平準的に調整しきれていない可能性を示した希少な研究である。 それに伴う本

研究の有用性として、 今後の診療報酬改定などの医療提供政策において実際の

診療所や診療科の経営実態という観点をもたらし、 実態に則した改正に資する

可能性がある。

これまで、 医療法人の剰余金の現状を示した研究や資料は存在せず、 議論は

医療法第 54 条の規定違反かどうか、公益である医療からといった概念から行わ
れていた。 本研究は医療法人経営の実態の一端を示したうえで、 わが国の「 保

健医療システム」 の一部と医療法人を捉えることができることを示し、 その上

でそのステークホルダーたる納税者や社会医療保険の被保険者の利益という視

点から、 医療法人の持分や剰余金、 医療法人制度について検討を行っている。

この点が本研究の独自性・ 新規性といえる。

これまでの先行研究や議論における視点である患者の利益という観点は、

個々の医療機関における医療提供の継続性を重視するものである。 従って、 医

療法人の非営利性について、それが問題である明確な理由は示せていなかった。

本研究により示された、 医療法人を公的な「 保健医療システム」 の一部とし

て納税者や社会医療保険の被保険者の利益を考慮すべき存在という観点は、 今

後の医療制度の構築において有益となる可能性があるといえよう 。 また、 医療

法人の剰余金が多額に存在すること、 その源泉は「 保健医療システム」 から得

ていることを示した。 わが国の「 保健医療システム」 に生じている資金面での

継続性の問題の解消に活用するために留保金課税導入を提言したことは今後の

医療法人制度の再構築に貢献する有用な研究といえる。
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表 1：1967～1999 年 透析の診療報酬点数の変遷（単位：点）

1967 1972 1974 1978 1981 1983 1985 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1997 1998

人 工 腎 臓 点

数

920 1, 540 2, 150 4, 000 2, 000 → 1, 800 1, 700 → → → 2, 100 2, 080 2, 110 →

透析液

使用

量

→ → → → → → → → → →

技術

料に

上乗

包括

時間

区分

設定

生食水

使用

量

抗凝固剤

使用

量

ダ イ ア ラ イ

ザー( ホロ フ

ァ イ バ ー 型

及 び 積 層 型

[ キ ー ル型 ]  

[ 膜 面 積

1. 5m3 以上]

購入 購入 購入

ダイ

アラ

イザ

ー包

括

960 860 810 → 760 710 620 525 475 565 518

滅菌加算 価格 価格 価格 30 → → → → 15 → → → 廃止

夜間加算 150 400 → → 500 → → → → → → →

休日加算 500 → → → → →

導入期加算 300 → → → → → → → →

食事加算 50 → → 60 → 62 63 → → → →

水処理加算 30 → →

技術

料へ

包括

除水調整器 30 →

技術

料へ

包括

障害 ( 特殊

疾病管理)

100 120 → → →

外来医 学 管

理料

2, 500 → → → 2, 900

（一般社団法人愛知県腎臓病協議会「透析における診療報酬の変

遷」より引用作成）
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表 2：2000～2010年 透析の診療報酬点数の変遷（単位：点）
血液透析技術料： 2000 2002 2004 2006 2008 2010

人工腎臓点数 2, 110 1, 960 → 2, 250 2, 267 2, 235

透析液

注1 時間区分廃止

EPO

時間区分復活注2
水質確保加算

新設注3
生食水 包括

抗凝固剤

ダイアライザー ホロファイバー型

及び積層型（ キール型）（ 膜面積1. 5m3

以上） 5型平成16年のみ2型注4
353 319 280 266 202 194

夜間加算 500 → → 300 → →

休日加算 500 → → 300 → →

導入期加算 300 → → → → →

食事加算 63 廃止

透析液水質確保 10

障害(特殊疾病管理) 120 → → → → →

外来医学管理料 2, 800 2, 670 2, 460 2, 305 → →

腹膜透析

在宅自己腹膜灌流指導管理料 3, 800 3, 800 3, 800 3, 800

腹膜灌流

(1)連続傾向式腹膜灌流 330 330 330 330

(2)その他の腹膜灌流 1, 100 1, 100 1, 100 1, 100

腹膜透析液交換セット

(1)交換キット 60 59 58 56

(2)回路

Ｙセット 96 94 92 87

ＡＰＤセット 589 580 570 561

Ｉ ＰＤセット 107 107 104 104

腹膜透析用接続チューブ 1, 450 1, 430 1, 390 1, 320

(1)長期留置型

ストレート型 7, 110 6, 770 6, 450 6, 450

逆Ｕ字型 11, 300 11, 300 10, 700 10, 700

(2)緊急留置型 96 96 96 96

在宅血液透析指導管理料 3, 800 3, 800 3, 800 8, 000

（ 一般社団法人愛知県腎臓病協議会「 透析における診療報酬の変遷」、「 平成16年厚生労働省告示」、

「 平成18年厚生労働省告示」 より引用作成）

注1 技術料における人工腎臓点数。4時間未満の場合： 1630点 4～5時間の場合： 2110点 5時間以上の場合： 2210点

注2 技術料における人工腎臓点数。4時間未満の場合： 2117点 4～5時間の場合： 2267点 5時間以上の場合： 2397点

注3 技術料における人工腎臓点数。4時間未満の場合： 2075点 4～5時間の場合： 2235点 5時間以上の場合： 2370点

注4 透析膜（ ダイアライザー） の種類構造 :  中空糸（ ホローファイバー） 型、 積層型膜面積 :  （ ０．６～２．５㎡） 透

析機能分類 :中空糸（ ホローファイバー） 型β２-MG除去能力

Ⅰ型１０ml /mi n未満Ⅱ型１０以上３０ ml /mi n未満Ⅲ型３０以上５０ ml /mi nⅣ型５０以上７０ ml /mi nⅤ型７０

ml /mi n 以上
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表2補足

平成16年厚生労働省告示

人工腎臓用特定保険医療材料 （ 回路を 含む 。 ）

(1)ダ イ ア ラ イ ザ―

① ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡未満） (Ⅰ) 2, 630円
② ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡未満） (Ⅱ) 2, 750円
③ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡以上） (Ⅰ) 2, 420円
④ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡以上） (Ⅱ) 2, 800円
⑤特定積層型 8, 250円
(2) ヘモフィルター 6, 480円

(3) 吸着型血液浄化器 （ β２－ミクログロブリン除去用） 25, 400円

(4) 持続緩徐式血液濾過器 27, 200円

(5) ヘモダイアフィルター 3, 190円

平成18年厚生労働省告示

人工腎臓用特定保険医療材料（ 回路を含む。）

(1) ダ イ ア ラ イ ザ―

① ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡未満） 2, 300円 (Ⅰ)
② ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡未満） 1, 660円 (Ⅱ)
③ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡未満） 1, 710円 (Ⅲ)
④ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡未満） 2, 240円 (Ⅳ)
⑤ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡未満） 2, 620円 (Ⅴ)
⑥ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡以上） 2, 070円 (Ⅰ)
⑦ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡以上） 1, 880円 (Ⅱ)
⑧ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡以上） 2, 220円 (Ⅲ)
⑨ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡以上） 2, 350円 (Ⅳ)
⑩ ホローファイバー型及び積層型（ キール型） （ 膜面積1. 5㎡以上） 2, 660円 (Ⅴ)
⑪特定積層型 7. 920円
(2)ヘモフィルター 5, 360円

(3)吸着型血液浄化器（ β－ミクログロブリン除去用） 23, 400円

(4)持続緩徐式血液濾過器 25, 800円

(5)ヘモダイアフィルター 2790円
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表 3：宮城県の病院・診療所別透析状況（2009年）

透析用ベッド数計

（ 台）

患者数計

（ 人）

施設数

（ 施設）

1施設当り

透析用ベッド数

（ 台）

病院 618 1, 708 21 29. 4

診療所 1, 111 3, 117 31 35. 8

計 1, 729 4, 825 52 33. 3

（ 財団法人宮城県腎臓協会「 宮城県腎臓協会会報No. 22」 より引用作成）

表 4：宮城県の経営主体別透析状況（2009年）
透析用ベッド数計

（ 台）

患者数計

（ 人）

施設数

(施設)

医療法人 1, 164 3, 364 32

その他の経営主体 565 1, 461 20

計 1, 729 4, 825 52

（ 財団法人宮城県腎臓協会「 宮城県腎臓協会会報No. 22」 より引用作成）

表 5：わが国の開設主体別医療施設数(2009年 10月 1日時点)
病院

（）内は構成比

医科診療所

（）内は構成比

病院と医科診療所の合計

（）内は構成比

医療法人 5,726(65.5%) 35,341(35.5%) 41,067(37.9%)

その他の開設主体 3,013(34.5%) 64,294(64.5%) 67,307(62.1%)

計 8,739(100.0%) 99,635(100.0%) 108,374(100.0%)

(厚生労働省(2009)「 医療施設調査」 より引用作成)

表 6：2010年度決算における本研究の対象医療法人全体の黒字と赤字の状況（N＝559）
2010決算における収支

（ ） 内は構成比

利益剰余金の総額

（ ） 内は構成比

黒字の医療法人 380（ 68. 0％） 497（ 88. 9％）

赤字の医療法人 179（ 32. 0％） 62（ 11. 1％）

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）
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表 7：2010年度決算における本研究の対象医療法人全体の経営状態（N＝559）

事業収益

（ 千円）

事業費用

（ 千円）

事業収支

（ 千円）

事業収支比率

（ ％）

利益剰余金

（ 千円）

１年当り利益剰余

金

（ 千円） 注1

総計 191, 523, 212 182, 548, 951 8, 974, 261 104. 9% 78, 205, 827 

平均 342, 618 326, 563 16, 054 104. 9% 139, 903 9, 667 

中央値 141, 621 133, 480 3, 985 103. 1% 48, 865 4, 728 

最大値 6, 763, 058 6, 272, 940 515, 050 166. 6% 3, 430, 943 171, 555 

最小値 14, 750 27, 553 -264, 864 20. 6% -1, 587, 079 -125, 292 

標準偏差 641, 272 602, 375 51, 817 11. 4% 335, 670 18, 954

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）

注1 「 1年当り利益剰余金」 =「 2010年度末利益剰余金／（ 2010－登記年度）」

表 8：2010年度決算における複数の施設を経営する医療法人の経営状態（N＝68）（構成比：12.2％）
事業収益

（ 千円）

事業費用

（ 千円）

事業収支

（ 千円）

事業収支比率

（ ％）

利益剰余金

（ 千円）

１年当り利益剰余金

（ 千円） 注1

総計 88, 816, 831 83, 637, 969 5, 178, 862 106. 2% 29, 931, 938 

平均 1, 306, 130 1, 229, 970 76, 160 106. 2% 440, 176 24, 365 

中央値 853, 721 798, 847 36, 506 105. 2% 222, 935 11, 611 

最大値 6, 763, 058 6, 272, 940 515, 050 160. 2% 3, 430, 943 171, 555 

最小値 86, 732 67, 101 -70, 527 81. 2% -1, 587, 079 -54, 727 

標準偏差 1, 328, 030 1, 242, 699 112, 059 9. 5% 766, 649 38, 629 

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）

注1 「 1年当り利益剰余金」 =「 2010年度末利益剰余金／（ 2010－登記年度）」

表 9：2010年度決算における単一の施設を経営する医療法人の経営状態（N＝491）（構成比：
87.8％）

事業収益

（ 千円）

事業費用

（ 千円）

事業収支

（ 千円）

事業収支比率

（ ％）

利益剰余金

（ 千円）

１年当り利益剰余金

（ 千円） 注1

総計 102, 706, 381 98, 910, 982 3, 795, 399 103. 9% 48, 273, 889 

平均 209, 178 201, 448 7, 730 103. 9% 98, 317 7, 631 

中央値 129, 847 120, 992 3, 298 102. 5% 42, 536 4, 232 

最大値 2, 932, 726 2, 807, 107 224, 175 166. 6% 1, 254, 535 90, 258 

最小値 14, 750 27, 553 -264, 864 20. 6% -751, 749 -125, 292 

標準偏差 283, 670 270, 379 27, 745 11. 6% 183, 574 13, 074 

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）

注1 「 1年当り利益剰余金」 =「 2010年度末利益剰余金／（ 2010－登記年度）」
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表 10：複数の施設を経営する医療法人の 2010年度決算における利益剰余金の状況（N＝68）

法人数
1法人当り

施設数

利益剰余金総額（ 千円） 1年当り利益剰余金（ 千円） 注1

総額 平均 中央値 標準偏差 平均 中央値 標準偏差

病院・ 一般診

療所・ 老健施

設

複合経営型

8 4. 1 7, 308, 280 913, 535 922, 613 971, 371 37, 072 26, 674 45, 111

病院・ 一般診

療所

複合経営型

7 2. 7 7, 728, 927 1, 104, 132 453, 011 1, 391, 338 45, 164 20, 968 59, 570

病院・ 老健施

設

複合経営型

11 2. 3 4, 611, 732 419, 248 326, 484 1, 036, 384 24, 149 15, 125 58, 695

一般診療所・

老健施設

複合経営型

13 2. 3 2, 793, 730 214, 902 199, 413 156, 826 11, 552 10, 760 7, 581

複数一般診療

所経営型
24 2. 2 5, 753, 728 239, 739 109, 242 320, 182 21, 443 11, 261 28, 040

病院もしくは

一般診療所・

歯科診療所

複合経営型

6 2. 3 3, 170, 445 528, 408 168, 211 663, 501 23, 363 11, 930 30, 186

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）

注1 「 1年当り利益剰余金」 =「 2010年度末利益剰余金／（ 2010－登記年度）」

表 11：単一の病院もしくは診療所を経営する医療法人の 2010年度決算における利益剰余金の状況
（N＝491）

法人数
利益剰余金総額（ 千円） 1年当り利益剰余金（ 千円） 注1

総額 平均 中央値 標準偏差 平均 中央値 標準偏差

病院 30 8, 888, 224 296, 274 167, 982 334, 863 15, 606 10, 059 16, 904 

透析・ 診療所 12 3, 438, 233 286, 519 145, 411 328, 655 26, 145 24, 971 15, 360 

内科・ 診療所 41 2, 485, 375 60, 619 46, 288 74, 140 5, 729 4, 985 6, 523 

小児科・ 診療所 61 4, 543, 427 74, 482 26, 616 184, 801 5, 415 2, 957 12, 073 

眼科・ 診療所 28 4, 033, 128 144, 040 77, 493 231, 988 8, 869 6, 246 11, 126 

胃腸科・ 診療所 36 4, 388, 961 121, 916 35, 940 222, 193 7, 410 3, 330 11, 075 

消化器科・ 診療所 37 3, 522, 313 95, 198 36, 398 216, 139 7, 030 3, 696 12, 094 

呼吸器科・ 診療所 28 1, 752, 971 62, 606 54, 287 64, 709 6, 838 4, 133 7, 810 

アレルギー科・診療

所
15 1, 220, 049 81, 337 37, 932 78, 998 8, 646 5, 364 9, 173 

産婦人科・ 診療所 18 1, 896, 821 105, 379 75, 475 124, 130 8, 809 3, 660 11, 884 

耳鼻咽喉科・診療所 22 1, 489, 639 67, 711 46, 839 50, 029 7, 993 5, 082 7, 643 

循環器科・ 診療所 29 1, 993, 077 68, 727 28, 099 91, 760 8, 068 4, 952 16, 690 

神経科・ 診療所 11 646, 789 58, 799 37, 675 67, 699 5, 244 2, 898 7, 042 

整形外科・ 診療所 48 4, 135, 945 86, 166 40, 588 131, 900 7, 103 3, 767 9, 456 

皮膚科・ 診療所 22 1, 272, 691 57, 850 32, 139 77, 889 3, 906 2, 971 4, 401 

リウマチ科・診療所 11 815, 623 74, 148 54, 497 64, 904 9, 503 7, 235 10, 432 

その他の診療所 42 1, 633, 514 38, 893 25, 177 163, 559 2, 838 2, 693 22, 670 

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）

注1 「 1年当り利益剰余金」 =「 2010年度末利益剰余金／（ 2010－登記年度）」
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表 12：宮城県で透析を行っている医療法人の 2010年度決算における経営状態（N＝22）
経営施設数

（ 施設）

透析施設数

（ 施設）

事業収益

（ 千円）

事業費用

（ 千円）

収支

（ 千円）

収支比率

（ ％）

複数診療所A 3 1 887, 674 911, 650 -23, 976 97. 4%

複数診療所B 2 2 1, 539, 693 1, 525, 950 13, 743 100. 9%

病院・ 診療所C 4 4 4, 512, 240 4, 392, 889 119, 351 102. 7%

病院・ 診療所D 2 2 2, 738, 476 2, 442, 216 296, 260 112. 1%

病院・ 老健E 3 1 1, 834, 209 1, 779, 564 54, 645 103. 1%

病院・ 診療所・ 老健F 4 1 2, 398, 311 2, 433, 450 -35, 139 98. 6%

病院G 2 1 2, 192, 879 2, 098, 525 94, 354 104. 5%

病院H 1 1 1, 397, 740 1, 456, 357 -58, 617 96. 0%

病院I 1 1 2, 932, 726 2, 708, 551 224, 175 108. 3%

透析・ 診療所J 1 1 992, 259 924, 246 68, 013 107. 4%

透析・ 診療所K 1 1 223, 365 209, 730 13, 635 106. 5%

透析・ 診療所L 1 1 441, 084 417, 853 23, 231 105. 6%

透析・ 診療所M 3 3 1, 288, 022 1, 171, 575 116, 447 109. 9%

透析・ 診療所N 1 1 777, 154 645, 269 131, 885 120. 4%

透析・ 診療所O 1 1 440, 982 397, 529 43, 453 110. 9%

透析・ 診療所P 1 1 439, 572 436, 029 3, 543 100. 8%

透析・ 診療所Q 1 1 460, 007 463, 504 -3, 497 99. 2%

透析・ 診療所R 1 1 614, 490 615, 717 -1, 227 99. 8%

透析・ 診療所S 1 1 898, 658 851, 159 47, 499 105. 6%

透析・ 診療所T 1 1 252, 973 219, 926 33, 047 115. 0%

透析・ 診療所U 1 1 596, 592 523, 738 72, 854 113. 9%

透析・ 診療所V 1 1 473, 224 413, 477 59, 747 114. 4%

総計 37 29 28, 332, 330 27, 038, 904 1, 293, 426 104. 8%

（ 各医療法人の報告書、財団法人「 宮城県腎臓協会会報No. 22」 より引用、集計、作成）
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表 13：宮城県で透析を行っている医療法人の 2010年度決算における経営分析（N＝22）
利益剰余金

（ 千円）

1年当り利益剰余金

（ 千円） 注1
ベッド数計

（ 台）

患者数

（ 人）

１ベッド当り

患者数（ 人） 注2

推計

透析収益割合

（ ％） 注3

複数一般診療所A 21, 566 1, 348 22 69 3. 1 32. 1%

複数一般診療所B 243, 643 20, 304 54 190 3. 5 50. 9%

病院・ 診療所C 2, 736, 326 78, 181 276 871 3. 2 79. 7%

病院・ 診療所D 377, 687 47, 211 69 223 3. 2 33. 6%

病院・ 老健E 193, 291 3, 222 7 20 2. 9 4. 5%

病院・ 診療所・ 老

健F
-124, 741 -8, 316 10 31 3. 1 5. 3%

病院G 733, 890 20, 968 64 172 2. 7 32. 4%

病院H -44, 441 -3, 174 37 112 3 33. 1%

病院I 129, 815 43, 272 39 128 3. 3 18. 0%

透析・ 診療所J 1, 172, 668 55, 841 45 129 2. 9 53. 7%

透析・ 診療所K 237, 115 11, 856 11 22 2 40. 7%

透析・ 診療所L 92, 796 4, 884 28 57 2 53. 3%

透析・ 診療所M 936, 631 49, 296 134 276 2. 1 88. 5%

透析・ 診療所N 606, 420 40, 428 34 126 3. 7 66. 9%

透析・ 診療所O 501, 476 33, 432 24 73 3 68. 3%

透析・ 診療所P 205, 326 17, 111 30 76 2. 5 71. 4%

透析・ 診療所Q 86, 747 10, 843 28 60 2. 1 53. 8%

透析・ 診療所R 143, 888 20, 555 37 117 3. 2 78. 9%

透析・ 診療所S 146, 934 29, 387 50 160 3. 2 73. 5%

透析・ 診療所T 53, 908 13, 477 17 43 2. 5 70. 2%

透析・ 診療所U 117, 606 39, 102 36 113 3. 1 78. 2%

透析・ 診療所V 73, 649 36, 825 30 84 2. 8 73. 3%

（ 各医療法人の報告書、財団法人「 宮城県腎臓協会会報No. 22」 より引用、集計、作成）

注1 「 1年当り利益剰余金」 =「 2010年度末利益剰余金／（ 2010－登記年度）」

注2 「 1ベッド当り患者数」 =「 患者数／透析施設の透析用ベッド数」

注3 「 推計透析収益割合」 =「（ 透析患者数×4, 128千円） ／事業収益×100」

表 14：わが国の出資持分有、出資持分無の医療法人数の状況（数値は各年 3月 31日時点）

持分有 持分無 総数

2008年 43, 638 1, 034 45, 078

2015年 41, 476 8, 022 49, 889

（ 厚生労働省「 種類別医療法人数の年次推移」 より引用作成）
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表15： わが国の開設主体別医療施設数(平成 24年 6月末時点)
病院

()内は構成比

医科診療所

()内は構成比

病院と医科診療所の合計

()内は構成比

医療法人 5,702(66.6%) 37,487(37.4%) 43,189(39.7%)

その他の開設主体 2,865(33.4%) 62,625(62.6%) 65,490(60.3%)

計 8,567(100.0%) 100,112(100.0%) 108,679(100.0%)

(厚生労働省(2012)「 医療施設調査」 より引用作成)

表 16：組織の利害関係者とその貢献・誘因（企業の例）
利害関係者 組織への貢献 組織からの誘因

所有者 資本 財務的報酬

経営者 技術・専門知識 職務満足、賃金など

従業員 技術・専門知識・労働 職務満足、賃金、雇用の安定等

顧客 モノ・サービス購入による収入 モノ・サービスの品質・価格等

供給業者 高品質・低価格の原材料・部品 満足のいく取引

労働組合 自由公正な集団交渉 公平な賃金・雇用の安定等

コミュニティー 社会経済的インフラ 地域社会への貢献

政府 公正なビジネス慣行のルール 法・規制の順守

（ 印南一路（ 1999）「 すぐれた組織の意思決定～組織をいかす戦略と政策～」中央公論新社ｐ 210
より引用）
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図 1：近年のわが国の国民医療費の推移

（ 厚生労働省：「 国民医療費の概況」 より引用作成）

図 2：近年のわが国の透析医療費の推移

（ 厚生労働省：「 第39回社会保障審議会保健医療部会資料」 より引用作成）
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図 3：近年のわが国の透析患者数（単位：人）

（ 日本透析学会：「 わが国の慢性透析療法の現況 2011 年 12 月 31 日時点」 より引用作成）

図 4：近年の宮城県の透析患者数（単位：人）

（ 財団法人宮城県腎臓協会「 宮城県の人工透析患者実態調査報告（ 2011・ 12月） 」 より

引用作成）
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図 5：2010年度の利益剰余金総額と登記からの事業年数の散布図（N＝559）

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）

図 6：2010年度の 1年当り利益剰余金と推計透析収益割合の散布図（N＝22）

（ 各医療法人の「 事業報告書等」 より集計、作成）

注1 「 1年当り利益剰余金」 =「 2010年度末利益剰余金／（ 2010－登記年度）」

注2 「 推計透析収益割合」 =「（ 透析患者数×4, 128千円） ／事業収益×100」
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